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日光市男女共同参画都市宣言

日光市は、世界遺産に代表される悠久の歴史と文化をもった、美しい緑と清らか
な水に恵まれたまちです。
わたしたちはこのまちに誇りを持ち、男女が性別や世代を超えて、互いに対等なパー
トナーとして、自立・平等・責任を胸にあらゆる分野に参画し、一人ひとりが生
き生きと輝く「ひかりの郷・日光」をつくるため、ここに「男女共同参画都市」
を宣言します。

都市宣言の日を記念して、毎年3月に「日光市男女共同参画週間」を設けています。

平成２０年３月１５日

認めあおう！輝く個性　あなたと私　女
ひと

と男
ひと

支えあおう！家庭・職場・地域の中で　あふれるやさしさ　思いやり

参画しよう！希望を抱き　心豊かな未来をひらくため



 

はじめにはじめにはじめにはじめに    
 

 

少子高齢化の進展など大きく変化する社会経済情

勢の中で、男女が共に互いの人権を尊重し、豊かで活

力のある社会の実現を図るため、平成１１年に男女共

同参画社会基本法が制定されました。 

本市におきましては、平成２０年３月に「男女共同

参画都市宣言」を行い、男女共同参画社会づくりに向

けて取り組んでまいりました。 

しかしながら、今なお性別によって役割を固定的に

とらえる意識、慣行などが存在し、男女共同参画社会

を実現するには多くの課題が残されています。 

これからの時代は、一人ひとりが個性と能力を発揮

できる男女共同参画社会を形成し、人と人の心が通い合う、思いやりに満ちた温

かいまちを築いていくことが重要です。そこで平成２０年３月に、平成２０年度

から２７年度までの８年間を計画期間とする「男女共同参画プラン日光」を策定

いたしました。このたび、社会の動向や変化に適切に対応し、施策を効果的に推

進するため、中間年にあたり、前期プランの見直しを行ったところです。 

後期プランにつきましては、「日光市男女共同参画推進条例」にあります７つの

基本理念を柱として、市民の意識や日常生活の状況などからみえる本市の課題を

踏まえ、施策の方向を定めました。 

「一人ひとりが輝く男女共同参画のまち日光」をめざして、これまで培ってき

た市、市民、事業者、各種団体等との「協働」を軸に、男女共同参画社会の構築

に向けて、市政経営を総合的、計画的に推進してまいりますので、市民の皆様の

一層のご支援とご協力をお願い申しあげます。 

結びに、本計画の策定にあたり、男女共同参画プラン検討委員会及び日光市男

女共同参画審議会の皆様をはじめ、ご意見、ご提言を賜りました多くの皆様に心

からお礼申しあげます。 

 

 

平成平成平成平成２４２４２４２４年年年年３３３３月月月月    

 

                    日光市長日光市長日光市長日光市長    斎藤斎藤斎藤斎藤    文夫文夫文夫文夫    
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第１章 計画の趣旨 
 

１．計画策定の趣旨 

 

日光市は、これまでの旧市町村の取り組みを尊重しつつ、市民と行政のパートナーシップ

のもと、「一人ひとりが輝く男女共同参画社会」の実現に向けた取り組みを、総合的かつ計画

的に推進するため、平成 20 年３月に「男女共同参画プラン日光」を策定しました。 

プラン策定後、平成 21 年４月１日の「日光市男女共同参画推進条例」の施行や平成 22 年

３月の「日光市配偶者からの暴力対策基本計画」の策定をはじめとする施策の推進により、

男女共同参画は着実に進展していますが、性別による固定的な役割分担意識やそれに基づく

社会慣行や社会制度は依然として残っており、また、男女の家庭生活と職業生活・地域活動

が両立しやすい環境の整備など、多くの課題が残されています。 

このような状況を踏まえ、これまでの取り組みを踏まえつつ新たな課題に対応していくた

め、プランの中間年にあたる平成 23 年度にプランの見直しを行い、新たな「男女共同参画プ

ラン日光（後期計画）」を策定します。 

 

２．男女共同参画に関する国内外の動き（年表） 

 

 世界世界世界世界のののの動動動動きききき    日本日本日本日本のののの動動動動きききき    栃木栃木栃木栃木県県県県のののの動動動動きききき    日光日光日光日光市市市市のののの動動動動きききき    

1975（昭和 50） ・国際婦人年 

・国際婦人年世界会議（メ

キシコシティ） 

・「女性の地位向上のため

の世界行動計画」採択 

・総理府に婦人問題企画

推進本部、婦人問題担

当室設置 

・「女子教職員等育児休業

法」公布 

  

国
連
婦
人

国
連
婦
人

国
連
婦
人

国
連
婦
人
のののの
十
年
十
年
十
年
十
年    

1976 

（昭和 51） 

 ・民法改正（離婚復氏制

度） 

  

1977 

（昭和 52） 

 ・「国内行動計画」策定 

・国立婦人教育会館開館 

  

1979 

（昭和 54） 

・国連総会「女子差別撤

廃条約」採択 

 ・企画部婦人青少年課設置 

・婦人行政連絡会議設置 

・栃木県婦人問題懇話会設置 

・婦人指導者研修会開

催（旧今市市） 

※以降、毎年開催 

1980 

（昭和 55） 

・「国連婦人の十年」中間

年世界会議（コペンハ

ーゲン） 

・「国連婦人の十年後半期

行動プログラム」採択 

・民法一部改正（配偶者

の法定相続分 1/3 から

1/2 に） 

  

1981 

（昭和 56） 

・ILO 第 156 号条約（家

族責任条約）採択 

 ・「婦人のための栃木県計

画」策定（昭和 56～60） 

 

1984 

（昭和 59） 

 ・「国籍法」及び「戸籍法」

一部改正 

 ・日光市働く婦人の家

完成（旧日光市） 

1985 

（昭和 60） 

 

 

・国連婦人の十年最終年世

界会議（ナイロビ）開催 

・「西暦 2000 年に向けて

の婦人の地位向上のた

めの将来戦略」採択 

・「女子差別撤廃条約」批准   

1986（昭和 61）  ・婦人問題企画推進有識

者会議開催 

・「男女雇用機会均等法」

施行 

・「とちぎ新時代女性プラ

ン」策定（昭和 61～平成

２） 

・今市市婦人団体連絡

協議会設立（旧今市

市） 
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 世界世界世界世界のののの動動動動きききき    日本日本日本日本のののの動動動動きききき    栃木栃木栃木栃木県県県県のののの動動動動きききき    日光日光日光日光市市市市のののの動動動動きききき    

1987（昭和 62）  ・「西暦 2000 年に向けての

新国内行動計画」策定 

・第１回婦人のつどい開催  

1988（昭和 63）   ・栃木県婦人団体連絡協議

会発足 

・教育委員会社会教育

課に婦人青少年係

設置（旧今市市） 

1990（平成２） ・国連経済社会理事会「ナ

イロビ将来戦略に関する

第１回見直しと評価に伴

う勧告及び結論」採択 

  ・今市市女性問題懇話

会設置（旧今市市） 

1991（平成３）  ・「西暦 2000 年に向けて

の新国内行動計画（第

一次改定）」策定 

・「とちぎ新時代女性プラ

ン（二期計画）」策定（平

成３～７） 

・「婦人総合センター（仮

称）基本構想」策定 

・教育委員会社会教育

課婦人青少年係を

女性青少年係に改

称（旧今市市） 

1992（平成４）  ・「育児休業法」施行 

・初の婦人問題担当大臣

設置 

・「婦人総合センター（仮

称）基本計画」策定 

・「いまいち女性行動

計画」策定（平成４

～13）（旧今市市） 

・今市市女性広報紙

「NEW MAN&WOMAN」

創刊（旧今市市） 

・市民生活課に女性行

政係を設置（旧日光

市） 

1993（平成５） ・国連女性に対する暴力

に関する宣言採択 

・国連世界人権会議（ウ

ィーン）「ウィーン宣言

及び行動計画」採択 

・「パートタイム労働法」

施行 

 ・今市市女性問題研究

会設置（旧今市市） 

・「市民のつどい」開

催（旧日光市） 

※以降、毎年「ＮＩＫ

ＫＯフォーラム」と

して開催 

1994（平成６） ・「ILO 第 175 号条約（パ

ートタイム労働に関す

る条約）」採択（ILO 総

会） 

・国際人口・開発会議（カ

イロ）「行動計画」採択

（リプロダクティブ・

ヘルス／ライツ提唱） 

・男女共同参画室設置 

・男女共同参画審議会設置 

・男女共同参画推進本部

設置 

  

1995（平成７） ・第４回世界女性会議（北

京） 

・「北京宣言及び行動綱

領」採択 

・「育児休業法」の改正（介

護休業制度の法制化） 

・ILO 第 156 号条約を批

准 

・財団法人とちぎ女性セン

ター設立 

・「審議会等委員にお

ける女性の登用計

画書」作成（旧今市

市） 

1996（平成８）  ・「男女共同参画 2000 年

プラン」策定 

・「とちぎ新時代女性プラ

ン（三期計画）」策定（平

成８～12） 

・パルティとちぎ女性セン

ター開館 

・女性青少年課に名称変更 

・栃木男女共同参画推進本

部設置 

 

1997（平成９）  ・「男女雇用機会均等法」

一部改正 

・「介護保険法」公布 

  

1998（平成 10） 

 

 

 

 

 

 

 

   ・教育委員会生涯学習

部社会教育課女性

行政推進室設置（旧

今市市） 

・今市市男女共同参画

社会づくり市民会

議設置（旧今市市） 
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 世界世界世界世界のののの動動動動きききき    日本日本日本日本のののの動動動動きききき    栃木栃木栃木栃木県県県県のののの動動動動きききき    日光日光日光日光市市市市のののの動動動動きききき    

1999（平成 11）  ・「男女共同参画社会基本

法」施行 

・「改正男女雇用機会均等

法」施行 

・「改正育児・介護休業法」

全面施行 

・栃木県男女共同参画懇話

会設置 

・「今市市男女共同参

画社会づくりのた

めの市民意識アン

ケート調査」実施お

よび報告書作成（旧

今市市） 

2000（平成 12） ・国連特別総会「女性

2000 年会議」（ニュー

ヨーク）開催 

・「政治宣言及び成果文

書」採択 

・「男女共同参画基本計

画」策定 

・生活環境部女性青少年課

女性係を男女共同参画

担当に改組 

・日光市働く婦人の家

（清滝）に女性行政

係が移転（旧日光

市） 

2001（平成 13） 

 

 ・内閣府に男女共同参画

会議設置、男女共同参

画局設置 

・「配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護に

関する法律」施行 

・「とちぎ男女共同参画プ

ラン」策定（平成 13～17） 

・「とちぎの農業・農村男

女共同参画ビジョン」策

定（平成 13～17） 

・担当部局を市長部局

に移行し、総務部政

策課に女
ひと

と男
ひと

政策

推進室を設置（旧今

市市） 

2003（平成 15）  ・「次世代育成支援対策推

進法」施行 

・「栃木県男女共同参画推

進条例」施行 

・男女共同参画都市宣

言（旧今市市） 

・「男女共同参画のた

めの日光市プラン」

策定（旧日光市） 

2004（平成 16）  ・「配偶者暴力防止法」改正 ・パルティとちぎ女性セン

ターをパルティとちぎ

男女共同参画センター

に名称変更 

・「今市市男女共同参

画推進条例」施行

（旧今市市） 

2005（平成 17） ・第 49 回国連婦人の地位

委員会（国連「北京＋

10」世界閣僚級会合）

開催（ニューヨーク） 

・「改正育児・介護休業法」

施行 

・「男女共同参画基本計画

（第２次）」策定 

・「女性の再チャレンジ支

援プラン」策定 

・「配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護に

関する基本計画」策定

（平成 17～20） 

 

2006（平成 18）  ・「女性の再チャレンジ支

援プラン」改定 

・「とちぎ男女共同参画プ

ラン（二期計画）」策定

（平成 18～22） 

・「第二期とちぎの農業・

農村男女共同参画ビジ

ョン」策定（平成 18～22） 

・今市市、日光市、藤

原町、足尾町、栗山

村の５市町村が合

併し、日光市が誕生 

・企画部に男女共同参

画課を設置 

・日光市男女共同参画

社会づくり市民会

議設置 

・日光市男女共同参画

社会づくり推進本

部設置 

2007（平成 19） ・「ニューデリー閣僚共同

コミュニケ」採択 

・「改正男女雇用機会均等

法」一部施行 

・「仕事と生活の調和（ワ

ーク・ライフ・バラン

ス※1）憲章」及び「仕

事と生活の調和推進の

ための行動指針」策定 

・組織改編により青少年男

女共同参画課となる 

・「日光市女性団体連

絡協議会」設立 

2008（平成 20）  ・「配偶者暴力防止法」改正 

・「パートタイム労働法」

一部改正法施行 

 ・「男女共同参画プラ

ン日光」策定（平成

20～27） 

・男女共同参画都市宣言 

・「日光市農業・農村

男女共同参画ビジ

ョン」策定（平成 20

～24） 

                             
※1 ワーク・ライフ・バランス：「仕事」と子育てや地域活動など「仕事以外の活動」を組み合わせ、バランスの

とれた働き方を選択できるようにすることです。「仕事と家庭の両立」よりも広い概念で、企業にとっては、

ワーク・ライフ・バランスを推進することにより、従業員がやりがいのある仕事と充実した私生活の健康的

なバランスをとり、個人の能力を最大限発揮できるようにすることで、生産性・業績を上げる効果があると

言われています。 
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 世界世界世界世界のののの動動動動きききき    日本日本日本日本のののの動動動動きききき    栃木栃木栃木栃木県県県県のののの動動動動きききき    日光日光日光日光市市市市のののの動動動動きききき    

2009（平成 21） 

 

 

 

 

 

 

 

・第 54 回国連婦人の地位

委員会（国連「北京＋

15」世界閣僚級会合）

開催（ニューヨーク） 

 ・「配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護に

関する基本計画」の改定

（平成 21～23） 

・「日光市男女共同参

画推進条例」施行 

・機構改革により企画

部男女共同参画課

から健康福祉部人

権・男女共同参画課

となる 

・男女共同参画審議会

設置 

2010（平成 22）  ・「男女共同参画基本計画

（第３次）」策定 

・「改正育児・介護休業法」

施行 

 ・「日光市配偶者から

の暴力対策基本計

画」策定（平成 22

～27） 

 

2011（平成 23）   ・「とちぎ男女共同参画プ

ラン（三期計画）」策定

（平成 23～27） 

・とちぎ男女共同参画セン

ター開所 
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３．計画の性格 

 

このプランは、以下のような性格を持つものです。 

 

(１)日光市における男女共同参画の推進に関する施策の総合的かつ計画的な実施を図るため

の基本的な計画です。 

(２)「男女共同参画社会基本法」第 14 条第３項に基づく「市町村男女共同参画計画」です。 

(３)国の「第３次男女共同参画基本計画」及び栃木県の「とちぎ男女共同参画プラン（３期

計画）」の内容と整合を図った計画です。 

(４)「日光市総合計画」及び日光市におけるその他の関連計画との整合を図った計画です。 

(５)日光市男女共同参画推進条例第８条に基づく市の男女共同参画の推進に関する「基本計

画」です。 

 

 

■プランの位置づけ 

 

とちぎ男女共同参画プラン[３期計画]（県） 

第３次男女共同参画基本計画（国） 

男女共同参画プラン日光（後期計画） 

計画期間：平成 24 年度～平成 27 年度 

日光市男女共同参画推進条例 

（平成 21 年４月１日施行） 

日光市総合計画・基本構想 
後期基本計画：平成 24 年度～平成 27 年度 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策に関する基本的な指針（国） 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本計画（県） 

日光市配偶者からの暴力対策基本計画 

計画期間：平成 22 年度～平成 27 年度 
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４．計画の期間 

 

男女共同参画プラン日光の計画期間は、平成 20 年度から平成 27 年度までの８年間です。

中間年の平成 23年度に、社会情勢の動向や変化を踏まえつつ、現行計画の進捗状況等に基づ

いて見直し、平成 24 年度から平成 27 年度の４年間を後期計画とします。 

 

■計画の期間 

平成20年度
（2008）

平成21年度
（2009）

平成22年度
（2010）

平成23年度
（2011）

平成24年度
（2012）

平成25年度
（2013）

平成26年度
（2014）

平成27年度
（2015）

計画期間

見直し 後期計画

 

５．計画の策定体制 

 

このプランは、以下のような体制により策定しました。 

 

■計画の策定体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平
成
22
年
度 

平
成
23
年
度 

各種各種各種各種アンケートアンケートアンケートアンケート調査調査調査調査    

20 歳以上の日光市在住

の男女各 1,000 人対象 

【回収率：48.2％】 

日光市に事業所を構え

る従業員 10 名以上の事

業所 100 事業所対象 

【回収率：49.0％】 

農林水産業及び家族経

営的な商工業等に従事

している経営者各 50 件

対象【回収率：46.0％】 

市民対象調査 事業所対象調査 農業・商工業対象調査 

計画体系計画体系計画体系計画体系のののの検討検討検討検討・・・・推進施策推進施策推進施策推進施策のとりまとめのとりまとめのとりまとめのとりまとめ    

各種会議における検討 

計画素案計画素案計画素案計画素案のののの公表公表公表公表・・・・市民意見市民意見市民意見市民意見のののの募集募集募集募集    

（パブリックコメント） 

男女共同参画男女共同参画男女共同参画男女共同参画プランプランプランプラン日光日光日光日光（（（（後期計画後期計画後期計画後期計画））））    
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６．計画の推進について 

 

このプランは、計画の達成度や主な事業の進捗状況を的確に把握・評価することで、施策

の推進における課題等を明らかにし、その後のより効果的な推進につなげていくため、次の

３点に取り組みます。 

 

①「活動指標（アウトプット指標）＝“何”を“どれくらい”やるか」の設定 

主な事業について、活動指標を設定し、毎年度の進捗状況を把握します。事業の性質によ

っては目標を数値化できないものもありますが、それぞれの事業に応じて、どのように評価

していくかを検討します。    

 

②「成果指標（アウトカム指標）＝取り組みの結果、“何”が“どのように”なっているか」の設定 

基本目標について、平成 27 年度末の成果指標を設定し、その達成状況を把握して、次期プ

ランに反映します。 

 

③審議会による達成状況の評価と市民への公表 

これまでも、年次進捗状況報告書により、事業の進捗管理や実施主体による自己評価、日

光市男女共同参画審議会への報告を行ってきました。今後は、成果指標の達成状況について

も報告し、これらの報告に基づく評価を同審議会から受け、プランがどの程度進んでいるか

を市民にわかりやすい形で示すとともに、その後の取り組みの方向性に生かしていきます。 
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第２章 日光市の男女共同参画を取り巻く現状と課題 
 

１．人口・世帯等の状況 

（１）人口と世帯の状況 

日光市の総人口は、近年、減少傾向となっており、平成 23 年４月１日現在で 91,113 人

とこの５年間で約 3,600 人の減となっています。 

また、年齢３区分別人口比率の推移をみると、０～14 歳人口と 15～64 歳人口が減少し、

65 歳以上人口が増加していることから、日光市においても少子・高齢化が進行しているこ

とがうかがえます。 

一方で、世帯数は年々増加傾向となっており、それに伴い一世帯あたりの人数は減少し

ており、世帯の小規模化が進んでいることがわかります。 

 

■図表１ 総人口及び世帯数の推移        

94,026 92,878 92,176 91,11394,764

35,838 35,972 35,990 36,200 36,203

2.64 2.61 2.58 2.55 2.52

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

人

1.0

2.0

3.0

4.0
人、世帯

総人口 世帯数 一世帯人員

 
 

■図表２ 年齢３区分別人口比率の推移 

12.5% 12.3% 12.0% 11.7% 11.5%

62.2% 61.9% 61.4% 61.2% 61.4%

25.2% 25.8% 26.6% 27.0% 27.1%

0%

20%

40%

60%

80%

平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

０～14歳 15～64歳 65歳以上

 
資料：住民基本台帳（各年４月１日現在） 

資料：住民基本台帳（各年４月１日現在） 
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日光市の人口ピラミッドをみると、男女共に 60～64 歳が最も多く、今後高齢期を迎える

層が多いことがうかがえます。 

また、平均寿命の違いなどから 65歳以上の高齢期で女性の割合が高くなる傾向にありま

す。 

 

■図表３ 人口ピラミッド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（平成 23 年４月１日現在） 

 

 

1,588
1,773

2,025
2,312
2,294
2,266

2,350
3,037
2,904
2,892

3,017
3,550

2,852
2,626

2,186
1,612

720
223

45
4

4,172

01,0002,0003,0004,0005,000

（人）

男性
1,427

1,674
1,981

2,240
2,146
2,126

2,295
2,660
2,660
2,770
2,856

3,329
4,050

3,146
3,076
3,030

2,531
1,658

749
232

29

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000

０～４歳　
５～９歳　

１０～１４歳
１５～１９歳
２０～２４歳
２５～２９歳
３０～３４歳
３５～３９歳
４０～４４歳
４５～４９歳
５０～５４歳
５５～５９歳
６０～６４歳
６５～６９歳
７０～７４歳
７５～７９歳
８０～８４歳
８５～８９歳
９０～９４歳
９５～９９歳

１００歳以上

（人）

女性
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（２）出生の状況 

日光市の出生率は、国・県に比べて大幅に低い値で推移しており、平成 22 年で 6.4‰と

なっています。 

また、合計特殊出生率※2は、平成 22 年で 1.20 となっています。国・県と比較すると、

年によって差があるものの、おおむね国の数値より高く、県の数値より低い値で推移して

いますが、近年減少傾向となっています。 

 

■図表４ 出生率の推移（国・県との比較） 

8.5 8.5

8.9 8.7 8.7 8.6 8.3

7.2
6.8 7.0

6.3 6.4

8.7 8.6 8.7

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

‰

国 栃木県 日光市

 

資料：栃木県保健統計年報 

 

■図表５ 合計特殊出生率の推移（国・県との比較） 

1.32

1.39

1.40 1.39
1.42 1.43

1.40

1.34
1.37

1.371.38

1.36
1.40

1.34

1.20

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

国 栃木県 日光市

 

※平成 22 年は市独自算出 

資料：栃木県保健統計年報 

                             
※2 合計特殊出生率：15 歳から 49 歳までの女性の年齢別出産率を合計したもので、１人の女性が仮にその年次の

年齢別出生率で一生の間に子どもを産むとした場合の平均の子どもの数です。 
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２．女性の参画の状況 

 日光市の審議会等の女性委員比率をみると、平成 23 年 10 月１日現在で 30.5％となってお

り、国の数値よりは下回っているものの、県や県平均の数値を上回っています。また、本市

において女性委員がいない審議会等は、11 審議会等となっており、徐々に解消されています。 

 本市職員の管理職における女性比率についてみると、平成 23年４月１日現在で 7.9％とな

っており、平成 18 年と比較すると増加傾向にあります。 

 

■図表６ 審議会等における女性委員比率の推移（国・県との比較） 

31.3

29.6

26.6
27.2

28.0
28.5

33.2
32.3 32.4

33.2
33.8

31.5

30.4
29.7 29.6

29.5

31.4
30.5

27.4

25.6

30.5
30.0

27.3

29.0

24

26

28

30

32

34

36

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

%

国 栃木県 日光市 栃木県平均

 
資料：地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況 

日光市：各年 10 月１日現在 

栃木県・栃木県平均：各年４月１日現在 

国の審議会等における女性委員の参画状況調べ 各年９月 30 日現在 

 

■図表７ 県・市職員の管理職における女性比率の推移（県との比較） 

2.4 3.0 3.3
2.2 2.6 2.4

11.8

8.2

11.2

7.9

6.3 8.2 8.07.6

7.0

8.2
8.5

8.0

0

5

10

15

20

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

%

栃木県 日光市 栃木県平均

 

資料：地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況（各年４月１日現在） 
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３．家庭生活・職業生活の状況 

（１）女性の労働力率※3 の状況 

平成 17 年国勢調査における女性の年齢別労働力率を国・県と比較すると、日光市では

85 歳以上を除くいずれの年齢区分においても国、県の数値を上回っています。 

 

■図表８ 女性の労働力率の比較 

78.4
74.3

68.8
72.1
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79.7
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45～
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50～
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55～
59歳

60～
64歳

65～
69歳

70～
74歳

75～
79歳

80～
84歳

85歳
以上

%

国

栃木県

日光市

 

資料：国勢調査（平成 17 年） 

 

                             
※3 女性の労働力率：人口（日本では 15 歳以上）に対する労働力人口の比率。労働力人口とは、就業者に完全失

業者を加えた人数で、15 歳以上で働いている人と働く意欲のある人がどれくらいいるかを示すものです。 
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0.7

1.0
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3.4
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8.5

3.6
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16.7
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28.1

20.0

2.6

4.1

2.2
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1.4

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【男性】

今回調査<日光市>
　　　　　　（n=418）

県調査<栃木県>
　　　　　（n=515）

【女性】

今回調査<日光市>
　　　　　　（n=532）

県調査<栃木県>
　　　　　（n=711）

【対象別】

市民（n=964）

農業・商工業（n=46）

（２）女性が働くことに対する意識 

平成 23 年１月に実施した「日光市男女共同参画に関するアンケート（以下「アンケート」

という。）」によると、女性が職業を持つことに対する市民の意識では、『就労継続』型の働

き方と『子どもができたらいったんやめて再就職』型の働き方を支持する割合が男女共に

高いものの、「女性は職業をもつことにこだわらなくてよい」との回答も高くなっています。

県と比較すると、『パートタイム切り替え』型を支持する割合が低くなっており、日光市で

はフルタイムでの就労を希望する割合が高いことがうかがえます。 

また、市民対象と農業・商工業対象を比較すると、農業・商工業対象では「女性は職業

をもつことにこだわらなくてよい」が最も高く、職業によって考え方に差があることがう

かがえます。 

 

■図表９ 女性が職業を持つことに対する意識 
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資料：日光市（平成 22 年度調査）、栃木県（平成 21 年度調査） 
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４．市民の男女共同参画に関する意識の状況 

（１）固定的な性別役割分担意識について 

「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」といった固定的な性別役割分担意識については、

男性では『賛成』（「賛成」と「どちらかといえば賛成」を合わせた割合）が、女性では『反

対』（「反対」と「どちらかといえば反対」を合わせた割合）が高くなっています。また、

日光市では、県に比べると『賛成』とする割合が低く、全国に比べると『賛成』とする割

合が高くなっています。 

 

■図表 10 「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」という考えについて 
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※全国調査には「無回答」がない 

資料：日光市（平成 22 年度調査）、栃木県（平成 21 年度調査）、内閣府（平成 20 年度調査） 
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全国調査<内閣府>
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（２）男女の地位の平等感 

男女の地位の平等感については、平成 18 年度に実施した前回調査と比較して、「学校教

育の場」と「政治の場」を除くすべての分野で『平等感』が高まっています。しかし、今

回調査においても、依然として「社会通念・慣習・しきたりのうえ」、「政治の場」、「社会

全体」で『男性優遇』が５割を超え、高くなっています。 

 

■図表 11 男女の地位の平等感（前回調査との比較） 
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【③自治会などの
　　　地域社会で】
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前回調査(n=725)

【④学校教育の場で】

今回調査(n=964)

前回調査(n=725)

【⑤政治の場で】

今回調査(n=964)

前回調査(n=725)

【⑥法律や社会保障、
税制などの法律のうえで】

今回調査(n=964)

前回調査(n=725)
【⑦社会通念・慣習・
　　しきたりのうえで】
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前回調査(n=725)
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今回調査(n=964)

前回調査(n=725)

資料：日光市（今回調査：平成 22 年度、前回調査：平成 18 年度） 
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５．男女共同参画プラン日光の成果と課題 

 

平成 20 年度～平成 23 年度を計画期間とする「男女共同参画プラン日光」の進捗状況につ

いて、目標値などを元に評価を行いました。 

 

基本目標Ⅰ 意識を変えよう 

○男女共同参画に関する市民アンケートの回収率については、平成 22 年度で 48.2％と目

標値の 46.0％を上回りました。 

○社会全体の中で「男女の地位が平等になっている」と思う人の割合については、平成 18

年度と比較すると若干増加していますが、固定的な性別役割分担意識は依然として解消

されていません。今後も引き続き、男女平等の意識と男女共同参画への理解を深めてい

く必要があります。 

○配偶者等からの暴力については、ドメスティック・バイオレンスという言葉を見たり聞

いたことがない割合は 29.7％となっています。平成 22 年３月に「日光市配偶者からの

暴力対策基本計画」を策定し、様々な施策に取り組んでいます。引き続き、配偶者等か

らの暴力の防止に向けて、一層取り組んでいく必要があります。 

○学校、家庭や地域における指導者の養成や出前講座を実施しています。女性教育指導者

研修の修了者数は増加しました。指導者数及び受講者数は減少しており、目標には至ら

ない状況です。そのため、引き続き指導者の養成に努めるとともに、今後はその方々に

活動の場を提供していく必要があります。 

 

基本目標Ⅰ 目標設定指標 
策定当初 

（H18） 

現状 

（H22） 

目標値 

（H23） 

施策施策施策施策のののの方向方向方向方向１１１１    

男女の個人とし

ての人権の尊重 

男女共同参画に関する市民アンケート

回収率（市民意識調査）*２ 
36.2% 48.2% 46.0% 

社会全体の中で「男女の地位が平等に

なっている」と思う人の割合 

（市民意識調査）*２ 

13.5% 16.2% 20.0% 

配偶者等からの暴力について、理解し

ていない人の割合（市民意識調査）*２ 
6.1%*１ 29.7%*１-1 0.0% 

施策施策施策施策のののの方向方向方向方向３３３３    

男女共同参画の

実現に向けた教

育・学習機会の

充実 

女性教育指導者研修の修了者数 121 人 133 人 150 人 

家庭教育指導者※4数 53 人 51 人 70 人 

ひかりの郷にっこう出前講座受講者数 4,661 人 4,057 人 6,000 人 

*１ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）という言葉をまったく知らないと回答した人の割合。 
*１-１ＤＶという言葉を聞いたことがあるという人の割合 70.3％を 100％から引いた数値。 
*２表中に市民意識調査とあるものは、平成 18 年及び平成 22 年に市が実施した「男女共同参画に関するアンケー

ト」から数値を把握しています。（以下同じ） 

                             
※4 家庭教育指導者：家庭教育のリーダーとして栃木県教育委員会主催の研修を受けた人で、家庭教育や子育て

について講座や相談活動を行うなど、地域に根ざした家庭教育支援を行います。 
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基本目標Ⅱ 環境をつくろう 

○子育てに関する施策については、放課後児童クラブの利用人数と育児相談件数について

は増加しています。今後も引き続き、仕事と子育ての両立を支援するための子育て施策

の充実を図る必要があります。 

○高齢者の生きがいづくりに関する施策については、杉並木大学校の受講者数やシルバー

人材センター会員数は減少しているものの、在宅介護オアシス支援施設数は増加してい

ます。今後も、高齢者の生きがいづくりのほかに、住み慣れた地域で安心して生活を続

けられるよう、高齢者のいる家庭を支援する施策を展開していく必要があります。 

○安全安心な地域づくりについては、ＮＰＯ法人数とクリーンパートナー数は増加してい

るものの、安全安心パトロール隊員数は減少しています。 

○農業分野の職場環境の整備については、農業家族経営協定※5 の締結数や女性の認定農業

者※6 数は増加しており、女性の参画は進んできています。今後も、さらに豊かで活力あ

る開かれた農業・農村の実現のため、女性の参画を支援していく必要があります。 

 

基本目標Ⅱ 目標設定指標 
策定当初 

（H18） 

現状 

（H22） 

目標値 

（H23） 

施策施策施策施策のののの方向方向方向方向４４４４    

男女が共に健や

かで安全安心な

暮らしづくり 

放課後児童クラブ設置校数 

放課後児童クラブ利用人数 

20 校 

1,391 人 

19 校 

1,413 人 

25 校 

2,300 人 

育児相談件数 395 件 546 件 450 件 

杉並木大学校（高齢者の生きがい 

づくり講座）受講者数 
95 人 76 人 100 人 

シルバー人材センター会員数 699 人 636 人 800 人 

在宅介護オアシス支援施設数 12 ヶ所 14 ヶ所 14 ヶ所 

ＮＰＯ法人数 33 法人 38 法人 45 法人 

安全安心パトロール隊員数 4,753 人 3,187 人 5,000 人 

クリーンパートナー登録数 18 団体 39 団体 25 団体 

施策施策施策施策のののの方向方向方向方向５５５５    

男女が共に働き

やすい職場環境

整備 

農業家族経営協定の締結数 96 戸 117 戸 150 戸 

女性の認定農業者数 8 人 15 人 14 人 

 

 

                             
※5 家族経営協定：家族農業経営にたずさわる各世帯員が、意欲とやりがいを持って経営に参画できる魅力的な

農業経営をめざし、経営方針や役割分担、家族みんなが働きやすい就業環境などについて、家族間で十分に

話し合って取り決める協定です。 
※6 認定農業者：魅力ある農業経営をめざす農業者が、自らの経営を改善するために作成した「農業経営改善計

画」を、市町村が認定した農業者です。経営規模拡大や生産方式の合理化、経営管理の合理化、従事態様の

改善をめざします。 
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基本目標Ⅲ 参画しよう 

○審議会・委員会等における女性委員の割合については、目標値の 35％にまだ達していま

せんが、平成 22 年現在で 30.0％となっています。女性委員のいない審議会・委員会等

については、徐々に解消されています。今後も引き続き、女性の人材育成を進め、政策・

方針・意思決定の場への男女共同参画を促進していく必要があります。 

○市民の市政運営への参画については、市民活動支援センターの登録団体数や自主防災組

織の増加により、活発化していることがうかがえます。今後は、その活動自体に男女共

同参画の視点を取り込んでいく必要があります。 

 

基本目標Ⅲ 目標設定指標 
策定当初 

（H18） 

現状 

（H22） 

目標値 

（H23） 

施策施策施策施策のののの方向方向方向方向６６６６    

政策・方針・意

思決定の場への

男女共同参画の

促進 

審議会・委員会等における女性委員

の割合（女性委員のいない審議会・委員

会等の数を０にすることを目標とする） 

25.6% 

（21） 

30.0% 

（18） 

35.0% 

（0） 

市民活動支援センター※7登録団体数 55 団体 95 団体 60 団体 

パブリックコメント意見数（１件あ

たりの意見数） 
2 件 1.7 件 10 件 

自主防災組織数 175 組織 207 組織 205 組織 

 

 

基本目標Ⅳ 推進しよう 

○職員研修の受講率については、増加しており、目標を達成しています。今後は、職員研

修の内容に男女共同参画の視点を取り込んでいく必要があります。 

○育児休業を取得した男性職員数については、５人と増加しているものの、目標まではほ

ど遠い状況です。そのため、男性の育児参加に対する意識改革と制度を利用しやすい職

場環境をつくり、市民のお手本になるよう努める必要があります。 

 

基本目標Ⅳ 目標設定指標 
策定当初 

（H18） 

現状 

（H22） 

目標値 

（H23） 

施策施策施策施策のののの方向方向方向方向８８８８    

行政の推進体制

の充実 

職員研修受講率 88.6% 92.6% 92.0% 

育児休業を取得した男性職員数 1 人 5 人 15 人 

 

                             
※7 市民活動支援センター：『市民が主役のまちづくり』を担うボランティアや市民活動団体の拠点施設として日

光市が設置しています。 

  主に、市民活動団体等の活動への助言・支援・市民活動のリーダー養成・ＮＰＯ設立支援 ・市民活動及びボ

ランティア団体の交流の推進等を行います。 
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第３章 計画の基本的な考え方 
 

１．基本理念 

 

このプランは、男女が、互いにその人権を尊重しつつ、喜びも責任も分かち合い、性別に

かかわりなく、それぞれが個性と能力を十分に発揮し、あらゆる分野に対等に参画できる男

女共同参画社会の実現を目的として、条例に規定する男女共同参画の推進に関する７つの基

本理念に基づき、男女共同参画に関する施策を実施するために策定します。 

 

（１）男女の人権の尊重 

男女が性別によって差別されることなく、その人権が尊重され、個人としての能力を発揮

できる機会が確保されることが必要です。また、男女の性別に起因した暴力が根絶されるこ

とが必要です。 
 

（２）社会における制度または慣行の見直しと意識改革 

男女が性別による固定的な役割分担にとらわれることなく、一人ひとりの生き方を自ら選

択できるように社会の制度や慣行を見直し、意識改革を進めていきます。 
 

（３）政策等の立案及び決定への共同参画 

男女が社会の対等な構成員として、市の政策やあらゆる分野における方針の立案及び決定

に共同して参画する機会を確保していきます。 
 

（４）家庭生活と他の活動の両立 

男女が家庭の重要性を認識し、子育て、介護その他の家庭生活における活動について、互

いに協力し合い、家庭生活と社会における活動との両立ができるよう配慮します。 
 

（５）男女の人権の尊重を基本とする教育の実施 

家庭、職場、学校、地域その他のあらゆる分野の教育を、男女の人権の尊重を基本として

行います。 
 

（６）男女の生涯にわたる健康の確保 

男女が互いの身体的特徴や性についての理解を深め、尊重し合うことにより、生涯にわた

り心身共に健康な生活を営めるようにします。 
 
（７）国際社会の動向を踏まえた協調ある取り組み 

男女共同参画の推進は、国際社会と密接な関係があることから、常に国際社会の動向を注

視し、協調ある取り組みを進めていきます。 
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２．めざす姿 

 

 日光市では、市民と行政のパートナーシップのもと、 

 

  

 

をめざす姿として掲げ、その実現に向けた取り組みを、総合的かつ計画的に推進していきま

す。 

 

３．基本目標 

 

このプランは、「一人ひとりが輝く男女共同参画社会」の構築をめざしています。このめざ

すべき男女共同参画社会の実現に向けて、市民・団体・事業者・行政が一体となって取り組

み、各分野における施策が推進できるよう、先に掲げた７つの基本理念を踏まえて、次の４

つの基本目標を掲げました。 

 

 

Ⅰ 意識をもとう 

 男女平等意識を高め、お互いを尊重し、一人ひとりが能力を発揮できるよう社会制度や慣

行を見直すとともに、すべての市民が男女平等意識を持つことができるよう、働きかけます。 

 

 

Ⅱ 環境をつくろう 

 男女が共に健やかに暮らすことができるとともに、仕事、家庭生活、地域生活等の活動に

バランスよく参画し、生涯を通じて充実した生活を送ることができる環境をつくります。 

 

 

Ⅲ 参画しよう 

 誰もが暮らしやすい社会をつくるため、男女が共に自立した個人として、あらゆる分野に

積極的に参画します。 

 

 

Ⅳ 推進しよう 

 男女共同参画の推進に係る国際的な動きと密接に連動するとともに、市民・団体・事業者・

行政が連携し、それぞれの立場で総合的・計画的に施策を推進します。 
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４．計画の体系 

 

めざす
姿

基本
目標

1 男女間のあらゆる暴力の根絶

2 人権尊重意識の高揚

3 社会制度・慣行の見直しと意識改革

4 広報・啓発活動の充実

5 家庭や地域社会における教育の充実

6 学校・幼稚園・保育園における教育の充実

7 ライフステージにあわせた健康づくりへの支援

8 援助を必要とする人への支援

9 安全・安心なまちづくり

10 子育て・介護サービスの充実

11 働きやすい職場環境の整備の促進

12 地域活動への参画促進

13 政策・方針決定の場への女性の参画促進

14 人材育成の支援

15 国際的な取り組みの情報収集・提供

16 国際交流・支援の推進

17 市の推進体制の充実

18 市民・地域・行政との連携

19 国や県・他自治体・関連機関との連携

Ⅳ
　
推
進
し
よ
う

7
国際的な取り組みとの協調と国際理解の推
進
【【【【基本理念基本理念基本理念基本理念⑦⑦⑦⑦】】】】

8 推進体制の充実

Ⅲ
　
参
画
し
よ
う

6

男女共同参画の実現に向けた教育・学習機
会の充実
【【【【基本理念基本理念基本理念基本理念⑤⑤⑤⑤】】】】

2
男女共同参画意識の醸成と多様な生き方の
選択
【【【【基本理念基本理念基本理念基本理念②②②②】】】】

5
仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）
の促進
【【【【基本理念基本理念基本理念基本理念④④④④】】】】

Ⅱ
　
環
境
を
つ
く
ろ
う

施策の方向 施策

一
人
ひ
と
り
が
輝
く
男
女
共
同
参
画
社
会
を
め
ざ
し
て

Ⅰ
　
意
識
を
も
と
う

1
男女の個人としての人権尊重
【【【【基本理念基本理念基本理念基本理念①①①①】】】】

政策・方針・意思決定の場への男女共同参
画の促進【【【【基本理念基本理念基本理念基本理念③③③③】】】】

4
生涯を通じた心身の健康な生活の実現
【【【【基本理念基本理念基本理念基本理念⑥⑥⑥⑥】】】】

3
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第４章 計画の内容 
 

Ⅰ 意識をもとう 

男女が、社会のあらゆる分野に主体的に参画していくためには、男女が共に互いの人権を

尊重し合い、市民一人ひとりの個性と能力が十分に発揮されるような生き方が尊重されなけ

ればなりません。 

特に配偶者等からの暴力は犯罪となる行為を含む重大な人権侵害であり、男女共同参画社

会を形成していく上で克服するべき重要な課題であり、その根絶に向けて努力を続けていく

ことが重要です。 

また、アンケートから、「男性は仕事、女性は家庭」といった性別による固定的な役割分担

意識が依然として残っており、「社会通念・慣習・しきたりのうえ」、「政治の場」、「社会全体」

などでは、女性に比べて男性の方が優遇されていると考える市民の割合が高くなっているこ

とがわかりました。このような意識は、長い時間をかけて形成されてきたものであり、時代

とともに意識が変わりつつありますが、すぐに改善されるものではありません。 

そのため、少しずつ社会慣行や制度が見直され、市民が男女共同参画に関する認識を深め、

少しでも市全体の意識が改善されるよう、引き続き、広報・啓発活動を行います。 

特に、男女共同参画に関する認識を深めるためには、教育が重要な位置を占めることから、

家庭、学校、地域、職場その他の社会のあらゆる場において、男女共同参画の実現に向けた

教育・学習機会の充実を図ります。 
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施策の方向１ 男女の個人としての人権尊重 

 

 現状と課題 

 

男女共同参画社会の基本となるのは人権の尊重です。だれもが生まれながらにして持って

いる人間としての権利は、どのような時でも尊重されなければなりません。 

また、女性と男性がより良い関係を築いていくためには、お互いの人権を尊重し合うこと

が必要です。 

しかし、配偶者等からの暴力（ＤＶ）やセクシュアル・ハラスメント※8等の人権を侵害す

る行為が男女共同参画社会の実現を大きく阻んでいる現状があります。 

特にＤＶは、家庭内で行われるため発見が困難であることや、社会の理解が不十分で個人

的な問題としてとらえられやすく、潜在化しやすい傾向にあります。 

また、ＤＶの被害者の多くは、女性となっていますが、近年では男性の被害者も少なから

ずおり、その対策が求められています。さらに、内閣府の調査では若い世代における交際相

手からの暴力（デートＤＶ※9）も問題になっています。 

このことにより、平成 19 年度に「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律

の一部を改正する法律（改正ＤＶ防止法）」が施行され、市町村における基本計画の策定が努

力義務化されるなど、対策の強化が求められています。 

上記の流れを踏まえ、本市においても、改正ＤＶ防止法に基づき、市民に最も身近な行政

機関として、平成 22年３月に「日光市配偶者からの暴力対策基本計画」を策定するとともに、

配偶者暴力相談支援センター※10を設置し、配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護や自

立支援のための施策を総合的に実施しています。 

今後も引き続き、人権尊重に基づく男女共同参画意識を確立するため、講座等を通じた啓

発活動や情報提供を進めるとともに、「日光市配偶者からの暴力対策基本計画」と連携しなが

ら、条例の理念のもと、ＤＶの根絶を総合的かつ一体的に推進していく必要があります。 

 

 

                             
※8 セクシュアル・ハラスメント：性的いやがらせのことをいいます。雇用の場においては、「相手の意に反した

性的な言動を行い、それに対する対応によって、仕事をする上で一定の不利益を与えたり、またはそれを繰

り返すことによって就業環境を著しく悪化させること」と考えられています。 
※9 デートＤＶ：恋人や交際相手などの親密な関係にある者（配偶者等を除く）の一方から他方に対してふるわ

れる身体的、精神的及び性的暴力のことです。 
※10 配偶者暴力相談支援センター：配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護を図るため、相談や相談機関の

紹介、カウンセリング、被害者及びその同伴家族の一時保護、被害者の自立生活促進・保護命令制度・保護

施設利用などの援助を行う機関です。 
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 具体的な取り組み 

 

１ 男女間のあらゆる暴力の根絶 

男女間のあらゆる暴力を根絶するため、「日光市配偶者からの暴力対策基本計画」に基づき、

暴力に関する一層の広報・啓発を図るとともに、関係機関との連携のもと、それぞれの状況

に応じ、被害者の立場に立ったきめ細やかで切れ目のない支援を行います。 

 

■事業内容 

事業１ 配偶者暴力相談支援センターの運営 

事業の内容 事業効果 担当課 

 被害者にとって最も身近な相談窓

口として、配偶者暴力相談支援セン

ターにおいてＤＶ相談に総合的かつ

円滑に対応します。 

 ＤＶ被害者の保護やあらゆる暴力

の根絶に向けた対策に総合的に取り

組むことができます。 

人権・ 

男女共同参画課 

 

事業２ ＤＶ防止講演会の開催 

事業の内容 事業効果 担当課 

 ＤＶ問題について正しい理解を促

すため、年１回講演会を開催します。 

 ＤＶ問題について正しい理解を促

すことで、暴力の根絶に向けた市民

の意識が向上します。 

人権・ 

男女共同参画課 

 

事業３ 「女性に対する暴力をなくす運動※11」の推進 

事業の内容 事業効果 担当課 

 毎年 11 月 12 日から 11 月 25 日に

行われている、女性に対する暴力の

問題に関する取り組みを一層強化す

ることを目的とした「女性に対する

暴力をなくす運動」についての啓発

記事を市広報に掲載します。 

 女性の人権の尊重のための意識啓

発や教育の充実を図ることで、暴力

の根絶に向けた市民の意識が向上し

ます。 

人権・ 

男女共同参画課 

 

■成果目標 

項目 現状値（H22） 目標値（H27） 

保護命令※12の決定率（年間） 67％ 100％ 

配偶者等からの暴力について理解していない人の割合

（市民意識調査） 
29.7％ 0％ 

                             
※11 女性に対する暴力をなくす運動：女性の人権の尊重のための意識啓発や教育の充実を図るために、国が平成

12 年度から実施しています。11 月 25 日（国連で採択された「女性に対する暴力撤廃国際日」）を最終日と

する２週間です。 
※12 保護命令：地方裁判所が被害者からの申立てにより、身体に対する暴力や生命等に対する脅迫を受ける恐れ

が大きい時、加害者に対し発する命令です。「接近禁止命令」と「退去命令」があり、加害者が保護命令に

違反すると、刑事罰（１年以下の懲役又は 100 万円以下の罰金）に処せられます。 
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２ 人権尊重意識の高揚 

誰もが性別にかかわりなく一人の人間として個人が尊重され、社会のあらゆる分野に参画

することができるよう、様々な機会を通じた啓発活動や情報の提供を行い、男女共同参画の

基本となる人権を尊重する意識をはぐくみます。 

 

■事業内容 

事業４ 人権相談事業 

事業の内容 事業効果 担当課 

 地域における心配ごと、困りごと

相談や福祉施設等における特設相談

など人権擁護委員による人権相談を

実施します。 

 様々な人権相談の内容に応じて必

要な情報の提供や助言を行います。

問題を抱える方の早期発見や適切な

対応を図ることができます。 

人権・ 

男女共同参画課 

 

事業５ 人権の啓発活動の実施 

事業の内容 事業効果 担当課 

 人権に関する講演会や人権教育研

修会などの各種啓発活動を行うとと

もに、児童生徒に人権について考え

させる授業を行います。また、学校

において人権だよりを発行します。 

 男女の人権意識が高まることによ

り、慣習や伝統に基づく固定的な性

別役割分担を是正するきっかけとな

ります。 

生涯学習課 

学校教育課 

 

事業６ 小中学生人権尊重啓発標語・ポスター募集事業 

事業の内容 事業効果 担当課 

 人権尊重の精神の涵養を目的とし

て、全小中学校を対象に人権尊重啓

発標語・ポスターを夏休みの課題と

して募集します。 

 標語やポスターの制作を通してあ

らゆる人権問題について考えること

で、児童生徒の人権意識が高まりま

す。 

生涯学習課 

学校教育課 

 

事業７ ひかりの郷にっこう出前講座 

事業の内容 事業効果 担当課 

 市民の要望に応じ、市及び関係機

関の職員が講師として出向き、気軽

に学びあうことができる学習機会を

提供します。 

 人権に関する講座を提供すること

で、市民の人権意識の向上につなが

り、市民自らが考え学ぶ学習機会が

創出されます。 

中央公民館 
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事業８ 男女共同参画フォーラムの開催 

事業の内容 事業効果 担当課 

 男女共同参画の意識を啓発するた

め、年１回講演会を開催します。 

 人権や男女共同参画に関する講演

等により、市民の人権意識の向上に

つながり、市民自らが学ぶ学習機会

が創出されます。 

人権・ 

男女共同参画課 

 

事業９ 男女共同参画セミナーの開催 

事業の内容 事業効果 担当課 

 男女共同参画の意識を啓発するた

め、セミナーを開催します。 

 地域が必要とするテーマで講演を

行うことで、人権意識の向上につな

がり、市民自らが考え学ぶ学習機会

が創出されます。 

人権・ 

男女共同参画課 

 

■成果目標 

項目 現状値（H22） 目標値（H27） 

地域における人権相談実施回数 79 回 90 回 
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施策の方向２ 男女共同参画意識の醸成と多様な生き方の選択 

 

 現状と課題 

 

男女が、社会のあらゆる分野に主体的に参画していくためには、その個性と能力を十分に

発揮できるよう、多様な生き方が尊重されなければなりません。 

国において男女共同参画社会基本法が制定されて 10 年が経過し、その間、日光市において

も条例を制定するなど、計画に基づき、様々な施策を推進しています。 

しかし、私たちの意識の中には、「男性は仕事、女性は家庭」等の固定的な性別役割分担意

識が気づかないうちに働き、男女の生き方を固定することにより、自由な発想や多様な人生

の選択を妨げる原因となっているものが少なくありません。 

平成 22 年度に実施したアンケートでは、「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」といった

固定的な性別役割分担意識については、県に比べると割合は低いものの根強く残っており、

また、「男女共同参画社会」や「男女共同参画社会基本法」という言葉の認知度は非常に低く

なっている状況です。 

日光市においては、男女共同参画フォーラム、男女共同参画セミナーの開催や広報紙「は

ーとふる日光」を発行するなど、男女共同参画に関する啓発を行ってきましたが、アンケー

トの結果を見ると、広報紙「はーとふる日光」の認知度は４割と比較的高いものの、それ以

外は２割に満たないものが多く、取り組み自体が浸透していないことがうかがえます。 

そのため、市民一人ひとりが固定的な性別役割分担意識にとらわれず、家庭、学校、地域

などのあらゆる場面において男女平等の視点を持つことができるよう、講演会や広報紙など

の様々な機会や広報媒体を通じた広報・啓発活動を進める必要があります。 
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 具体的な取り組み 

 

３ 社会制度・慣行の見直しと意識改革 

男女の生き方の選択や個性・能力を発揮する機会の妨げとなっている社会制度・慣行につ

いて見直しを進めるとともに、市民一人ひとりの意識改革を促進します。 

特に、講座等については、これまで参加の少なかった男性の参加者の増加を促し、性差の役割

分担を考えるきっかけとします。 

 

■事業内容 

事業 10 男女共同参画フォーラムの開催【再掲】 

事業の内容 事業効果 担当課 

 男女共同参画の意識を啓発するた

め、年１回講演会を開催します。 

 男女の人権意識が高まることによ

り、慣習や伝統に基づく固定的な性

別役割分担を是正するきっかけとな

ります。 

人権・ 

男女共同参画課 

 

事業 11 男女共同参画セミナーの開催【再掲】 

事業の内容 事業効果 担当課 

 男女共同参画の意識を啓発するた

め、セミナーを開催します。 

 地域が必要とするテーマで講演を

行うことで、男女の人権意識を高め、

慣習や伝統に基づく固定的な性別役

割分担意識を是正するきっかけとな

ります。 

人権・ 

男女共同参画課 

 

事業 12 広報紙「はーとふる日光」の発行 

事業の内容 事業効果 担当課 

 男女共同参画の理解と意識の啓発

のため、年２回広報紙を発行します。 

 全世帯に広報紙「はーとふる日光」

を配布することにより、広く市民の

男女の人権意識を高め、慣習や伝統

に基づく固定的な性別役割分担意識

を是正するきっかけとなります。 

人権・ 

男女共同参画課 

 

■成果目標 

項目 現状値（H22） 目標値（H27） 

男女共同参画フォーラムの男性の参加者の割合 27.1％ 40％ 

社会全体の中で「男女の地位が平等になっている」と 

思う人の割合（市民意識調査） 
16.2％ 30％ 
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４ 広報・啓発活動の充実 

男女共同参画に関する市民の理解を深めるとともに、市の男女共同参画に対する取り組み

の周知度をあげるため、様々な機会や広報媒体を通じて、広報・啓発活動を行います。 

 

■事業内容 

事業 13 広報紙「はーとふる日光」の発行【再掲】 

事業の内容 事業効果 担当課 

 男女共同参画の理解と意識の啓発

のため、年２回広報紙を発行します。 

 全世帯に配布される広報紙「はー

とふる日光」の発行は、男女共同参

画の視点に立った正しい情報が発信

されます。また、市民の男女共同参

画に対する理解が深まるとともに、

意識の向上につながります。 

人権・ 

男女共同参画課 

 

事業 14 市ホームページへの掲載 

事業の内容 事業効果 担当課 

 市ホームページに、男女共同参画

の理解と啓発のための記事を掲載し

ます。 

 市ホームページに男女共同参画の

記事を掲載することで、男女共同参

画の理念の周知が図れます。 

人権・ 

男女共同参画課 

 

■成果目標 

項目 現状値（H22） 目標値（H27） 

広報紙「はーとふる日光」の認知度（市民意識調査） 40.2％ 50％ 

男女共同参画に関する市民アンケート回収率 

（市民意識調査） 
48.2％ 50％ 
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施策の方向３ 男女共同参画の実現に向けた教育・学習機会の充実 

 

 現状と課題 

 

男女共同参画社会を実現するためには、市民一人ひとりが男女共同参画について正しく認

識することが重要です。男女平等意識をはぐくみ、男女が共に個性と能力を発揮するために

は、教育・学習の果たす役割は非常に重要であり、家庭、学校、地域、職場などあらゆる分

野において男女共同参画の視点に立った教育・学習機会の充実を図る必要があります。 

アンケートにおいても、日光市において男女共同参画を実現するために必要なこととして、

「学校で男女平等意識をそだてる教育をする」が５位回答となっており、保育園や幼稚園、

学校において、性別にとらわれず一人ひとりの個性と能力を大切にし、他人を思いやり、尊

重するというような人権意識や男女平等観に基づき、男女共同参画の視点に立った教育を進

めることが求められています。 

また、男女の地位の平等感については、家庭、地域、職場などに比べ、学校教育の場にお

ける平等感が最も高くなっています。学校ではぐくまれた男女平等意識が家庭、地域、職場

において生かされるためには、社会においても男女平等となっていなければなりません。 

そのため、女性も男性も一人ひとりの個性と能力を発揮し、社会の様々な分野に参画する

ことができるよう、生涯を通じて学習の機会が確保されることが重要です。 
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 具体的な取り組み 

 

５ 家庭や地域社会における教育の充実 

市民が生涯にわたって男女共同参画について学ぶことができ、社会のあらゆる分野に参画

することができるよう、多様な学習機会の提供を行います。 

また、男女平等意識をはぐくむうえで、乳幼児期からの家庭環境は大きな影響を持つこと

から、男女共同参画の視点に立った家庭教育に関する指導者の育成や講座等の充実に努め、

家庭における教育力の向上を支援します。 

 

■事業内容 

事業 15 家庭教育指導者を活用した講座の開催 

事業の内容 事業効果 担当課 

 家庭教育オピニオンリーダーや親

学習プログラムなど家庭教育に関す

る研修修了者が所属する団体が実施

する講座の開催を推進します。 

 地域社会における家庭教育推進の

中心的な役割を担い、家庭の教育力

の向上につながります。 
生涯学習課 

 

事業 16 家庭教育関係講座・講演会の開催 

事業の内容 事業効果 担当課 

 家庭における子どもの教育に必要

な知識や技術を学習する機会を、保

護者だけではなく家庭教育にかかわ

る多くの人に提供します。 

 家庭における男女共同参画を実践

でき、子どものころから、男女共同

参画意識をはぐくむことにつながり

ます。 

生涯学習課 

 

事業 17 ひかりの郷にっこう出前講座【再掲】 

事業の内容 事業効果 担当課 

 市民の要望に応じ、市及び関係機

関の職員が講師として出向き、気軽

に学びあうことができる学習機会を

提供します。 

 興味のある分野を気軽に学ぶこと

ができる機会を提供することで、社

会のあらゆる分野に参画するきっか

けづくりとします。 

中央公民館 

 

事業 18 男女共同参画フォーラムの開催【再掲】 

事業の内容 事業効果 担当課 

 男女共同参画の意識を啓発するた

め、年１回講演会を開催します。 

 市民の男女共同参画意識の向上に

つながります。また、市民自らが考

え学ぶ学習機会を創出できます。 

人権・ 

男女共同参画課 
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事業 19 男女共同参画セミナーの開催【再掲】 

事業の内容 事業効果 担当課 

 男女共同参画の意識を啓発するた

め、セミナーを開催します。 

 市民自らが考え学ぶ学習機会を創

出できます。また、地域のニーズに

あったセミナーを開催することで、

市民の積極的な参加につながりま

す。 

人権・ 

男女共同参画課 

 

事業 20 広報紙「はーとふる日光」の発行【再掲】 

事業の内容 事業効果 担当課 

 男女共同参画の理解と意識の啓発

のため、年２回広報紙を発行します。 

 全世帯に広報紙「はーとふる日光」

を配布することにより、市民の男女

共同参画意識の向上につながり、市

民自らが考え学ぶ学習機会が創出さ

れます。 

人権・ 

男女共同参画課 

 

事業 21 市ホームページへの掲載【再掲】 

事業の内容 事業効果 担当課 

 市ホームページに、男女共同参画

の理解と啓発のための記事を掲載し

ます。 

 市のホームページに記事を掲載す

ることで、市民の男女共同参画意識

の向上につながります。 

人権・ 

男女共同参画課 

 

■成果目標 

項目 現状値（H22） 目標値（H27） 

家庭教育指導者数（累計） 51 人 55 人 
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６ 学校・幼稚園・保育園における教育の充実 

学校教育において、発達段階を踏まえ、人権尊重を基盤とした男女共同参画に関する教育

を行うとともに、教職員等についても、男女共同参画に関する教育を推進するため、研修会

等への参加を促進します。 

 

■事業内容 

事業 22 保育、幼児教育、学校教育の現場における人権教育の推進 

事業の内容 事業効果 担当課 

 幼保小連携推進協議会等の場にお

いて、保育士、幼稚園教諭、教職員

に対する男女共同参画の視点を含め

た人権教育に関する研修を実施しま

す。 

 保育、幼児教育の現場を通し、幼

児期において男女共同参画意識の定

着が図れるとともに、男女の人権に

配慮した一人ひとりの個性を伸ばす

教育が推進できます。 

学校教育課 

子育て支援課 

 

事業 23 学校教育における性教育事業 

事業の内容 事業効果 担当課 

 各学校が保健・体育や学級活動の

時間を中心に性に関する指導を実施

します。 

 児童生徒が性に関して正しく理解

ができるとともに、自分と相手を大

切にする生き方を学ぶことができま

す。 

学校教育課 

 

事業 24 児童、生徒への人権教育の推進 

事業の内容 事業効果 担当課 

 教科学習や特別活動などの学校教

育全体を通じて、児童や生徒が男女

の固定的イメージや役割分担意識を

持つことがないよう、男女共同参画

を推進する教育を行います。 

 男女平等の理念を児童生徒に周知

でき、個性を生かす学校教育の向上

につながります。 学校教育課 

 

■成果目標 

項目 現状値（H22） 目標値（H27） 

人権教育に関する研修会への教職員新規参加者の割合 27.5％ 70％ 

 



 

34 

Ⅱ 環境をつくろう 

男女が共に社会のあらゆる分野に参画していくためには、仕事、家庭生活、地域生活等

の活動にバランスよく参画できる環境づくりが重要です。 

急激な少子化により、わが国の人口は減少傾向にあることから、男女が共に、仕事と家

事・育児・介護などの家庭生活及び社会活動などの調和、いわゆるワーク・ライフ・バラ

ンスを図ることで、生涯を通じて充実した生活を送れるようにするための取り組みが重要

とされています。 

このワーク・ライフ・バランスとは、「仕事」と、子育てや介護、家庭生活、地域活動等

の「仕事以外の生活」との調和がとれている状態を指します。「仕事と生活の調和（ワーク・

ライフ・バランス）憲章」では、めざすべき社会の姿として「国民一人ひとりがやりがい

や充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活などにおい

ても、子育て期、中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現でき

る社会」を掲げ、日本全体でめざしていくという大きな方向性が示されています。 

このことから、一人ひとりが理想の生活に近づけるよう、社会全体で取り組むことの必

要性や、ワーク・ライフ・バランスの重要性を広く周知し、啓発を進めます。 

また、男女が互いの性について理解し、尊重し合いながら健康に生きていくことは、男

女共同参画を推進するための前提となるものです。そのため、ライフステージに応じて性

に関する正しい知識を身につけられるよう教育・啓発に努めるとともに、生涯を通じて健

康に暮らすことができるよう健康づくりへの支援を進めます。 
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施策の方向４ 生涯を通じた心身の健康な生活の実現 

 

 現状と課題 

 

男女共同参画社会の形成にあたっては、男女が互いの性を十分に理解し合い、人権を尊重

しつつ、相手に対する思いやりを持つことが前提であり、生涯を通じた健康の維持が不可欠

です。そのため、心身の健康について正確な知識と情報を入手し、男女が共に生涯を通じて

健康な生活を実現できるよう、健康の保持増進に取り組んでいく必要があります。 

特に女性は、妊娠や出産等、生涯を通じて男性とは異なる身体上の問題に直面することが

あることから、こうした問題について互いに十分理解することが必要です。 

こうした状況を踏まえて、男女が互いに心身の健康について、正しい知識を身に付け、主

体的に行動して、自分の健康を管理することができるよう、健康づくり事業に取り組む必要

があります。 

また、高齢者や障がい者、ひとり親家庭等の中には、様々な困難を抱える人々が増加して

おり、それぞれの能力を発揮した社会参画を進めるためには、様々な支援が必要です。 

高齢者は、経済的基盤が脆弱であることに加え、社会的なつながりの希薄化等により、地

域や社会から孤立した暮らしになりがちであり、社会参画が難しい状況です。 

障がい者やひとり親家庭については、生活の場の確保や安定した収入の確保など自立した

生活に向けて、様々な困難に直面している状況です。 

そのため、高齢者や障がい者、ひとり親家庭等の様々な困難を抱える人々が生涯を通じて

充実した生活を送ることができるよう、地域全体で支え合う環境づくりが必要です。 

さらに、市民一人ひとりを市民全体で守るという共通認識を持ち、だれもが安全・安心な

生活が送れるよう、地域ぐるみで防災・防犯活動に取り組むとともに、健康へ影響を及ぼす

環境の安全にも男女双方の視点から取り組む必要があります。 
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 具体的な取り組み 

 

７ ライフステージにあわせた健康づくりへの支援 

男女が生涯を通し、的確に自己管理ができるよう支援します。 

また、健康の保持増進に向けた健康指導やスポーツを通じた健康づくりや地域活動への参

画が図れるよう講座等を開催し、ライフステージにあわせた総合的な支援を行います。 

 

■事業内容 

事業 25 プレママ※13教室 

事業の内容 事業効果 担当課 

 妊婦やその家族を対象に、妊娠期

から授乳期、乳児期の生活及び食事

について、必要な知識を身に付けて

もらい、健康維持のための生活習慣

の基礎を作るとともに、また、妊婦

同士の仲間づくりの場を提供しま

す。 

 妊娠・出産・育児を夫婦や家族と

一緒に学ぶことができ、男女が共に

協力して行う育児についての啓発が

図られます。 健康課 

 

事業 26 女性のためのハッピーライフ講座の実施 

事業の内容 事業効果 担当課 

 市内在住の 20～30 歳代の女性を

対象に、『美しく健康なカラダ』を作

るための運動の方法や栄養づくりに

ついて学べる講座を開催します。 

 女性の健康づくりにつながり、自

らのライフスタイルを見直すきっか

けとなります。 
健康課 

 

事業 27 からだ改善教室の実施 

事業の内容 事業効果 担当課 

 市内在住の 20～30 歳代の男性を

対象に、筋力トレーニングの方法に

ついて学べる講座を開催します。 

 市民の健康づくりにつながり、自

らのライフスタイルを見直すきっか

けとなります。 

健康課 

 

                             
※13 プレママ：プレ（pre）とは、「以前の」という意味で、ママになる以前＝妊娠中の女性を指します。 
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事業 28 企業向け健康教育の実施 

事業の内容 事業効果 担当課 

 企業に所属している働き盛りの世

代を対象に、生活習慣の正しい知識

を普及し、自身の生活習慣を振り返

ることにより、生活習慣病の予防を

図ります。 

 働き盛りの世代の健康づくりにつ

ながり、自らのライフスタイルを見

直すきっかけとなります。 健康課 

 

事業 29 ニュースポーツフェスティバルの開催 

事業の内容 事業効果 担当課 

 生涯にわたりスポーツに親しめる

よう、気軽に取り組めるニュースポ

ーツの体験を通し、市民の世代間交

流と健康の維持増進、生涯スポーツ

の普及に努めます。 

 スポーツを通じて、幅広い世代の

健康増進につながります。 

スポーツ振興課 

 

事業 30 女性サポートセンター講座 

事業の内容 事業効果 担当課 

 働く女性等の余暇の有効活用及

び、福祉と健康の増進を図るため、

各種講座を開設します。 

 働く女性を中心とした女性の健康

づくりにつながります。 
人権・ 

男女共同参画課 

 

事業 31 各種公民館事業の充実 

事業の内容 事業効果 担当課 

 子どもからお年寄りまですべての

市民を対象とした生きがいづくりや

健康づくりに関する講座を開催しま

す。 

 男女が共に健康的に暮らすための

基礎的な知識習得につながり、自ら

のライフスタイルを見直すきっかけ

となります。 

各公民館 

 

事業 32 杉並木大学校の開催 

事業の内容 事業効果 担当課 

 生きがいのある豊かな老後の創造

のため、高齢者に学習の場を提供し

ます。 

 高齢者の生きがいづくりにつなが

るとともに、地域において、男女双

方の能力と視点を生かした地域づく

りが促進でき、男女が共に活躍する

場が広がります。 

中央公民館 
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■成果目標 

項目 現状値（H22） 目標値（H27） 

プレママ教室の男性参加者数（延べ） 35 人 50 人 

杉並木大学校の受講者数 76 人 120 人 
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８ 援助を必要とする人への支援 

高齢者、障がい者やひとり親など、様々な困難を抱える人々が地域で安心し、自立した生

活が送れるよう支援を行います。 

 

■事業内容 

事業 33 在宅介護オアシス支援事業 

事業の内容 事業効果 担当課 

 乳幼児及び児童に対する保育並び

に障がい者及び高齢者に対する日常

的な集いの場を提供し、子育ての支

援並びに障がい者及び高齢者の孤独

感の解消、生きがいの増進等を図る

ことで、在宅介護を支援します。 

 高齢者や障がい者等を介護してい

る家庭や子育て中の家庭の身体的、

精神的負担の軽減につながります。 
高齢福祉課 

 

事業 34 地域包括支援センター※14事業包括的支援、介護予防事業 

事業の内容 事業効果 担当課 

 介護や福祉に関する様々な困りご

とを電話や来所、また訪問により相

談を受け、保健師と主任ケアマネジ

ャー、社会福祉士などの専門職が連

携しながら高齢者やその家族の方た

ちの生活を支援します。 

 また、高齢者が、介護を受けるこ

となく元気に過ごせるよう、運動教

室や閉じこもり予防教室などの事業

を行います。 

 地域の高齢者が、住み慣れた地域

で安心してその人らしい生活を継続

していくことができます。また、運

動や閉じこもり予防教室に参加する

ことにより、要介護状態等にならな

いように生活機能の低下を予防し、

高齢者同士の交流を図ることができ

ます。 

高齢福祉課 

地域包括支援 

センター 

 

事業 35 障がい者相談支援事業 

事業の内容 事業効果 担当課 

 障がいのある人の地域における生

活を支援するため、障がい者相談支

援センターの相談専門員が窓口とな

り、各種福祉制度の紹介や障がい福

祉サービスの利用の調整などを行い

ます。 

 障がいのある人やその家族からの

様々な相談に応じ、総合的な観点か

ら適切な支援を行うことで、障がい

があっても安心して暮らせる環境を

整えることができます。 

生活福祉課 

 

                             
※14 地域包括支援センター：地域住民の心身の健康保持と生活安定のために必要な援助を行い、保健医療の向

上・福祉の増進を包括的に支援することを目的とする施設です。 
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事業 36 ひとり親家庭への相談・自立支援の充実 

事業の内容 事業効果 担当課 

 ひとり親に対し、様々な相談を受

けるとともに、就労をはじめ自立に

向けての支援を行います。 

 ひとり親家庭の生活を安定させる

とともに、自立につなげることがで

きます。 

人権・ 

男女共同参画課 

 

■成果目標 

項目 現状値（H22） 目標値（H27） 

在宅介護オアシス支援施設利用者数（延べ） 19,815 人 23,000 人 
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９ 安全・安心なまちづくり 

市民一人ひとりを市民全体で守るという共通認識を持ち、だれもが安全・安心な生活が送

れるよう、地域ぐるみで防災・防犯活動に取り組むとともに、健康へ影響を及ぼす環境の安

全にも男女双方の視点から取り組みます。 

 

■事業内容 

事業 37 自主防災組織事業 

事業の内容 事業効果 担当課 

 災害等から地域社会を守ることを

目的として自治会等を構成する住民

が、自発的に結成し防災活動を実施

します。 

 男女が共に協力して地域防災活動

を展開することにより、地域全体の

防災のまちづくりに寄与します。 
総務課 

 

事業 38 環境学習会の実施 

事業の内容 事業効果 担当課 

 市民を対象として、自然保護、ご

み減量、地球温暖化や自然体験活動

など、環境に関する学習会を実施し

ます。 

 環境問題への関心を高めるととも

に、家庭や地域などの身近な場にお

いて、男女が共に環境活動に取り組

むことができます。 

環境課 

 

事業 39 ひかりの郷にっこう出前講座【再掲】 

事業の内容 事業効果 担当課 

 市民の要望に応じ、市及び関係機

関の職員が講師として出向き、気軽

に学びあうことができる学習機会を

提供します。 

 防災や救急救命などの講座を提供

することで、安全・安心に暮らすた

め市民自らが考え学ぶ学習機会が創

出されます。 

中央公民館 

 

■成果目標 

項目 現状値（H22） 目標値（H27） 

自主防災組織結成自治会数 207 自治会 225 自治会 

環境学習会等の開催回数 13 回 41 回 
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施策の方向５ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の促進 

 

 現状と課題 

 

男女が共に、多様な生き方が尊重され、その個性と能力を発揮して社会のあらゆる分野に

対等に参画し、また、充実した生活を送るためには、ワーク・ライフ・バランスを実現し、

仕事と仕事以外の生活のそれぞれの場面で責任と喜びの双方を分かち合うことが不可欠です。 

仕事を中心にしている人、家事・育児や地域活動を中心にしている人など様々ですが、ワ

ーク・ライフ・バランスとは、性別や年齢にかかわらず、一人ひとりが子育て期、中高年期

といった人生の様々な段階に応じて、希望する「自分らしい」多様な生き方が選択・実現で

きることを指します。ワーク・ライフ・バランスの実現は、個人にとって、仕事により生活

の基盤を確保しつつ、家族や友人との充実した時間や、自己啓発・地域活動への参加の時間

を持つことができるなど、豊かな生活を可能にします。また、子育てや介護など、個人の状

況に応じた、多様で柔軟な働き方が選択できるようになります。 

さらに、企業にとっては、優秀な人材の確保と定着、従業員のモチベーションアップと心

身の健康保持、これらによる生産性の向上や、イメージアップというメリットが生まれ、さ

らに相乗効果として、家族で過ごす時間の充実や地域活動の活性化等、社会全体の好循環に

つながります。 

しかし、アンケートでは、男女共に「『仕事』と『家庭生活』と『地域活動・個人の活動』

をともに優先」する生活を理想とする割合が最も高くなっているものの、現実では男性は仕

事、女性は仕事と家庭生活を優先している結果となっており、理想の生活を送れていない状

況となっています。 

また、事業者対象調査をみると、ワーク・ライフ・バランスを進めるための制度の導入状

況については事業所によって差があり、また、制度がある事業所でもあまり利用がされてい

ないという状況となっており、仕事と家庭の両立のためには、「保育園等、社会のサポート体

制の充実」が最も求められています。 

男女共同参画社会の構築に向け、行政だけなく、市民、地域活動団体等様々な主体が連携

し、ワーク・ライフ・バランスの観点から、男女の働き方、家庭・地域とのかかわり方を見

直し、自らが多様な生き方を選択できるよう、家庭、地域、職場等様々な環境を整備する必

要があります。 
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 具体的な取り組み 

 

10 子育て・介護サービスの充実 

男女が共に、子育てや介護を担うことができるよう、多様なニーズに応じた子育て・介護

サービスを提供します。 

また、誰もが安心して子育て・介護をしながら、仕事や地域活動に参画することができる

よう、社会全体で子育て・介護を支援する取り組みを促進します。 

 

■事業内容 

事業 40 乳幼児健康相談 

事業の内容 事業効果 担当課 

 身体計測、栄養指導、保健指導、

運動発達相談、育児相談等を行いま

す。 

 乳幼児の健全な発達と健康づくり

につながるとともに、子育て家庭の

育児不安等の解消につながります。 

健康課 

 

事業 41 保育サービスの充実 

事業の内容 事業効果 担当課 

 多様な子育てニーズに対応するた

め、病児・病後児保育、休日保育、

延長保育、障がい児保育などの様々

な保育サービスを提供します。 

 多様化する家庭のニーズに応じた

子育て環境の整備につながるととも

に、子育て世帯の就労支援につなが

ります。 

子育て支援課 

 

事業 42 ファミリーサポートセンター※15推進事業 

事業の内容 事業効果 担当課 

 病児・病後児の預かりや緊急時の

預かりなど、地域の相互援助による、

ファミリーサポート事業を充実しま

す。 

 会員相互による子育て支援体制が

整備でき、子育てと仕事の両立が図

れる環境の整備につながります。 
子育て支援課 

 

事業 43 地域子育て支援センターの充実 

事業の内容 事業効果 担当課 

 在宅で子育てをする保護者に対す

る育児不安の相談指導、子育てサー

クルへの支援など、地域子育て支援

センター事業を充実します。 

 子育てに対する家庭内の理解が促

進され、男女が共に参加する子育て

体制の促進につながります。 
子育て支援課 

 

                             
※15 ファミリーサポートセンター：地域において、病児・病後児の預かりや緊急時の預かりなど、援助を行いた

い人と受けたい人が会員となって相互に支え合う事業です。 
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事業 44 放課後児童対策推進事業 

事業の内容 事業効果 担当課 

 児童が放課後を安心して過ごすこ

とのできる場を確保するため、放課

後児童クラブや放課後子ども教室な

どの施策と連携しながら総合的な放

課後児童対策を推進します。 

 就業継続や再就職の支援となると

ともに、多様な働き方を可能とする

子育て環境の整備につながります。 子育て支援課 

 

事業 45 日光市ホームヘルパー２級養成講座開催 

事業の内容 事業効果 担当課 

 ホームヘルパー２級の養成講座を

市が主催します。 

 地域にホームヘルパーが増えるこ

とで、介護者の負担軽減につながり

ます。 

高齢福祉課 

 

事業 46 介護サービスの充実 

事業の内容 事業効果 担当課 

 在宅福祉サービスや居宅サービ

ス、施設サービスなど、様々な介護

サービスを実施し、高齢者の生活の

質の向上を図ります。 

 介護サービスを充実することで、

介護者の負担軽減につながります。 
介護保険課 

 

■成果目標 

項目 現状値（H22） 目標値（H27） 

放課後児童クラブ等未設置数 3 校 0 校 

ホームヘルパー２級養成講座受講者の男性の割合 16.7％ 25％ 
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11 働きやすい職場環境の整備の促進 

男女が共に働きやすく、能力を発揮できる職場づくりのため、休暇制度や短時間勤務など、

ライフスタイルに応じた多様な働き方に向けた支援を行います。 

また、ワーク・ライフ・バランスの必要性やその効果について、積極的に情報提供・啓発

を行います。 

さらに、家族経営的な商工業・農林水産業に携わる男女が経営における対等なパートナー

として家族関係を築き、各分野において男女双方が活躍することができるよう、支援を行い

ます。 

 

■事業内容 

事業 47 男女共同参画推進事業者等の表彰 

事業の内容 事業効果 担当課 

 日光市男女共同参画推進条例に基

づき、男女共同参画を推進している

事業者等を表彰します。 

 男女共同参画を推進している事業

者等を表彰することで、周りの事業

者等にも男女共同参画の推進を促し

ます。 

人権・ 

男女共同参画課 

 

事業 48 ワーク・ライフ・バランスセミナーの開催 

事業の内容 事業効果 担当課 

 事業主や労働者、一般市民に対し、

ワーク・ライフ・バランスの重要性

を周知するため、意識啓発のセミナ

ーを開催します。 

 男女が共に家庭と仕事の両立を図

ることができ、家庭と労働環境が改

善されます。 

人権・ 

男女共同参画課 

 

事業 49 ワーク・ライフ・バランス啓発パンフレットの作成 

事業の内容 事業効果 担当課 

 ワーク・ライフ・バランスの啓発

パンフレットを作成し、配布します。 

 男女が共に家庭と仕事の両立を図

ることができ、家庭と労働環境が改

善されます。 

人権・ 

男女共同参画課 

 

事業 50 日光市農業農村男女共同参画推進事業 

事業の内容 事業効果 担当課 

 日光市農業農村男女共同参画推進

ビジョンを推進することを目的とし

て、日光市農業農村男女共同参画推

進委員会を開催します。 

 家族経営協定を締結することで家

庭内の就労環境が改善されるととも

に、農業分野における担い手として

女性の活躍の場が促進されます。 

農林課 
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事業 51 日光市農業農村男女共同参画推進事業講演会 

事業の内容 事業効果 担当課 

 農業農村の男女共同参画社会形成

のための理解促進と意識の高揚を図

ることを目的に講演会を開催しま

す。 

 農業に携わる市民の男女共同参画

に関する意識を高め、農業の分野で

の男女双方の活躍の場の拡大につな

がります。 

農林課 

 

事業 52 事業所等への男女共同参画に関する情報提供及び啓発 

事業の内容 事業効果 担当課 

 国及び県における労働に関する施

策を示した冊子やパンフレット、ポ

スターなどを掲示したり配布するこ

とで、男女共同参画に関する普及啓

発を図ります。 

 性別に関係なく男女が共に能力を

発揮できる職場環境の整備につなが

ります。 商工課 

 

事業 53 日光市若年者雇用創出奨励金の周知啓発 

事業の内容 事業効果 担当課 

 国が実施する「３年以内既卒者ト

ライアル雇用奨励金事業」を利用し、

市内在住の 40歳未満の若年者を、３

ヶ月間トライアル雇用し、その後に

正規雇用した市内事業者に対して奨

励金を交付します。 

 トライアル雇用※16の普及により、

若い男女の能力の活用や社会進出の

機会が増えます。 
商工課 

 

事業 54 日光市特定事業主行動計画※17の推進 

事業の内容 事業効果 担当課 

 職員における『仕事と生活の調和

（ワーク・ライフ・バランス）』と『仕

事と子育ての両立』をめざして、日

光市特定事業主行動計画を推進しま

す。 

 市職員の意識改革につながりま

す。また、市民や市内事業所のモデ

ルとなることができます。 総務課 

 

                             
※16 トライアル雇用：業務を行うための適性や能力などを見極め、その後の常用雇用への移行や雇用のきっかけ

とするため、職業経験、技能、知識等により、就職が困難な求職者を試行的に短期間雇用（原則３ヶ月）す

ることです。 
※17 日光市特定事業主行動計画：次世代育成支援対策推進法に基づき、国や地方公共団体が、職員を雇用する事

業主の立場から、職員の仕事と家庭の両立に関して講じる措置の内容を記載した計画で、策定が義務付けら

れています。 
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■成果目標 

項目 現状値（H22） 目標値（H27） 

男女共同参画推進事業者等の表彰数（累計） 4 事業所 14 事業所 

家族経営協定の締結数（累計） 117 戸 123 戸 

女性の認定農業者数（累計） 15 人 19 人 

市男性職員の育児参加休暇取得率 44.5％ 70％ 
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12 地域活動への参画促進 

男女が共に地域とのつながりの中で心豊かな生活を送ることができるよう、地域活動に積

極的に参画できる環境づくりを進めます。 

 

■事業内容 

事業 55 市民活動支援センターの充実 

事業の内容 事業効果 担当課 

 市民活動団体等の活動への助言・

支援・市民活動のリーダー養成・Ｎ

ＰＯ設立支援 ・市民活動及びボラン

ティア団体の交流の推進等を行いま

す。 

 地域において、男女双方の能力と

視点を生かした地域づくりが促進で

き、男女が共に活躍する場が広がり

ます。 

生活安全課 

 

事業 56 シルバー人材センター事業 

事業の内容 事業効果 担当課 

 知識、経験、技能を活かした職業

の場を提供するとともに、各種研修

会を実施します。 

 高齢者の生きがいづくりと生活の

糧となります。また、介護保険の要

支援者数の増加の抑制につながりま

す。 

高齢福祉課 

（シルバー人材

センター） 

 

事業 57 女性防火クラブ員地域防災活動事業 

事業の内容 事業効果 担当課 

 各地域に点在する防火クラブ員が

中心になり、地域防災に関する事業

を展開します。 

 防災の知識及び技能を効率的、効

果的に地域の中に定着させること

で、実践的な災害対応力の強化を図

り、災害に強いまちづくりに寄与し

ます。 

消防本部予防課 

 

事業 58 地域づくり市民講座 

事業の内容 事業効果 担当課 

 わがまち「日光市」を愛し、地域

の様々な課題への関心を持ち、より

良い生活をめざして地域課題の解決

に取り組もうとする意欲を高め、そ

の解決に必要な地域参画力の技術や

知識を学びます。 

 地域において、男女双方の能力と

視点を生かした地域づくりが促進で

き、男女が共に活躍する場が広がり

ます。 
中央公民館 
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事業 59 各種公民館事業の充実【再掲】 

事業の内容 事業効果 担当課 

 子どもからお年寄りまですべての

市民を対象とした生きがいづくりや

健康づくりに関する講座を開催しま

す。 

 生涯学習活動やまちづくりの場へ

の参加を促すことにより、地域活動

の活性化につながることが期待でき

ます。 

各公民館 

 

事業 60 男女共同参画セミナーの開催【再掲】 

事業の内容 事業効果 担当課 

 男女共同参画の意識を啓発するた

め、セミナーを開催します。 

 地域活動において、女性の能力を

活用できるとともに地域活動の活性

化につながります。 

人権・ 

男女共同参画課 

 

■成果目標 

項目 現状値（H22） 目標値（H27） 

市民活動支援センター登録団体数（累計） 95 団体 120 団体 

ＮＰＯ法人数（累計） 38 法人 45 法人 

シルバー人材センター就業者数（延べ） 72,738 人 73,000 人 
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Ⅲ 参画しよう 

男女共同参画社会の実現には、男女が社会のあらゆる分野に対等に参画し、その責任を

分かち合うことが求められています。 

女性自身のエンパワーメントを図り、政策・方針・意思決定過程への女性の積極的な参

画を促進するとともに、身近な地域活動の場に男女共同参画の視点を取り入れ、男女が共

に活躍できる環境づくりが望まれています。 

しかし、現状では、性別による固定的役割分担意識などにより、政策・方針・意思決定

の場への女性の参画が少なくなっており、意識改革や人材育成等を実施し、女性の参画を

促進していくことが求められています。 

政策・方針・意思決定の場への男女双方の参画を目標とし、積極的に人材育成を図る事

で、審議会・委員会等における女性の参画の割合を増やすことをめざします。 
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施策の方向６ 政策・方針・意思決定の場への男女共同参画の促進 

 

 現状と課題 

 

私たちの生活に関する物事の方針を決める場面で、様々な立場の人が意思を表明できるこ

とは、誰もが暮らしやすい社会をつくることにつながります。政策・方針・意思決定の場へ

の男女共同参画を進めることにより、より多くの人々の多様なニーズを反映した政策・方針

を作り出すことが可能となります。 

しかしながら、政治や行政などの公的分野や民間企業・各種団体などの分野においても政

策・方針・意思決定の場への女性の参画は少なく、女性の視点が様々な決定に十分に反映で

きているとはいえない状況です。 

日光市においても、前期プランにおいて「審議会・委員会等における女性委員の割合」を

35％以上にすることを目標として取り組んできましたが、平成 23 年 10 月１日現在で 30.5％

と、徐々に解消されてきていますが、目標達成には至っていない状況です。 

そのため、今後も引き続き、審議会等における女性の比率を高めるとともに、女性のいな

い審議会・委員会等の解消に向けて、全庁的に取り組んでいく必要があります。 

しかし、政策・方針・意思決定の場においては、女性が参加するだけでなく、積極的に参

画していくことが重要となります。 

そのため、女性自身の意欲を向上し、能力を政策決定等に生かせるよう、学習機会の提供

を行うとともに、女性の人材育成に努める必要があります。 
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 具体的な取り組み 

 

13 政策・方針決定の場への女性の参画促進 

市の政策・方針決定に多様な視点を取り入れ、男女が共に暮らしやすい市としていくため、

審議会・委員会等の委員への女性の参画を促進します。 

 

■事業内容 

事業 61 各種審議会及び委員会などにおける女性委員の登用率調査 

事業の内容 事業効果 担当課 

 市の審議会などにおける女性委員

の比率を平成 27 年度までに、40％に

することを目標に、毎年度 10月１日

を基準日として調査、公表します。 

 各種審議会や委員会に女性の参画

を促進することで、市政やまちづく

りに男女双方の意見を反映させるこ

とができます。 

人権・ 

男女共同参画課 

 

事業 62 クォータ制※18導入の促進 

事業の内容 事業効果 担当課 

 審議会・委員会等において、任命・

選挙を問わず、一方の性が 40％を下

回らないよう定めたクォータ制導入

について促進します。 

 各種審議会や委員会に女性の参画

を促進することで、あらゆる分野に

おける男女双方の能力の活用につな

がります。 

人権・ 

男女共同参画課 

 

■成果目標 

項目 現状値（H22） 目標値（H27） 

各種審議会・委員会への女性登用率 

（女性委員のいない審議会・委員会等の数を０にする） 

30％ 

（18 審議会） 

40％ 

（0 審議会） 

 

 

                             
※18 クォータ制：積極的に性差別をなくすために暫定的にとられる制度です。女性問題では、政策決定機関での

男女間の格差を積極的に是正するための方策で、「割り当て制」といい、審議会・委員会等で任命・選挙を

問わず、一方の性が 40％を下回らないようにすることです。 
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14 人材育成の支援 

市の各種団体や活動等において、エンパワーメントを図るため、学習機会を提供し、人材

育成を支援します。 

 

■事業内容 

事業 63 リーダーの育成・支援 

事業の内容 事業効果 担当課 

 リーダーを育成するため、県事業

である「次世代人材育成事業」や「女

性教育指導者研修」、「男女共同参画

セミナー」への参加を促進します。 

 あらゆる分野に男女双方の意見を

取り入れるきっかけとなり、さらに

幅広い活躍が促進されます。 

人権・ 

男女共同参画課 

 

事業 64 女性サポートセンター講座【再掲】 

事業の内容 事業効果 担当課 

 働く女性等の余暇の有効活用及

び、福祉と健康の増進と人材育成を

図るため、各種講座を開設します。 

 多くの男女に学ぶ機会が提供され

ることにより、人材育成につながり

ます。 

人権・ 

男女共同参画課 

 

事業 65 女性団体への活動支援 

事業の内容 事業効果 担当課 

 市女性団体連絡協議会、及び各構

成団体への活動支援を行います。 

 様々な活動に対する支援を行うこ

とで、女性があらゆる分野において

エンパワーメントを図ることができ

ます。 

人権・ 

男女共同参画課 

各総合支所総務課 

 

事業 66 栃木県男女共同参画地域推進員※19日光市連絡会への活動支援 

事業の内容 事業効果 担当課 

 「連絡会」の活動支援、及び情報

提供を行います。 

 推進員により各地域で男女共同参

画社会づくりが推進されます。 

人権・ 

男女共同参画課 

 

事業 67 市民・市民団体への支援 

事業の内容 事業効果 担当課 

 ＮＰＯ法人やボランティア団体等

への活動支援及び情報提供を行いま

す。 

 様々な活動に対する支援を行うこ

とで、各地域で男女共同参画社会づ

くりが推進されます。 

人権・ 

男女共同参画課 

生活安全課 

                             
※19 栃木県男女共同参画地域推進員：男女共同参画社会の実現をめざし、男女共同参画の推進と女性問題の課題

解決を図るため、男女共同参画の推進の担い手として、地域において活動するボランティアで、栃木県によ

って委嘱されています。 
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■成果目標 

項目 現状値（H22） 目標値（H27） 

男女共同参画関係研修を修了して、地域で活動する 

男性推進役の数（累計） 
2 人 7 人 
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Ⅳ 推進しよう 

男女共同参画の推進にあたっては、取り組む施策があらゆる分野にわたるため、総合的

かつ計画的に展開していくことが必要です。 

男女共同参画は、国際的な動きと密接に連動しながら進める必要があるため、国際観光

文化都市日光として、身近な地域で、性別や国籍にかかわらず、多様な生き方を認め合え

る意識を醸成するとともに、世界の女性の地位向上に貢献するため、国際理解と協力に向

けて積極的に取り組みます。 

また、本プランを全庁的な推進体制により、実効性のあるものにするとともに、市民と

行政とが課題を共有する中でパートナーシップを構築し、事業所、団体等の活動と連携を

図り、協働の関係をつくりあげることが大切です。行政、関係機関、市民一人ひとりがそ

れぞれの立場で本プランの目的を理解し、主体的な取り組みを展開することが期待されま

す。 

男女共同参画社会の実現をめざすという共通目標を、一人ひとりが認識し、それぞれの

立場で推進に向けた取り組みを行います。 
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施策の方向７ 国際的な取り組みとの協調と国際理解の推進 

 

 現状と課題 

 

男女共同参画の実現に向けた取り組みとして、女性が抱える課題は世界共通のものも多く、

国連をはじめとする国際社会での取り組みの成果や経験を生かしていく必要があります。 

また、市民一人ひとりが国際的な視野で男女共同参画社会を認識することで、多様な文化

や価値観に触れ、違いを認め合う意識が醸成されます。 

本市は、世界遺産「日光の社寺」をはじめとする世界的な文化・産業遺産や自然環境など、

豊富な観光資源に恵まれており、海外からも多くの観光客が訪れる国際観光文化都市である

ことから、外国人にやさしいまちづくりとともに、外国人をもてなす国際性が求められてい

ます。 

今後も国際的な流れを理解しながら、国際交流や情報提供などを推進し、すべての市民が

男女共同参画社会の実現に協力できるよう、市内在住外国人等との交流を促進します。 

さらに、市内在住外国人等が、子育てや就労など男女共同参画に関わる課題及び言葉の違

いなどから抱える悩みや不安に対して、生活上必要な情報や男女共同参画関連情報の提供に

努める必要がありますが、その際に、多様な言語での対応を行っていく必要があります。 
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 具体的な取り組み 

 

15 国際的な取り組みの情報収集・提供 

国連の世界会議等の国際的な動きや男女共同参画に関する先進国の取り組み事例、また世

界の女性を取り巻く状況等の情報収集に努めるとともに、講座等の機会を通じて情報提供を

行います。 

 

■事業内容 

事業 68 国際的な取り組みの情報収集と提供 

事業の内容 事業効果 担当課 

 国連の世界会議等の国際的な動き

や男女共同参画に関する先進国の取

り組み事例を市のホームページや広

報紙「はーとふる日光」に掲載し、

情報提供を行います。 

 世界の女性を取り巻く状況を知

り、理解することで男女共同参画社

会づくりが国際社会と連動しながら

進められます。 

人権・ 

男女共同参画課 

 

■成果目標 

項目 現状値（H22） 目標値（H27） 

世界の女性を取り巻く状況の情報提供 － 12 件 
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16 国際交流・支援の推進 

男女共同参画に関する問題は、その国の社会状況や文化等によって形は変わっても世界共

通の問題であるとの認識のもと、国際的な視野でものごとを考え、行動できるよう、国際交

流活動への積極的な参画を促進します。 

また、市内在住外国人等の日常生活に関する支援を行います。 

 

■事業内容 

事業 69 海外姉妹都市との交流 

事業の内容 事業効果 担当課 

 海外姉妹都市である米国・サウス

ダコタ州ラピッド市と中高生の相互

派遣や市民交流を進めます。 

 外国の文化や生活に触れ合う機会

を提供し、国際的な視野を持った人

材の育成が図られます。 

観光交流課 

 

事業 70 在住外国人支援事業 

事業の内容 事業効果 担当課 

 在住外国人が安心して生活できる

よう日光市国際交流協会と連携し、

日本語教室の開催や、多言語による

生活関連情報のパンフレットの作成

などを行い、在住外国人の生活を支

援します。 

 在住外国人の支援はもとより、外

国人も地域社会の一員であることか

ら、多様な価値観を認め合いながら、

ともに学び、ともに働き、ともに安

心して暮らせる多文化共生のまちづ

くりが期待できます。 

観光交流課 

 

■成果目標 

項目 現状値（H22） 目標値（H27） 

海外姉妹都市間交流事業への参加者数（年間） 20 人 40 人 
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施策の方向８ 推進体制の充実 

 

 現状と課題 

 

男女共同参画を進めていく上で行政の果たす役割は大きく、すべての職員が男女共同参画

の形成をめざすという共通認識を持つことが必要です。各施策を推進する職員一人ひとりが

男女共同参画の必要性を認識し、率先して市民のモデルになっていくことが求められている

ため、職員への意識啓発を積極的に進めていく必要があります。 

また、男女共同参画を進めるための施策は多岐にわたり、市単独での対応が難しいことも

多くあります。そのため、国・県の制度によるべき施策等には要望を行っていくとともに、

より広域的な取り組みが必要な問題については、関連自治体との連携による対応が必要とな

ります。男女共同参画に関する施策の一層の推進を図るため、国・県の計画や方針について

は、積極的に情報提供に努めることも重要となっています。 

さらに、男女共同参画社会を形成するためには、男女を取り巻く社会的背景を理解した上

で、あらゆる分野での取り組みを展開することが重要であり、市が直接行う施策だけでなく、

市民一人ひとりや事業所、団体、グループ、ＮＰＯ法人等がそれぞれの立場でその意義を理

解し、主体的な取り組みを展開することが重要です。 

そのため、市民、事業所、団体、グループ、ＮＰＯ法人等と行政との連携を密にし、互い

の役割を果たしながら、対等なパートナーとして、連携と協働の関係を作っていくことが必

要となっています。 
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 具体的な取り組み 

 

17 市の推進体制の充実 

すべての職員が男女共同参画社会の実現をめざすという共通認識を持って職務にあたれる

よう、男女共同参画に関する意識啓発を行うとともに、男女共同参画の推進に向けた職場環

境づくりを行います。 

 

■事業内容 

事業 71 男女共同参画社会づくり推進本部の運営 

事業の内容 事業効果 担当課 

 市長を本部長とする「男女共同参

画社会づくり推進本部」を設置し、

施策を総合的かつ効果的に推進しま

す。 

 市行政が一丸となって男女共同参

画施策を推進できるとともに、プラ

ンの事業評価と進捗管理を一体的に

行うことが可能となります。 

人権・ 

男女共同参画課 

 

事業 72 市職員へのセクシュアル・ハラスメント防止研修の実施 

事業の内容 事業効果 担当課 

 市職員を対象に研修を実施するこ

とで、セクシュアル・ハラスメント

を正しく理解し、その防止及び対処

方法を学習します。 

 職場におけるセクシュアル・ハラ

スメントの撲滅、職場環境の正常化

に向けた意識が向上します。また、

市民に対して啓発や情報提供を行う

ことができる人材が育ちます。 

総務課 

 

事業 73 市職員の人事評価制度の実施 

事業の内容 事業効果 担当課 

 人材の育成を主眼において、個々

の能力評価及び目標管理を用い業績

評価による人事評価制度の確立を図

ります。 

 能力、業績の評価を用いた人事評

価制度を確立することで、性別によ

って左右されない客観性・公平性の

ある人事管理を行うことができま

す。 

総務課 

 

■成果目標 

項目 現状値（H22） 目標値（H27） 

人事評価の結果が、自分の能力を正しく反映したと 

感じた職員の割合 
42.7％ 80％ 
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18 市民・地域・行政との連携 

市民や地域など多様な主体が連携を図り、男女共同参画の推進に向けた環境づくりを行い

ます。 

 

■事業内容 

事業 74 男女共同参画社会づくり市民会議の運営 

事業の内容 事業効果 担当課 

 男女共同参画社会づくりを効果的

に推進するための市民 30 名からな

る市民会議を設置し、研修や施策の

推進を行います。 

 市民との連携、協働のもとに、プ

ランを推進できます。また、市民の

立場に立った男女共同参画施策の実

施につながります。 

人権・ 

男女共同参画課 

 

事業 75 市民・市民団体との連携 

事業の内容 事業効果 担当課 

 男女共同参画の自主的活動を行う

市民団体、ＮＰＯ法人、グループ等

と連携を深めます。 

 地域で男女共同参画社会の意識を

高めることができます。 

人権・ 

男女共同参画課 

生活安全課 

 

■成果目標 

項目 現状値（H22） 目標値（H27） 

市民団体・ＮＰＯ法人等の活動発表の件数（延べ） 

（フォーラム・セミナー開催時） 
3 件 10 件 
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19 国や県・他自治体・関連機関との連携 

計画の推進にあたり、国・県等関連機関との連携を図るとともに、先進事例について積極

的に情報提供を行います。 

 

■事業内容 

事業 76 男女共同参画に関する国や県、他市町村からの情報の提供 

事業の内容 事業効果 担当課 

 男女共同参画に関する調査結果や

データを提供します。 

 国や県の動向を正しく理解するこ

とができます。他自治体の最新の施

策を知り連携することで、本市の施

策を一層推進することにつながりま

す。 

人権・ 

男女共同参画課 

 

事業 77 全国男女共同参画宣言都市サミットへの参加 

事業の内容 事業効果 担当課 

 「男女共同参画宣言都市奨励事業」

を実施した自治体が集いサミットを

開催し、交流を深めるとともに、連

携と意識の高揚を図ります。 

 他自治体の男女共同参画に関する

施策を理解することで、より市の取

り組みを推進することにつながりま

す。 

人権・ 

男女共同参画課 

 

■成果目標 

項目 現状値（H22） 目標値（H27） 

男女共同参画に関する情報の提供 

（市ホームページへの掲載件数） 
－ 12 件 
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資料編 
 

１．「男女共同参画プラン日光（後期計画）」策定経過 

 

日 時 会議等 備 考 

H22/12/6 第１回検討委員会 ・アンケート調査の実施について 

H23/1/31 

～H23/2/16 
計画策定に向けたアンケート調査① 

・市内在住 20 歳以上の方を対象とし

たアンケート調査 

・日光市に事業所を構える従業員 10

名以上の事業所を対象としたアン

ケート調査 

H23/2/18 

～H23/2/28 
計画策定に向けたアンケート調査② 

・農林水産業及び家族経営的な商工業

等に従事している経営者を対象と

したアンケート調査 

H23/4/14 第２回検討委員会 ・アンケート結果報告書の報告 

H23/4/25 幹事会会議 ・アンケート結果報告書の報告 

H23/5/11 推進本部会議 ・アンケート結果報告書の報告 

H23/6/30 審議会 ・アンケート結果報告書の報告 

H23/7/7 第３回検討委員会 
・計画策定の基本的な考え方について 

・後期計画の素案検討・協議 

H23/8/30 第４回検討委員会 ・後期計画の素案検討・協議 

H23/9/22 第５回検討委員会 ・後期計画の素案検討・協議 

H23/10/7 幹事会会議 ・後期計画素案について 

H23/10/20 第６回検討委員会 ・後期計画の素案修正案協議 

H23/11/8 推進本部会議 ・後期計画素案（協議） 

H23/11/11 審議会 ・後期計画原案を付議 

H23/11/15 市議会全員協議会 ・後期計画原案を報告 

H23/12/1 

～H24/1/4 
計画原案のパブリックコメント ・計画原案の周知、意見募集 

H24/1/13 
パブリックコメントの結果を推進本

部に報告 
 

H24/1/16 市議会全員協議会に最終案を報告  

H24/1/18 審議会に最終案を報告  

 ・計画書の印刷製本・配布及び概要版の印刷製本 

 ・市広報紙４月号の配布に合わせ概要版の配布 
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２．日光市男女共同参画プラン（後期計画）検討委員会 

 

日光市男女共同参画プラン(後期計画)検討委員会設置要綱 

平成 22 年 9 月 1 日 

告示第 113 号  

 

(設置) 

第 1 条  本市における男女共同参画社

会づくり を目 指す基 本計画の 後期計

画(以下「男女共同参画プラン(後期計

画)」という。)を策定するために必要

な事項について調査し、及び検討を行

うため、 日光 市男女 共同参画 プラン

(後期計画)検討委員会(以下「委員会」

という。)を設置する。 

(所掌事務) 

第 2 条  委員会は、次に掲げる事項を行

う。 

(1) 男女共同参画プラン(後期計画)を

策定する ため に必要 な事項の 調査及

び研究に関すること。 

(2) 男女共同参画プラン(後期計画)の

策定に必 要な 関係機 関等との 連絡調

整に関すること。 

(3) その他市長が男女共同参画プラン

(後期計画 )策定の た めに調査及び検

討が必要と認める事項 

(組織) 

第 3 条  委員会は、委員 15 人以内をも

って組織する。 

2 委員は、次に掲げる者のうちから市

長が委嘱する。 

(1) 学識経験者 

(2) 日光市男女共同参画社会づくり市

民会議委員 

(3) その他市長が必要と認めた者 

3 委員は、男女のいずれの委員の数も

委員の総数の 10 分の 4 未満とならな

いものとする。 

(任期) 

第 4 条  委員の任期は、委嘱の日から男

女共同参画プラン (後 期計画 )の検討

が終了するまでとする。ただし、委員

に欠員を 生じ たとき の補欠の 委員の

任期は、前任者の残任期間とする。 

(委員長等) 

第 5 条  委員会に委員長及び副委員長

を置き、委員の互選によりこれを決定

する。 

2 委員長は、委員会を代表し、会務を

総理する。 

3 副委員長は、委員長を補佐し、委員

長に事故あるとき、又は欠けたときは、

その職務を代理する。 

(会議) 

第 6 条  委員会の会議(以下「会議」と

いう。)は、委員長が招集し、その議

長となる。 

2 委員長は、委員の過半数が出席しな

ければ、会議を開くことができない。 

3 会議の議事は、出席した委員の過半

数をもって決し、可否同数のときは、

委員長の決するところによる。 

4 委員長は、必要と認めたときは、委

員以外の者に会議への出席を求め、そ

の意見又は説明を聴き、又は必要な資

料の提出を求めることができる。 

(報告) 

第 7 条  委員会は、第 2 条の規定による

所掌事項を終了したときは、速やかに

市長にそ の内 容を報 告するも のとす

る。 

2 市長は、男女共同参画プラン(後期計

画)の策定に当たり、前項の規定によ

り報告さ れた 内容を 尊重する ものと

する。 

(事務局) 

第 8 条  委員会の庶務は、健康福祉部人

権・男女共同参画課において処理する。 

(その他) 

第 9 条  この要綱に定めるもののほか、

委員会の運営に関し必要な事項は、委

員長が会議に諮って定める。 

附 則  

(施行期日) 

1 この要綱は、平成 22 年 9 月 1 日から

施行する。 

(経過措置) 

2 この要綱の施行後最初に開かれる会

議は、第 6 条第 1 項の規定にかかわら

ず、市長が招集する。 
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日光市男女共同参画プラン(後期計画)検討委員会委員名簿 

 

任期：平成 22 年 12 月 1 日～平成 24 年 3 月 31 日 

平成 22 年 12 月 1 日現在（敬称略・順不同） 

 役職名 氏名 所属団体（機関）等 

１ 委 員 長 柴 田 志津子 公募委員 

２ 副委員長 添 野 哲 哉 ㈳今市青年会議所 

３ 委 員 石 川 正 美 学識経験者 

４ 委 員 平   英 一 日光市自治会連合会 

５ 委 員 奥 村 千賀子 日光市女性団体連絡協議会 

６ 委 員 神 山 タキ子 日光市女性団体連絡協議会 

７ 委 員 手 塚 由美子 日光市小中学校教頭会 

８ 委 員 上吉原 明 夫 日光市小中学校教頭会 

９ 委 員 金 子 尚 志 日光市幼稚園・保育園・小学校連絡推進委員会 

10 委 員 三ッ山 泰 弘 ㈳日光青年会議所 

11 委 員 阿久津 常 子 日光市農業士会 

12 委 員 髙 橋 園 子 公募委員 

13 委 員 中 村 美枝子 公募委員 

14 委 員 長谷川   敬 公募委員 

15 委 員 福 田   昇 公募委員 
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３．日光市男女共同参画社会づくり推進本部 

 

日光市男女共同参画社会づくり推進本部設置規則 

平成 18 年 6 月 2 日 

規則第 291 号  

 

(設置) 

第 1 条  本市における男女共同参画社会

の実現を図るための施策を総合的かつ

効果的に推進するため、日光市男女共

同参画社会づくり推進本部(以下「推進

本部」という。)を設置する。 

(所掌事務) 

第 2 条  推進本部は、次に掲げる事項を

行う。 

(1) 男女共同参画 社 会づくりのための

施策の総合的な企画及び推進に関する

こと。 

(2) 男女共同参画 社 会づくりのための

施策に関する関係部課間における連絡

及び調整に関すること。 

(3) 前 2 号に掲げるもののほか、男女共

同参画社会づくりの推進に関して、必

要と認められること。 

(組織) 

第 3 条  推進本部は、本部長、副本部長

及び委員をもって組織する。 

2 推進本部の委員のうち女性委員の比

率は、40 パーセント以上とする。 

3 本部長は市長とし、副本部長は副市長

及び教育長をもって充てる。 

4 委員は、別表第 1 に掲げる者をもって

充てる。 

(平 18 規則 299・平 19 規則 30・一部改正) 

(任期) 

第 4 条  推進本部の委員の任期は、2 年

とする。ただし、再任を妨げない。 

2 委員に欠員を生じたときの補欠の委

員の任期は、前任者の残任期間とする。 

(本部長等) 

第 5 条  本部長は、推進本部を代表し、

会務を総理する。 

2 副本部長は、本部長を補佐し、本部長

に事故あるときは、あらかじめ本部長

が指定した副本部長がその職務を代理

する。 

(会議) 

第 6 条  推進本部の会議(以下「会議」と

いう。)は、本部長が招集し、その議長

となる。 

2 推進本部は、必要と認めたときは、委

員以外の者に会議への出席を求め、そ

の意見若しくは説明を聴き、又は必要

な資料の提出を求めることができる。 

(幹事会) 

第 7 条  推進本部に、幹事会を置く。 

2 幹事会は、次に掲げる事項を行う。 

(1) 会議に付すべき事項について、推進

部会と協議及び調整を行い、原案を作

成すること。 

(2) 推進本部が決 定 した施策の推進に

関する調査研究及び実施に関すること。 

3 幹事会は、別表第 2 に掲げる者をもっ

て組織する。 

4 幹事会に幹事長及び副幹事長を置き、

幹事長は健康福祉部長の職にある者を、

副幹事長は健康福祉部人権・男女共同

参画課長の職にある者をもって充てる。 

5 幹事長は、幹事会の会務を総理し、副

幹事長は、幹事長を補佐し、幹事長に

事故あるときは、その職務を代理する。 

6 幹事会の会議は、幹事長が招集し、そ

の議長となる。 

7 幹事会は、必要があると認めたときは、

別表第 2 に掲げる者以外の者に会議へ

の出席を求め、その意見若しくは説明

を聴き、又は必要な資料の提出を求め

ることができる。 

(平 21 規則 39・平 22 規則 33・一部改正) 

(推進部会) 

第 8 条  推進本部に幹事会の会議に付議

すべき事項について、調査又は研究を

するため、推進部会を置く。 

2 推進部会は、別表第 3 に掲げる者をも

って組織する。 

3 推進部会に部会長及び副部会長を置

き、別表第 3 に定める職にある者をも

って充てる。 

4 部会長は、推進部会の会務を総理し、

副部会長は、部会長を補佐し、部会長

に事故あるときは、その職務を代理す

る。 

5 推進部会の会議は、部会長が招集し、

その議長となる。 
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6 推進部会は、必要と認めたときは、部

会員以外の者に会議への出席を求め、

その意見若しくは説明を聴き、又は必

要な資料の提出を求めることができる。 

(推進班) 

第 9 条  部会長は、推進部会が処理すべ

き事項について調査及び研究するため

特に必要と認めたときは、推進班を置

くことができる。 

(事務局) 

第 10 条  推進本部及び幹事会の庶務は、

健康福祉部人権・男女共同参画課(以下

「人権・男女共同 参 画課」という。 )

において処理する。 

2 推進部会及び推進班の庶務は、人権・

男女共同参画課において処理するもの

とする。 

(平 21 規則 45・全改) 

(その他) 

第 11 条  この規則に定めるもののほか、

必要な事項は、別に定める。 

附 則  

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則 (平成 18 年 7 月 15 日規則第 299

号 ) 

この規則は、平成 18 年 7 月 15 日から施

行する。 

附 則 (平成 19 年 3 月 30 日規則第 30 号 ) 

この規則は、平成 19 年 4 月 1 日から施行

する。 

附 則 (平成 20 年 3 月 31 日規則第 44 号 ) 

この規則は、平成 20 年 4 月 1 日から施行

する。 

附 則 (平成 21 年 3 月 31 日規則第 39 号 ) 

この規則は、平成 21 年 4 月 1 日から施行

する。 

附 則 (平成 21 年 5 月 20 日規則第 45 号 ) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則 (平成 22 年 6 月 1 日規則第 33 号 ) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則 (平成 23 年 4 月 1 日規則第 36 号 ) 

この規則は、平成 23 年 4 月 1 日から施行

する。 

 

別表第 1(第 3 条関係) 

(平 19 規則 30・全改、平 20 規則 44・平

21 規則 39・一部改正) 

企画部長 総務部長 市民環境部長 健

康福祉部長 観光部長 産業部長 建

設 部 長  上 下 水 道 部 長  会 計 管 理 者 

日光総合支所長 藤原総合支所長 足

尾総合支所長 栗山総合支所長 教育

次長 議会事務局長 消防長 本部長

が指名する管理職にある女性職員又は

管理職に準ずる女性職員 

 

別表第 2(第 7 条関係) 

(平 21 規則 45・全改) 

幹事長 健康福祉部長 

副幹事長 人権・男女共同参画課長 

幹事 企画部 総務部 市民環境部 健

康 福 祉 部  観 光 部  産 業 部  建 設 部 

上下水道部 教育委員会 会計 議会

事務局 選挙管理委員会事務局 監査

委員事務局 農業委員会事務局 消防

本 部  日 光 総 合 支 所  藤 原 総 合 支 所 

足尾総合支所 栗山総合支所の各所属

部等から推薦された職員 

 

別表第 3(第 8 条関係) 

(平 21 規則 45・全改、平 22 規則 33・平

成 23 規則 36・一部改正) 

部会長 健康福祉部長 

副部会長 人権・男女共同参画課長 

部会員 総合政策課長 行革・情報推進

課長 秘書広報課長 総務課長 財政

課長 管財課長 税務課長 収税課長 

契約検査課長 生活安全課長 市民課

長 保険年金課長 環境課長 高齢福

祉課長 介護保険課長 生活福祉課長 

子育て支援課長 健康課長 観光交流

課長 観光振興課長 商工課長 農林

課長 都市計画課長 まちづくり推進

課長 建設課長 維持管理課長 建築

住宅課長 下水道課長 水道課長 会

計課長 学校教育課長 生涯学習課長 

スポーツ振興課長 中央公民館長 今

市図書館長 歴史民俗資料館長 議事

課長 選挙管理委員会事務局長 監査

委 員 事 務 局 長  農 業 委 員 会 事 務 局 長 

消防本部総務課長 消防本部予防課長 

消防本部警防課長 消防本部通信指令

課長 今市消防署長 日光総合支所総

務 課 長  日 光 総 合 支 所 市 民 福 祉 課 長 

日光総合支所観光課長 日光総合支所

産業建設課長 日光足尾教育行政事務

所長 日光消防署長 藤原総合支所総

務 課 長  藤 原 総 合 支 所 市 民 福 祉 課 長 

藤原総合支所観光課長 藤原総合支所

産業建設課長 藤原栗山教育行政事務

所長 藤原消防署長 足尾総合支所総

務 課 長  足 尾 総 合 支 所 市 民 福 祉 課 長 

足尾総合支所観光課長 足尾総合支所

産業建設課長 栗山総合支所総務課長 

ダム地域振興課長 栗山総合支所市民

福祉課長 栗山総合支所観光課長 栗

山総合支所産業建設課長 
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４．日光市男女共同参画審議会 

 

日光市男女共同参画審議会規則 

平成 21 年 3 月 31 日 

規則第 36 号 

 

(趣旨) 

第 1 条  この規則は、日光市男女共同参

画推進条例(平成 21 年日光市条例第 5

号。以下「条例」という。)第 24 条第

6 項の規定に基づき、日光市男女共同

参画審議会(以下「審議会」という。)

の組織及 び運 営に関 し必要な 事項を

定めるものとする。 

(委員) 

第 2 条  審議会の委員は、次に掲げる者

のうちから市長が委嘱する。 

(1) 学識経験者 

(2) 市内において事業を行う個人、

法 人 そ の 他 の 団 体 か ら 推 薦 を 受け

た者 

(3) 市内に在住し、男女共同参画社

会 づ く り に 高 い 関 心 と 問 題 意 識を

有する者 

(会長及び副会長) 

第 3 条  審議会に会長及び副会長を置

き、委員の互選によりこれを決定する。 

2 会長は、審議会を代表し、会務を総

理する。 

3 副会長は、会長を補佐し、会長に事

故あるとき又は会長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

(会議) 

第 4 条  審議会の会議(以下「会議」と

いう。)は、会長が招集し、その議長

となる。 

2 会長は、委員の過半数が出席しなけ

れば、会議を開くことができない。 

3 会議の議事は、出席した委員の過半

数をもって決し、可否同数のときは、

会長の決するところによる。 

(意見等の聴取) 

第 5 条  審議会は、必要があると認めた

ときは、委員以外の者に会議への出席

を求め、その意見若しくは説明を聴き、

又は必要 な資 料の提 出を求め ること

ができる。 

(事務局) 

第 6 条  審議会の庶務は、健康福祉部人

権・男女共同参画課において処理する。 

(その他) 

第 7 条  この規則に定めるもののほか、

審議会の運営に関し必要な事項は、会

長が審議会に諮って定める。 

附 則  

この規則は、平成 21 年 4 月 1 日から施

行する。 
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日光市男女共同参画審議会委員名簿 

 

任期：平成 23 年 10 月 1 日～平成 25 年 9 月 30 日 

平成 23 年 10 月 1 日現在（敬称略・順不同） 

 役職名 氏名 所属団体（機関）等 

１ アドバイザー 加 藤 千佐子 作新学院大学女子短期大学部教授 

２ 会 長 大 島 裕 子 日光市農業農村男女共同参画推進委員会 

３ 副 会 長 小 栗   卓 ㈳今市青年会議所 

４ 委 員 宮 脇 強 志 日光市自治会連合会 

５ 委 員 渡 邊   護 日光商工会議所 

６ 委 員 手 塚 悦 子 日光市男女共同参画社会づくり市民会議 

７ 委 員 柴 田 勇 一 日光市男女共同参画社会づくり市民会議 

８ 委 員 星 野 隆 司 連合栃木なんたい地域協議会 

９ 委 員 永 岡 俊 彦 日光市工業連絡協議会 

10 委 員 鈴 木 トミ子 日光市人権擁護委員協議会 

11 委 員 川 村 万壽子 日光市民生委員児童委員協議会連合会 

12 委 員 高 田 えり子 小中学校校長会 

13 委 員 鈴 木 美瑳子 栃木県男女共同参画地域推進員日光市連絡会 

14 委 員 平 野 綾 子 日光市女性団体連絡協議会 

15 委 員 伊 藤 洋 子 公募委員 

16 委 員 金 山 欽 治 公募委員 
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５．日光市男女共同参画推進条例 

 

日光市男女共同参画推進条例 

平成 21 年 3 月 12 日 

条例第 5 号 

 

目次 

前文 

第 1 章  総則(第 1 条―第 7 条) 

第 2 章  男女共同参画の推進に関する

基本的施策(第 8 条―第 18 条 ) 

第 3 章  男女共同参画の推進を阻害す

る行為の制限等(第 19 条―第 23 条 ) 

第 4 章  日光市男女共同参画審議会(第

24 条 ) 

第 5 章  雑則(第 25 条 ) 

附則 

すべての人は平等であり、性別にかか

わらず、一人ひとりが尊重されなければ

なりません。 

わが国では、日本国憲法において、個

人の尊重と法の下の平等がうたわれ、国

際社会と連動しながら、男女共同参画社

会の形成に関する取 組みが進められて

います。 

日光市においては、男女共同参画の推

進をまちづくりの重 要な方策として位

置付け、男女共同参画社会の実現に向け

た取組みを積極的に進めています。 

しかし、家庭や職場、地域の中で、依

然として性別による 固定的な役割分担

意識に基づく社会制 度や慣行が根強く

存在しており、個人の自由な活動や生き

方の選択に影響を及ぼしています。 

また、一方では、ドメスティック・バ

イオレンスなどの性 別に起因する暴力

が、人権を侵害する行為として男女共同

参画の推進を妨げています。 

さらに、私たちを取り巻く状況は、本

格的な少子高齢化、家族形態の多様化、

国際化及び高度情報 化の進展などの急

速な変化に直面しています。 

このよう な状 況に対 応してい くため

には、家庭や職場、地域における男女の

従来の意識を改革し、男女が互いの人権

を尊重し、共に協力し合い、責任を担い、

一人ひとりの個性と 能力を十分に発揮

できる男女共同参画 社会を早急に形成

し、仕事と生活の調和(ワーク・ライフ・

バランス)が保たれ、人と人との心が通

い合う、思いやりに満ちた温かいまちを

築いていくことが重要であります。 

ここに日光市は、あらゆる分野の人々

が協働して「一人ひとりが輝く男女共同

参画のまち日光」を早期に実現すること

を決意し、この条例を制定するものです。 

第 1 章  総則 

(目的) 

第 1 条  この条例は、男女共同参画の推

進に関する基本理念を定め、市、市民、

事業者及 び教 育に関 わる者の 責務を

明らかにするとともに、男女共同参画

の推進に 関す る市の 施策の基 本的事

項を定めることにより、男女共同参画

を総合的かつ計画的に推進し、男女共

同参画社 会の 実現を 図ること を目的

とする。 

(定義) 

第 2 条  この条例において、次の各号に

掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

(1) 男女共同参画 男女が、性別にか

かわらず個人として尊重され、家庭、

職場、学校、地域その他の生活におい

て対等に参画し、一人ひとりの個性及

び能力が十分に発揮され、もって男女

が均等に政治的、経済的、社会的及び

文化的利益を享受することができ、か

つ、共に責任を担うことをいう。 

(2) 市民 市内に居住する者並びに市

内において働く者、学ぶ者及び活動す

る者をいう。 

(3) 事業者 市内において事業を行う

個人、法人その他団体をいう。 

(4) 積極的改善措置 社会のあらゆる

分野にお ける 活動に 参画する 機会に

係る男女間の格差を是正するため、必

要な範囲 内に おいて 男女のい ずれか

一方に対し、当該機会を積極的に提供

することをいう。 

(5)  ド メ ス テ ィ ッ ク ・ バ イ オ レ ン ス 

配偶者(婚姻の届出をしていないが事

実上婚姻 関係 と同様 の事情に ある者

を含む。)、恋人等の親密な関係(配偶

者であっ た者 及び恋 人等の親 密な関

係にあった者を含む。)において行わ
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れる身体的、精神的、経済的又は性的

な苦痛を 与え る暴力 その他言 動をい

う。 

(6) セクシュアル・ハラスメント 性

的な言動 によ り相手 方に不快 感を与

えること 若し くは生 活環境を 害する

こと又は その 相手方 の対応に よりそ

の者に不利益を与えることをいう。 

(7) ワーク・ライフ・バランス 仕事

と生活の調和をいい、誰もが、仕事、

家庭生活、地域生活、個人の自己啓発

その他の活動について、自らの希望に

沿った形で展開できる状態をいう。 

(基本理念) 

第 3 条  男女共同参画の推進は、次に掲

げる基本 理念 に基づ き行われ なけれ

ばならない。 

(1) 男女の個人としての尊厳が重んぜ

られること、男女が直接的であるか間

接的であ るか を問わ ず性別に よる差

別的取り扱いを受けないこと、男女が

個人とし て能 力を発 揮する機 会が確

保されること、男女の性別に起因した

暴力が根 絶さ れるこ とその他 の男女

の人権が尊重されること。 

(2) 男女が、性別による固定的な役割

分担意識 に基 づく社 会制度や 慣行に

とらわれ るこ となく 多様な生 き方を

選択する こと ができ るよう意 識の改

革が進められること。 

(3) 男女が、社会の対等な構成員とし

て、市における政策又は家庭、職場、

学校、地域その他のあらゆる分野にお

ける方針 の立 案及び 決定に共 同して

参画する機会が確保されること。 

(4) 男女が、家庭の重要性を認識し、

子育て、介護その他の家庭生活におけ

る活動について、互いに協力し合い、

家庭生活 と家 庭生活 以外の社 会にお

ける活動 との 両立が できるよ う配慮

されること。 

(5) 家庭、職場、学校、地域その他の

あらゆる分野の教育が、男女の人権の

尊重を基本として行われること。 

(6) 男女が互いの身体的特徴及び性に

ついての理解を深め、かつ、尊重し合

うことにより、生涯にわたり心身共に

健康な生 活を 営むこ とができ るよう

にすること。 

(7) 男女共同参画の推進のための取組

みが、国際社会の動向と密接な関係が

あることを考慮し、国際社会と協調し

て行われること。 

(市の責務) 

第 4 条  市は、前条の基本理念(以下「基

本理念」という。)にのっとり、男女

共同参画の推進に関する施策(積極的

改善措置を含む。以下同じ。)を総合

的かつ計画的に策定し、実施しなけれ

ばならない。 

2 市は、前項の規定による施策以外の

施策の策定及び実施に当たっては、基

本理念に 沿う よう配 慮しなけ ればな

らない。 

3 市は、男女共同参画の推進に関する

施策を推進するため、必要な推進体制

を整備するとともに、財政上の措置そ

の他の必 要な 措置を 講じなけ ればな

らない。 

4 市は、男女共同参画の推進に当たっ

ては、自らが率先し、市民及び事業者

と協働し、国及び他の地方公共団体と

連携して取組まなければならない。 

(市民の責務) 

第 5 条  市民は、基本理念にのっとり、

男女共同参画に関する理解を深め、か

つ、男女共同参画の推進に自らが積極

的に取組 むよ う努め なければ ならな

い。 

2 市民は、市が実施する男女共同参画

の推進に 関す る施策 に協力す るよう

努めなければならない。 

(事業者の責務) 

第 6 条  事業者は、その事業活動を行う

に当たっては、基本理念にのっとり、

男女が職 場に おける 活動に対 等に参

画する機 会の 確保及 びワーク ・ライ

フ・バランスに配慮し、男女共同参画

の推進に 積極 的に取 組むよう 努めな

ければならない。 

2 事業者は、市が実施する男女共同参

画の推進 に関 する施 策に協力 するよ

う努めなければならない。 

(教育に関わる者の責務) 

第 7 条  家庭、職場、学校、地域その他

のあらゆる分野の教育において、次代

を担う子 ども の教育 に関わる 者は、

個々の教育を行う過程において、基本

理念に配 慮し た教育 を行うよ う努め

なければならない。 

第 2 章  男女共同参画の推進に関する

基本的施策 

(基本計画) 

第 8 条  市長は、男女共同参画の推進に

関する施 策を 総合的 かつ計画 的に推

進するため、男女共同参画の推進に関

する基本的な計画(以下「基本計画」

という)を策定するものとする。 

2 基本計画の策定に当たっては、基本

理念に基づかなければならない。 
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3 市長は、基本計画の策定及び変更に

当たっては、市民等の意見を反映する

ことがで きる よう必 要な措置 を講ず

るとともに、第 24 条に規定する日光

市男女共 同参 画審議 会の意見 を聴く

ものとする。 

4 市長は、基本計画を策定又は変更し

たときは、速やかにこれを公表するも

のとする。 

(市民の理解を深めるための措置等) 

第 9 条  市は、市民が、男女共同参画に

ついての関心と理解を深め、男女共同

参画の推 進に 向けた 取組みを 積極的

に行うことができるよう、広報啓発活

動、情報提供その他必要な措置を講ず

るものとする。 

2 市は、男女共同参画推進のための人

材育成を行うため、研修の実施、活動

の場の提 供そ の他の 必要な措 置を講

ずるものとする。 

3 市は、刊行物等を作成するに当たっ

ては、性別による固定的な役割分担等

を助長し、又は連想させるような表現

を用いることにより、男女共同参画の

推進を阻 害す ること のないよ う努め

なければならない。 

(事業者が行う活動への支援等) 

第 10 条  市は、事業者が行う男女共同

参画の推 進に 関する 活動を支 援する

ため、情報提供、助言その他の必要な

措置を講ずるものとする。 

(農林水産業及び家族経営的な商工業等

の分野における措置) 

第 11 条  市は、農林水産業及び家族経

営的な商工業等の分野において、男女

が個人として能力を十分に発揮し、そ

の能力が正当に評価され、経営におけ

る対等な 構成 員とし て仕事と 生活の

責任を担い合うことができるよう、必

要な措置を講ずるものとする。 

(学習活動への支援) 

第 12 条  市は、家庭、職場、学校、地

域その他 のあ らゆる 分野の教 育の場

において、男女共同参画の推進のため

の学習機 会の 充実及 び学習活 動への

支援を行うものとする。 

(仕事と生活の両立支援) 

第 13 条  市は、男女が、子育て、介護

等の家庭生活において、相互に協力し

合えるようワーク・ライフ・バランス

に配慮し た必 要な支 援を行う ものと

する。 

2 市は、事業者が行うワーク・ライフ・

バランス に配 慮した 取組みを 支援す

るため、必要な措置を講ずるものとす

る。 

(政策・方針決定の場における委員等の

構成) 

第 14 条  市は、附属機関等を設置する

に当たり、男女が共に政策の立案及び

決定並び に具 体的な 施策の実 施に参

画できる機会を確保し、必要に応じて

積極的改善措置を講ずることにより、

男女双方 の視 点が欠 けること のない

よう努めるものとする。 

2 市は、社会のあらゆる分野における

活動の意思決定過程において、男女間

に参画す る機 会の格 差が生ず ること

のないよ う必 要な措 置を講ず るよう

努めるものとする。 

3 市は、政策の立案及び決定並びに具

体的な施策の実施に当たっては、性別

にかかわらず、市の職員個人の意欲と

能力に応じて均等な機会を確保し、率

先して男 女共 同参画 を推進す るもの

とする。 

(年次報告) 

第 15 条  市長は、男女共同参画の推進

に関する 施策 の実施 内容及び 進捗状

況について、年次報告書を作成し、こ

れを公表するものとする。 

(表彰) 

第 16 条  市長は、男女共同参画推進の

ための取 組み を積極 的に行っ ている

事業者を表彰することができる。 

2 市長は、前項の規定により表彰を行

ったときは、当該表彰を受けた者の取

組みを公表するものとする。 

3 前 2 項に定めるもののほか、表彰の

基準その他表彰に関し必要な事項は、

規則で定める。 

(男女共同参画週間) 

第 17 条  市は、市民及び事業者の男女

共同参画 の推 進につ いての理 解を深

めるため、男女共同参画都市宣言の日

を記念し、毎年 3 月に日光市男女共同

参画週間を設けるものとする。 

(意見等の申出への対応) 

第 18 条  市民及び事業者は、市が実施

する施策において、男女共同参画の推

進に関係する意見や苦情(以下「意見

等」という。)があるときは、規則で

定めるところにより、市長に申し出る

ことができる。 

2 市長は、前項の申出があった場合は、

適切に対応するとともに、必要と認め

るときは、第 24 条に規定する日光市

男女共同 参画 審議会 の意見を 聴くも

のとする。 

3 市長は、第 1 項の意見等の申出につ
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いて、当該申出を行った者に対し、意

見等への対応を通知するものとする。 

第 3 章  男女共同参画の推進を阻害す

る行為の制限等 

(性別に起因する権利侵害の禁止) 

第 19 条  何人も、家庭、職場、学校、

地域その 他の 社会の あらゆる 分野に

おいて、直接的又は間接的を問わず、

性別に起 因す る権利 侵害や差 別的取

り扱いを行ってはならない。 

2 何人も、セクシュアル・ハラスメン

トを行ってはならない。 

3 何人も、ドメスティック・バイオレ

ンスその他男女間において身体的、精

神的な苦 痛を 与える 暴力その 他の言

動を行ってはならない。 

(性 別 に 起 因 す る 権 利 侵 害 に 関 す る 相

談) 

第 20 条  市は、前条に関する相談に対

し、適切な対応を行うために必要な相

談体制の整備を行うものとする。 

2 市は、前条に関する相談に対しては、

関係機関 と連 携して 適切かつ 迅速に

必要な支援を行うものとする。 

(性別に起因する暴力に対する措置) 

第 21 条  市は、セクシュアル・ハラス

メント、ドメスティック・バイオレン

スその他 性別 に起因 する暴力 を防止

し、その被害者に必要な支援を行うた

めの措置を講じなければならない。 

(被害者の緊急一時保護) 

第 22 条  市は、前条に規定する暴力を

受けた者 から の申し 出があっ たとき

は、別に定めるところにより、被害者

(被害者がその家族を同伴する場合に

あっては、被害者及びその同伴する家

族をいう。)の緊急一時保護を行うも

のとする。 

(公衆に表示する情報への配慮) 

第 23 条  何人も、公衆に表示する情報

が社会に及ぼす影響を考慮し、性別に

よる固定 的な 役割分 担又は男 女間の

暴力的行為を助長し、又は連想させる

表現にな らな いよう 配慮しな ければ

ならない。 

第 4 章  日光市男女共同参画審議会 

(日光市男女共同参画審議会の設置及び

組織) 

第 24 条  男女共同参画の推進を図るた

め、日光市男女共同参画審議会(以下

「審議会」という。)を設置する。 

2 審議会は、この条例に定めるものの

ほか、次に掲げる事務を行う。 

(1) 市長の諮問に応じ、男女共同参画

の推進に 関す る基本 的かつ総 合的な

施策及び 重要 事項を 調査審議 するこ

と。 

(2) 男女共同参画の推進に関する施策

の実施状況について、必要に応じ調査

し、市長に意見を述べること。 

(3) 前 2 号に掲げるもののほか、市長

が特に必要と認めた諮問に応じ、答申

すること。 

3 審議会は、市長が委嘱する 20 人以内

の委員をもって組織する。 

4 審議会は、男女のいずれの委員の数

も、委員の総数の 10 分の 4 未満とな

らないものとする。ただし、市長がや

むを得な い事 情があ ると認め たとき

は、この限りではない。 

5 委員の任期は、2 年とし再任を妨げ

ない。ただし、補欠委員の任期は、前

任者の残任期間とする。 

6 前各項に定めるもののほか、審議会

の組織及び運営に関し必要な事項は、

市長が規則で定める。 

第 5 章  雑則 

(委任) 

第 25 条  この条例の施行に関し必要な

事項は、市長が別に定める。 

附 則  

この条例は、平成 21 年 4 月 1 日から施

行する。 
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６．女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約 

 

国連総会採択 1979 年 12 月 18 日 

日 本 批 准 1985 年 ６月 25日 

 

この条約の締約国は、 

国際連合憲章が基本的人権、人間の尊厳及び

価値並びに男女の権利の平等に関する信念を改

めて確認していることに留意し、 

世界人権宣言が、差別は容認することができ

ないものであるとの原則を確認していること、

並びにすべての人間は生まれながらにして自由

であり、かつ、尊厳及び権利について平等であ

ること並びにすべての人は性による差別その他

のいかなる差別もなしに同宣言に掲げるすべて

の権利及び自由を享有することができることを

宣明していることに留意し、 

人権に関する国際規約の締約国がすべての経

済的、社会的、文化的、市民的及び政治的権利

の享有について男女に平等の権利を確保する義

務を負つていることに留意し、 

国際連合及び専門機関の主催の下に各国が締

結した男女の権利の平等を促進するための国際

条約を考慮し、 

更に、国際連合及び専門機関が採択した男女

の権利の平等を促進するための決議、宣言及び

勧告に留意し、 

しかしながら、これらの種々の文書にもかか

わらず女子に対する差別が依然として広範に存

在していることを憂慮し、 

女子に対する差別は、権利の平等の原則及び

人間の尊厳の尊重の原則に反するものであり、

女子が男子と平等の条件で自国の政治的、社会

的、経済的及び文化的活動に参加する上で障害

となるものであり、社会及び家族の繁栄の増進

を阻害するものであり、また、女子の潜在能力

を自国及び人類に役立てるために完全に開発す

ることを一層困難にするものであることを想起

し、 

窮乏の状況においては、女子が食糧、健康、

教育、雇用のための訓練及び機会並びに他の必

要とするものを享受する機会が最も少ないこと

を憂慮し、 

衡平及び正義に基づく新たな国際経済秩序の

確立が男女の平等の促進に大きく貢献すること

を確信し、 

アパルトヘイト、あらゆる形態の人種主義、

人種差別、植民地主義、新植民地主義、侵略、

外国による占領及び支配並びに内政干渉の根絶

が男女の権利の完全な享有に不可欠であること

を強調し、 

国際の平和及び安全を強化し、国際緊張を緩

和し、すべての国（社会体制及び経済体制のい

かんを問わない。）の間で相互に協力し、全面的

かつ完全な軍備縮小を達成し、特に厳重かつ効

果的な国際管理の下での核軍備の縮小を達成し、

諸国間の関係における正義、平等及び互恵の原

則を確認し、外国の支配の下、植民地支配の下

又は外国の占領の下にある人民の自決の権利及

び人民の独立の権利を実現し並びに国の主権及

び領土保全を尊重することが，社会の進歩及び

発展を促進し、ひいては、男女の完全な平等の

達成に貢献することを確認し、 

国の完全な発展、世界の福祉及び理想とする

平和は、あらゆる分野において女子が男子と平

等の条件で最大限に参加することを必要として

いることを確信し、 

家族の福祉及び社会の発展に対する従来完全

には認められていなかつた女子の大きな貢献、

母性の社会的重要性並びに家庭及び子の養育に

おける両親の役割に留意し、また、出産におけ

る女子の役割が差別の根拠となるべきではなく、

子の養育には男女及び社会全体が共に責任を負

うことが必要であることを認識し、 

社会及び家庭における男子の伝統的役割を女

子の役割とともに変更することが男女の完全な

平等の達成に必要であることを認識し、 

女子に対する差別の撤廃に関する宣言に掲げ

られている諸原則を実施すること及びこのため

に女子に対するあらゆる形態の差別を撤廃する

ための必要な措置をとることを決意して、 
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次のとおり協定した。 

 

第第第第１１１１部部部部【【【【総論総論総論総論】】】】    

第第第第１１１１条条条条【【【【女子差女子差女子差女子差別別別別のののの定義定義定義定義】】】】    

この条約の適用上、「女子に対する差別」とは、

性に基づく区別、排除又は制限であつて、政治

的、経済的、社会的、文化的、市民的その他の

いかなる分野においても、女子（婚姻をしてい

るかいないかを問わない。）が男女の平等を基礎

として人権及び基本的自由を認識し、享有し又

は行使することを害し又は無効にする効果又は

目的を有するものをいう。 

 

第第第第２２２２条条条条【【【【締約国締約国締約国締約国のののの差別撤廃義務差別撤廃義務差別撤廃義務差別撤廃義務】】】】    

締約国は、女子に対するあらゆる形態の差別

を非難し、女子に対する差別を撤廃する政策を

すべての適当な手段により、かつ、遅滞なく追

求することに合意し、及びこのため次のことを

約束する。 

(a) 男女の平等の原則が自国の憲法その他の

適当な法令に組み入れられていない場合にはこ

れを定め、かつ、男女の平等の原則の実際的な

実現を法律その他の適当な手段により確保する

こと。 

(b) 女子に対するすべての差別を禁止する適

当な立法その他の措置（適当な場合には制裁を

含む。）をとること。 

(c) 女子の権利の法的な保護を男子との平等

を基礎として確立し、かつ、権限のある自国の

裁判所その他の公の機関を通じて差別となるい

かなる行為からも女子を効果的に保護すること

を確保すること。 

(d) 女子に対する差別となるいかなる行為又

は慣行も差し控え、かつ、公の当局及び機関が

この義務に従つて行動することを確保すること。 

(e) 個人、団体又は企業による女子に対する差

別を撤廃するためすべての適当な措置をとるこ

と。 

(f) 女子に対する差別となる既存の法律、規則、

慣習及び慣行を修正し又は廃止するためのすべ

ての適当な措置（立法を含む。）をとること。 

(g) 女子に対する差別となる自国のすべての

刑罰規定を廃止すること。 

 

第第第第３３３３条条条条【【【【女子女子女子女子のののの完全完全完全完全なななな発展発展発展発展・・・・向上向上向上向上のののの確保確保確保確保】】】】    

 締約国は、あらゆる分野、特に、政治的、社

会的、経済的及び文化的分野において、女子に

対して男子との平等を基礎として人権及び基本

的自由を行使し及び享有することを保障するこ

とを目的として、女子の完全な能力開発及び向

上を確保するためのすべての適当な措置（立法

を含む。）をとる。 

第第第第４４４４条条条条【【【【差別差別差別差別とならないとならないとならないとならない特別措置特別措置特別措置特別措置】】】】    

１ 締約国が男女の事実上の平等を促進するこ

とを目的とする暫定的な特別措置をとること

は、この条約に定義する差別と解してはなら

ない。ただし、その結果としていかなる意味

においても不平等な又は別個の基準を維持し

続けることとなつてはならず、これらの措置

は、機会及び待遇の平等の目的が達成された

時に廃止されなければならない。 

２ 締約国が母性を保護することを目的とする

特別措置（この条約に規定する措置を含む。）

をとることは、差別と解してはならない。 

 

第第第第５５５５条条条条【【【【役割分担役割分担役割分担役割分担のののの否定否定否定否定】】】】    

 締約国は、次の目的のためのすべての適当な

措置をとる。 

(a) 両性いずれかの劣等性若しくは優越性の

観念又は男女の定型化された役割に基づく偏見

及び慣習その他あらゆる慣行の撤廃を実現する

ため、男女の社会的及び文化的な行動様式を修

正すること。 

(b) 家庭についての教育に、社会的機能として

の母性についての適正な理解並びに子の養育及

び発育における男女の共同責任についての認識

を含めることを確保すること。あらゆる場合に

おいて、子の利益は最初に考慮するものとする。 

第第第第６６６６条条条条【【【【売買売買売買売買・・・・売春売春売春売春からのからのからのからの搾取搾取搾取搾取のののの禁止禁止禁止禁止】】】】    

 締約国は、あらゆる形態の女子の売買及び女

子の売春からの搾取を禁止するためのすべての

適当な措置（立法を含む。）をとる。 

 

第第第第２２２２部部部部【【【【公的生活公的生活公的生活公的生活にににに関関関関するするするする権利権利権利権利】】】】    

 

第第第第７７７７条条条条【【【【政治的政治的政治的政治的・・・・公的活動公的活動公的活動公的活動におけるにおけるにおけるにおける平等平等平等平等】】】】    

 締約国は、自国の政治的及び公的活動におけ

る女子に対する差別を撤廃するためのすべての
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適当な措置をとるものとし、特に、女子に対し

て男子と平等の条件で次の権利を確保する。 

(a) あらゆる選挙及び国民投票において投票

する権利並びにすべての公選による機関に選挙

される資格を有する権利 

(b) 政府の政策の策定及び実施に参加する権

利並びに政府のすべての段階において公職に就

き及びすべての公務を遂行する権利 

(c) 自国の公的又は政治的活動に関係のある

非政府機関及び非政府団体に参加する権利 

 

第第第第８８８８条条条条【【【【国際的活動国際的活動国際的活動国際的活動へのへのへのへの参加参加参加参加のののの平等平等平等平等】】】】    

 締約国は、国際的に自国政府を代表し及び国

際機関の活動に参加する機会を、女子に対して

男子と平等の条件でかついかなる差別もなく確

保するためのすべての適当な措置をとる。 

 

第第第第９９９９条条条条【【【【国籍国籍国籍国籍にににに関関関関するするするする平等平等平等平等】】】】    

１ 締約国は、国籍の取得、変更及び保持に関

し、女子に対して男子と平等の権利を与える。

締約国は、特に、外国人との婚姻又は婚姻中

の夫の国籍の変更が、自動的に妻の国籍を変

更し、妻を無国籍にし又は夫の国籍を妻に強

制することとならないことを確保する。 

２ 締約国は、子の国籍に関し、女子に対して

男子と平等の権利を与える。 

 

第第第第３３３３部部部部【【【【社会生活社会生活社会生活社会生活にににに関関関関するするするする権利権利権利権利】】】】    

 

第第第第 10101010 条条条条【【【【教育教育教育教育におけるにおけるにおけるにおける差別撤廃差別撤廃差別撤廃差別撤廃】】】】    

締約国は、教育の分野において、女子に対し

て男子と平等の権利を確保することを目的とし

て、特に、男女の平等を基礎として次のことを

確保することを目的として、女子に対する差別

を撤廃するためのすべての適当な措置をとる。 

(a) 農村及び都市のあらゆる種類の教育施設

における職業指導、修学の機会及び資格証書の

取得のための同一の条件。このような平等は、

就学前教育、普通教育、技術教育、専門教育及

び高等技術教育並びにあらゆる種類の職業訓練

において確保されなければならない。 

(b) 同一の教育課程、同一の試験、同一の水準

の資格を有する教育職員並びに同一の質の学校

施設及び設備を享受する機会 

(c) すべての段階及びあらゆる形態の教育に

おける男女の役割についての定型化された概念

の撤廃を、この目的の達成を助長する男女共学

その他の種類の教育を奨励することにより、ま

た、特に、教材用図書及び指導計画を改訂する

こと並びに指導方法を調整することにより行う

こと。 

(d) 奨学金その他の修学援助を享受する同一

の機会 

(e) 継続教育計画（成人向けの及び実用的な識

字計画を含む。）、特に、男女間に存在する教育

上の格差をできる限り早期に減少させることを

目的とした継続教育計画を利用する同一の機会 

(f) 女子の中途退学率を減少させること及び

早期に退学した女子のための計画を策定するこ

と。 

(g) スポーツ及び体育に積極的に参加する同

一の機会 

(h) 家族の健康及び福祉の確保に役立つ特定

の教育的情報（家族計画に関する情報及び助言

を含む。）を享受する機会 

 

第第第第 11111111 条条条条【【【【雇用雇用雇用雇用におけるにおけるにおけるにおける差別撤廃差別撤廃差別撤廃差別撤廃】】】】    

１ 締約国は、男女の平等を基礎として同一の

権利、特に次の権利を確保することを目的と

して、雇用の分野における女子に対する差別

を撤廃するためのすべての適当な措置をとる。 

(a) すべての人間の奪い得ない権利としての

労働の権利 

(b) 同一の雇用機会（雇用に関する同一の選考

基準の適用を含む。）についての権利 

(c) 職業を自由に選択する権利、昇進、雇用の

保障並びに労働に係るすべての給付及び条件に

ついての権利並びに職業訓練及び再訓練（見習、

上級職業訓練及び継続的訓練を含む。）を受ける

権利 

(d) 同一価値の労働についての同一報酬（手当

を含む。）及び同一待遇についての権利並びに労

働の質の評価に関する取扱いの平等についての

権利 

(e) 社会保障（特に、退職、失業、傷病、障害、

老齢その他の労働不能の場合における社会保

障）についての権利及び有給休暇についての権

利 
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(f) 作業条件に係る健康の保護及び安全（生殖

機能の保護を含む。）についての権利 

２ 締約国は、婚姻又は母性を理由とする女子

に対する差別を防止し、かつ、女子に対して

実効的な労働の権利を確保するため、次のこ

とを目的とする適当な措置をとる。 

(a) 妊娠又は母性休暇を理由とする解雇及び

婚姻をしているかいないかに基づく差別的解雇

を制裁を課して禁止すること。 

(b) 給料又はこれに準ずる社会的給付を伴い、

かつ、従前の雇用関係、先任及び社会保障上の

利益の喪失を伴わない母性休暇を導入すること。 

(c) 親が家庭責任と職業上の責務及び社会的

活動への参加とを両立させることを可能とする

ために必要な補助的な社会的サービスの提供を、

特に保育施設網の設置及び充実を促進すること

により奨励すること。 

(d) 妊娠中の女子に有害であることが証明さ

れている種類の作業においては、当該女子に対

して特別の保護を与えること。 

３ この条に規定する事項に関する保護法令は、

科学上及び技術上の知識に基づき定期的に検

討するものとし、必要に応じて、修正し、廃

止し、又はその適用を拡大する。 

 

第第第第 12121212 条条条条【【【【保健保健保健保健におけるにおけるにおけるにおける差別撤廃差別撤廃差別撤廃差別撤廃】】】】    

１ 締約国は、男女の平等を基礎として保健サ

ービス（家族計画に関連するものを含む。）を

享受する機会を確保することを目的として、

保健の分野における女子に対する差別を撤廃

するためのすべての適当な措置をとる。 

２ １の規定にかかわらず、締約国は、女子に

対し、妊娠、分べん及び産後の期間中の適当

なサービス（必要な場合には無料にする。）並

びに妊娠及び授乳の期間中の適当な栄養を確

保する。 

 

第第第第 13131313 条条条条【【【【経済的経済的経済的経済的・・・・社会的活動社会的活動社会的活動社会的活動におけるにおけるにおけるにおける差別撤廃差別撤廃差別撤廃差別撤廃】】】】    

締約国は、男女の平等を基礎として同一の権

利、特に次の権利を確保することを目的として、

他の経済的及び社会的活動の分野における女子

に対する差別を撤廃するためのすべての適当な

措置をとる。 

(a) 家族給付についての権利 

(b) 銀行貸付け、抵当その他の形態の金融上の

信用についての権利 

(c) レクリエーション、スポーツ及びあらゆる

側面における文化的活動に参加する権利 

 

第第第第 14141414 条条条条【【【【農村女子農村女子農村女子農村女子にににに対対対対するするするする差別撤廃差別撤廃差別撤廃差別撤廃】】】】    

１ 締約国は、農村の女子が直面する特別の問

題及び家族の経済的生存のために果たしてい

る重要な役割（貨幣化されていない経済の部

門における労働を含む。）を考慮に入れるもの

とし、農村の女子に対するこの条約の適用を

確保するためのすべての適当な措置をとる。 

２ 締約国は、男女の平等を基礎として農村の

女子が農村の開発に参加すること及びその開

発から生ずる利益を受けることを確保するこ

とを目的として、農村の女子に対する差別を

撤廃するためのすべての適当な措置をとるも

のとし、特に、これらの女子に対して次の権

利を確保する。 

(a) すべての段階における開発計画の作成及

び実施に参加する権利 

(b) 適当な保健サービス（家族計画に関する情

報、カウンセリング及びサービスを含む。）を享

受する権利 

(c) 社会保障制度から直接に利益を享受する

権利 

(d) 技術的な能力を高めるために、あらゆる種

類（正規であるかないかを問わない。）の訓練及

び教育（実用的な識字に関するものを含む。）並

びに、特に、すべての地域サービス及び普及サ

ービスからの利益を享受する権利 

(e) 経済分野における平等な機会を雇用又は

自営を通じて得るために、自助的集団及び協同

組合を組織する権利 

(f) あらゆる地域活動に参加する権利 

(g) 農業信用及び貸付け、流通機構並びに適当

な技術を利用する権利並びに土地及び農地の改

革並びに入植計画において平等な待遇を享受す

る権利 

(h) 適当な生活条件（特に、住居、衛生、電力

及び水の供給、運輸並びに通信に関する条件）

を享受する権利 

 

第第第第４４４４部部部部【【【【私的生活私的生活私的生活私的生活にににに関関関関するするするする権利権利権利権利】】】】    
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第第第第 15151515 条条条条【【【【法法法法のののの前前前前のののの男女平等男女平等男女平等男女平等】】】】    

１ 締約国は、女子に対し、法律の前の男子と

の平等を認める。 

２ 締約国は、女子に対し、民事に関して男子

と同一の法的能力を与えるものとし、また、

この能力を行使する同一の機会を与える。特

に、締約国は、契約を締結し及び財産を管理

することにつき女子に対して男子と平等の権

利を与えるものとし、裁判所における手続の

すべての段階において女子を男子と平等に取

り扱う。 

３ 締約国は、女子の法的能力を制限するよう

な法的効果を有するすべての契約及び他のす

べての私的文書（種類のいかんを問わない。）

を無効とすることに同意する。 

４ 締約国は、個人の移動並びに居所及び住所

の選択の自由に関する法律において男女に同

一の権利を与える。 

 

第第第第 16161616 条条条条【【【【婚姻婚姻婚姻婚姻・・・・家族関係家族関係家族関係家族関係におけるにおけるにおけるにおける差別撤廃差別撤廃差別撤廃差別撤廃】】】】    

１ 締約国は、婚姻及び家族関係に係るすべて

の事項について女子に対する差別を撤廃する

ためのすべての適当な措置をとるものとし、

特に、男女の平等を基礎として次のことを確

保する。 

(a) 婚姻をする同一の権利 

(b) 自由に配偶者を選択し及び自由かつ完全

な合意のみにより婚姻をする同一の権利 

(c) 婚姻中及び婚姻の解消の際の同一の権利

及び責任 

(d) 子に関する事項についての親（婚姻をして

いるかいないかを問わない。）としての同一の権

利及び責任。あらゆる場合において、子の利益

は至上である。 

(e) 子の数及び出産の間隔を自由にかつ責任

をもって決定する同一の権利並びにこれらの権

利の行使を可能にする情報、教育及び手段を享

受する同一の権利  

(f) 子の後見及び養子縁組又は国内法令にこ

れらに類する制度が存在する場合にはその制度

に係る同一の権利及び責任。あらゆる場合にお

いて、子の利益は至上である。 

(g) 夫及び妻の同一の個人的権利（姓及び職業

を選択する権利を含む。） 

(h) 無償であるか有償であるかを問わず、財産

を所有し、取得し、運用し、管理し、利用し及

び処分することに関する配偶者双方の同一の権

利 

２ 児童の婚約及び婚姻は、法的効果を有しな

いものとし、また、婚姻最低年齢を定め及び

公の登録所への婚姻の登録を義務付けるため

のすべての必要な措置（立法を含む。）がとら

れなければならない。 

 

第第第第５５５５部部部部【【【【女子女子女子女子にににに対対対対するするするする差別差別差別差別のののの撤廃撤廃撤廃撤廃にににに関関関関するするするする委員委員委員委員

会会会会】】】】    

 

第第第第 17171717 条条条条【【【【女子差別撤廃委員会女子差別撤廃委員会女子差別撤廃委員会女子差別撤廃委員会】】】】    

１ この条約の実施に関する進捗状況を検討す

るために、女子に対する差別の撤廃に関する

委員会（以下「委員会」という。）を設置する。

委員会は、この条約の効力発生の時は 18 人の、

35 番目の締約国による批准又は加入の後は

23 人の徳望が高く、かつ、この条約が対象と

する分野において十分な能力を有する専門家

で構成する。委員は、締約国の国民の中から

締約国により選出されるものとし、個人の資

格で職務を遂行する。その選出に当たつては、

委員の配分が地理的に衡平に行われること並

びに異なる文明形態及び主要な法体系が代表

されることを考慮に入れる。 

２ 委員会の委員は、締約国により指名された

者の名簿の中から秘密投票により選出される。

各締約国は、自国民の中から１人を指名する

ことができる。 

３ 委員会の委員の最初の選挙は、この条約の

効力発生の日の後６箇月を経過した時に行う。

国際連合事務総長は、委員会の委員の選挙の

日の遅くとも３箇月前までに、締約国に対し、

自国が指名する者の氏名を２箇月以内に提出

するよう書簡で要請する。同事務総長は、指

名された者のアルファベット順による名簿

（これらの者を指名した締約国名を表示した

名簿とする。）を作成し、締約国に送付する。 

４ 委員会の委員の選挙は、国際連合事務総長

により国際連合本部に招集される締約国の会

合において行う。この会合は、締約国の３分

の２をもつて定足数とする。この会合におい

ては、出席しかつ投票する締約国の代表によ
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つて投じられた票の最多数で、かつ、過半数

の票を得た指名された者をもつて委員会に選

出された委員とする。 

５ 委員会の委員は、４年の任期で選出される。

ただし、最初の選挙において選出された委員

のうち９人の委員の任期は、２年で終了する

ものとし、これらの９人の委員は、最初の選

挙の後直ちに、委員会の委員長によりくじ引

きで選ばれる。 

６ 委員会の５人の追加的な委員の選挙は、35

番目の批准又は加入の後、２から４までの規

定に従つて行う。この時に選出された追加的

な委員のうち２人の委員の任期は、２年で終

了するものとし、これらの２人の委員は、委

員会の委員長によりくじ引きで選ばれる。 

７ 締約国は、自国の専門家が委員会の委員と

しての職務を遂行することができなくなった

場合には、その空席を補充するため、委員会

の承認を条件として自国民の中から他の専門

家を任命する。 

８ 委員会の委員は、国際連合総会が委員会の

任務の重要性を考慮して決定する条件に従い、

同総会の承認を得て、国際連合の財源から報

酬を受ける。 

９ 国際連合事務総長は、委員会がこの条約に

定める任務を効果的に遂行するために必要な

職員及び便益を提供する。 

 

第第第第 18181818 条条条条【【【【締約国締約国締約国締約国のののの報告義務報告義務報告義務報告義務】】】】    

１ 締約国は、次の場合に、この条約の実施の

ためにとつた立法上、司法上、行政上その他

の措置及びこれらの措置によりもたらされた

進歩に関する報告を、委員会による検討のた

め、国際連合事務総長に提出することを約束

する。 

(a) 当該締約国についてこの条約が効力を生

ずる時から１年以内 

(b) その後は少なくとも４年ごと、更には委員

会が要請するとき。 

２ 報告には、この条約に基づく義務の履行の

程度に影響を及ぼす要因及び障害を記載する

ことができる。 

 

第第第第 19191919 条条条条【【【【委員会委員会委員会委員会のののの規則規則規則規則】】】】    

１ 委員会は、手続規則を採択する。 

２ 委員会は、役員を２年の任期で選出する。 

 

第第第第 20202020 条条条条【【【【委員会委員会委員会委員会のののの会合会合会合会合】】】】    

１ 委員会は、第 18 条の規定により提出される

報告を検討するために原則として毎年２週間

を越えない期間会合する。 

２ 委員会の会合は、原則として、国際連合本

部又は委員会が決定する他の適当な場所にお

いて開催する。 

 

第第第第 21212121 条条条条【【【【委員会委員会委員会委員会のののの報告報告報告報告・・・・提案提案提案提案・・・・勧告勧告勧告勧告】】】】    

１ 委員会は、その活動につき経済社会理事会

を通じて毎年国際連合総会に報告するものと

し、また、締約国から得た報告及び情報の検

討に基づく提案及び一般的な性格を有する勧

告を行うことができる。これらの提案及び一

般的な性格を有する勧告は、締約国から意見

がある場合にはその意見とともに、委員会の

報告に記載する。 

２ 国際連合事務総長は、委員会の報告を、情

報用として、婦人の地位委員会に送付する。 

 

第第第第 22222222 条条条条【【【【専門機関専門機関専門機関専門機関とととと委員会委員会委員会委員会】】】】    

専門機関は、その任務の範囲内にある事項に

関するこの条約の規定の実施についての検討に

際し、代表を出す権利を有する。委員会は、専

門機関に対し、その任務の範囲内にある事項に

関するこの条約の実施について報告を提出する

よう要請することができる。 

 

第第第第６６６６部部部部【【【【最終条項最終条項最終条項最終条項】】】】    

 

第第第第 23232323 条条条条【【【【高水準高水準高水準高水準のののの国内国内国内国内・・・・国際法令国際法令国際法令国際法令のののの優先適用優先適用優先適用優先適用】】】】    

この条約のいかなる規定も、次のものに含ま

れる規定であって男女の平等の達成に一層貢献

するものに影響を及ぼすものではない。 

(a) 締約国の法令 

(b) 締約国について効力を有する他の国際条

約又は国際協定 

 

第第第第 24242424 条条条条【【【【条約上条約上条約上条約上のののの権利権利権利権利のののの完全実現完全実現完全実現完全実現】】】】    

締約国は、自国においてこの条約の認める権

利の完全な実現を達成するためのすべての必要
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な措置をとることを約束する。 

 

第第第第 25252525 条条条条【【【【署名署名署名署名・・・・批准批准批准批准・・・・加入加入加入加入・・・・寄託寄託寄託寄託】】】】    

１ この条約は、すべての国による署名のため

に開放しておく。 

２ 国際連合事務総長は、この条約の寄託者と

して指定される。 

３ この条約は、批准されなければならない。

批准書は、国際連合事務総長に寄託する。 

４ この条約は、すべての国による加入のため

に開放しておく。加入は、加入書を国際連合

事務総長に寄託することによつて行う。 

 

第第第第 26262626 条条条条【【【【改正改正改正改正】】】】    

１ いずれの締約国も、国際連合事務総長にあ

てた書面による通告により、いつでもこの条

約の改正を要請することができる。 

２ 国際連合総会は、１の要請に関してとるべ

き措置があるときは、その措置を決定する。 

 

第第第第 27272727 条条条条【【【【発行発行発行発行】】】】    

１ この条約は、20 番目の批准書又は加入書が

国際連合事務総長に寄託された日の後 30 日

目の日に効力を生ずる。 

２ この条約は、20 番目の批准書又は加入書が

寄託された後に批准し又は加入する国につい

ては、その批准書又は加入書が寄託された日

の後 30 日目の日に効力を生ずる。 

 

第第第第 28282828 条条条条【【【【留保留保留保留保】】】】    

１ 国際連合事務総長は、批准又は加入の際に

行われた留保の書面を受領し、かつ、すべて

の国に送付する。 

２ この条約の趣旨及び目的と両立しない留保

は、認められない。 

３ 留保は、国際連合事務総長のあてた通告に

よりいつでも撤回することができるものとし、

同事務総長は、その撤回をすべての国に通報

する。このようにして通報された通告は、受

領された日に効力を生ずる。 

 

第第第第 29292929 条条条条【【【【紛争解決紛争解決紛争解決紛争解決】】】】    

１ この条約の解釈又は適用に関する締約国間

の紛争で交渉によつて解決されないものは、

いずれかの紛争当事国の要請により、仲裁に

付される。仲裁の要請の日から６箇月以内に

仲裁の組織について紛争当事国が合意に達し

ない場合には、いずれの紛争当事国も、国際

司法裁判所規程に従つて国際司法裁判所に紛

争を付託することができる。 

２ 各締約国は、この条約の署名若しくは批准

又はこの条約への加入の際に、１の規定に拘

束されない旨を宣言することができる。他の

締約国は、そのような留保を付した締約国と

の関係において１の規定に拘束されない。 

３ ２の規定に基づいて留保を付した締約国は、

国際連合事務総長にあてた通告により、いつ

でもその留保を撤回することができる。 

 

第第第第 30303030 条条条条【【【【正文正文正文正文】】】】    

この条約は、アラビア語、中国語、英語、フ

ランス語、ロシア語及びスペイン語をひとしく

正文とし、国際連合事務総長に寄託する。 

 

以上の証拠として、下名は、正当に委任を受

けてこの条約に署名した。 
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７．男女共同参画社会基本法 

 

平成 11 年６月 23 日法律第 78号 （同日公布、施行） 
 

 我が国においては、日本国憲法に個人の尊重

と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実現に

向けた様々な取組が、国際社会における取組と

も連動しつつ、着実に進められてきたが、なお

一層の努力が必要とされている。 

 一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成

熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変化に対

応していく上で、男女が、互いにその人権を尊

重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりな

く、その個性と能力を十分に発揮することがで

きる男女共同参画社会の実現は、緊要な課題と

なっている。 

 このような状況にかんがみ、男女共同参画社

会の実現を２１世紀の我が国社会を決定する最

重要課題と位置付け、社会のあらゆる分野にお

いて、男女共同参画社会の形成の促進に関する

施策の推進を図っていくことが重要である。 

 ここに、男女共同参画社会の形成についての

基本理念を明らかにしてその方向を示し、将来

に向かって国、地方公共団体及び国民の男女共

同参画社会の形成に関する取組を総合的かつ計

画的に推進するため、この法律を制定する。 

 

第第第第１１１１章章章章    総則総則総則総則    

（（（（目的目的目的目的））））    

第第第第１１１１条条条条 この法律は、男女の人権が尊重され、

かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊か

で活力ある社会を実現することの緊要性にか

んがみ、男女共同参画社会の形成に関し、基

本理念を定め、並びに国、地方公共団体及び

国民の責務を明らかにするとともに、男女共

同参画社会の形成の促進に関する施策の基本

となる事項を定めることにより、男女共同参

画社会の形成を総合的かつ計画的に推進する

ことを目的とする。  

    

（（（（定義定義定義定義））））    

第第第第２２２２条条条条 この法律において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

一 男女共同参画社会の形成 男女が、社会

の対等な構成員として、自らの意思によっ

て社会のあらゆる分野における活動に参

画する機会が確保され、もって男女が均等

に政治的、経済的、社会的及び文化的利益

を享受することができ、かつ、共に責任を

担うべき社会を形成することをいう。 

二 積極的改善措置 前号に規定する機会

に係る男女間の格差を改善するため必要

な範囲内において、男女のいずれか一方に

対し、当該機会を積極的に提供することを

いう。  

    

（（（（男女男女男女男女のののの人権人権人権人権のののの尊重尊重尊重尊重））））    

第第第第３３３３条条条条 男女共同参画社会の形成は、男女の個

人としての尊厳が重んぜられること、男女が

性別による差別的取扱いを受けないこと、男

女が個人として能力を発揮する機会が確保さ

れることその他の男女の人権が尊重されるこ

とを旨として、行われなければならない。 

 

（（（（社会社会社会社会におけるにおけるにおけるにおける制度又制度又制度又制度又はははは慣行慣行慣行慣行についてのについてのについてのについての配慮配慮配慮配慮））））    

第第第第４４４４条条条条 男女共同参画社会の形成に当たって

は、社会における制度又は慣行が、性別によ

る固定的な役割分担等を反映して、男女の社

会における活動の選択に対して中立でない影

響を及ぼすことにより、男女共同参画社会の

形成を阻害する要因となるおそれがあること

にかんがみ、社会における制度又は慣行が男

女の社会における活動の選択に対して及ぼす

影響をできる限り中立なものとするように配

慮されなければならない。  

 

（（（（政策等政策等政策等政策等のののの立案及立案及立案及立案及びびびび決定決定決定決定へのへのへのへの共同参画共同参画共同参画共同参画））））    

第第第第５５５５条条条条 男女共同参画社会の形成は、男女が、

社会の対等な構成員として、国若しくは地方

公共団体における政策又は民間の団体におけ

る方針の立案及び決定に共同して参画する機

会が確保されることを旨として、行われなけ

ればならない。  

 

（（（（家庭生活家庭生活家庭生活家庭生活におけるにおけるにおけるにおける活動活動活動活動とととと他他他他のののの活動活動活動活動のののの両立両立両立両立））））    

第第第第６６６６条条条条 男女共同参画社会の形成は、家族を構

成する男女が、相互の協力と社会の支援の下

に、子の養育、家族の介護その他の家庭生活

における活動について家族の一員としての役

割を円滑に果たし、かつ、当該活動以外の活

動を行うことができるようにすることを旨と

して、行われなければならない。  

 

（（（（国際的協調国際的協調国際的協調国際的協調））））    

第第第第７７７７条条条条 男女共同参画社会の形成の促進が国

際社会における取組と密接な関係を有してい

ることにかんがみ、男女共同参画社会の形成
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は、国際的協調の下に行われなければならな

い。 

 

（（（（国国国国のののの責務責務責務責務））））    

第第第第８８８８条条条条 国は、第３条から前条までに定める男

女共同参画社会の形成についての基本理念

（以下「基本理念」という。）にのっとり、男

女共同参画社会の形成の促進に関する施策

（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を総合

的に策定し、及び実施する責務を有する。  

 

（（（（地方公共団体地方公共団体地方公共団体地方公共団体のののの責務責務責務責務））））    

第第第第９９９９条条条条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、

男女共同参画社会の形成の促進に関し、国の

施策に準じた施策及びその他のその地方公共

団体の区域の特性に応じた施策を策定し、及

び実施する責務を有する。 

 

（（（（国民国民国民国民のののの責務責務責務責務））））    

第第第第１０１０１０１０条条条条 国民は、職域、学校、地域、家庭そ

の他の社会のあらゆる分野において、基本理

念にのっとり、男女共同参画社会の形成に寄

与するように努めなければならない。 

（（（（法制上法制上法制上法制上のののの措置等措置等措置等措置等））））    

第第第第１１１１１１１１条条条条 政府は、男女共同参画社会の形成の

促進に関する施策を実施するため必要な法制

上又は財政上の措置その他の措置を講じなけ

ればならない。 

 

（（（（年次報告等年次報告等年次報告等年次報告等））））    

第第第第１２１２１２１２条条条条 政府は、毎年、国会に、男女共同参

画社会の形成の状況及び政府が講じた男女共

同参画社会の形成の促進に関する施策につい

ての報告を提出しなければならない。 

２ 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同

参画社会の形成の状況を考慮して講じようと

する男女共同参画社会の形成の促進に関する

施策を明らかにした文書を作成し、これを国

会に提出しなければならない。 

    

第第第第２２２２章章章章    男女共同参画社会男女共同参画社会男女共同参画社会男女共同参画社会のののの形成形成形成形成のののの促進促進促進促進にににに関関関関

するするするする基本的施策基本的施策基本的施策基本的施策    

（（（（男女共同参画基本計画男女共同参画基本計画男女共同参画基本計画男女共同参画基本計画））））    

第第第第１３１３１３１３条条条条 政府は、男女共同参画社会の形成の

促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進

を図るため、男女共同参画社会の形成の促進

に関する基本的な計画（以下「男女共同参画

基本計画」という。）を定めなければならない。 

２ 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項

について定めるものとする。 

一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同

参画社会の形成の促進に関する施策の大

綱  

二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画

社会の形成の促進に関する施策を総合的

かつ計画的に推進するために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見

を聴いて、男女共同参画基本計画の案を作成

し、閣議の決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の

決定があったときは、遅滞なく、男女共同参

画基本計画を公表しなければならない。 

５ 前２項の規定は、男女共同参画基本計画の

変更について準用する。 

（（（（都道府県男女共同参画計画等都道府県男女共同参画計画等都道府県男女共同参画計画等都道府県男女共同参画計画等））））    

第第第第１４１４１４１４条条条条 都道府県は、男女共同参画基本計画

を勘案して、当該都道府県の区域における男

女共同参画社会の形成の促進に関する施策に

ついての基本的な計画（以下「都道府県男女

共同参画計画」という。）を定めなければなら

ない。 

２ 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる

事項について定めるものとする。 

一 都道府県の区域において総合的かつ長

期的に講ずべき男女共同参画社会の形成

の促進に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区

域における男女共同参画社会の形成の促

進に関する施策を総合的かつ計画的に推

進するために必要な事項 

３ 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道

府県男女共同参画計画を勘案して、当該市町

村の区域における男女共同参画社会の形成の

促進に関する施策についての基本的な計画

（以下「市町村男女共同参画計画」という。）

を定めるように努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同

参画計画又は市町村男女共同参画計画を定め、

又は変更したときは、遅滞なく、これを公表

しなければならない。 

 

（（（（施策施策施策施策のののの策定等策定等策定等策定等にににに当当当当たってのたってのたってのたっての配慮配慮配慮配慮））））    

第第第第１５１５１５１５条条条条 国及び地方公共団体は、男女共同参

画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施

策を策定し、及び実施するに当たっては、男

女共同参画社会の形成に配慮しなければなら

ない。 

 

（（（（国民国民国民国民のののの理解理解理解理解をををを深深深深めるためのめるためのめるためのめるための措置措置措置措置））））    

第第第第１６１６１６１６条条条条 国及び地方公共団体は、広報活動等

を通じて、基本理念に関する国民の理解を深

めるよう適切な措置を講じなければならない。 

 

（（（（苦情苦情苦情苦情のののの処理等処理等処理等処理等））））    

第第第第１７１７１７１７条条条条 国は、政府が実施する男女共同参画

社会の形成の促進に関する施策又は男女共同
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参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる

施策についての苦情の処理のために必要な措

置及び性別による差別的取扱いその他の男女

共同参画社会の形成を阻害する要因によって

人権が侵害された場合における被害者の救済

を図るために必要な措置を講じなければなら

ない。 

 

（（（（調査研究調査研究調査研究調査研究））））    

第第第第１８１８１８１８条条条条 国は、社会における制度又は慣行が

男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に関す

る調査研究その他の男女共同参画社会の形成

の促進に関する施策の策定に必要な調査研究

を推進するように努めるものとする。 

 

（（（（国際的協調国際的協調国際的協調国際的協調のためののためののためののための措置措置措置措置））））    

第第第第１９１９１９１９条条条条 国は、男女共同参画社会の形成を国

際的協調の下に促進するため、外国政府又は

国際機関との情報の交換その他男女共同参画

社会の形成に関する国際的な相互協力の円滑

な推進を図るために必要な措置を講ずるよう

に努めるものとする。 

 

（（（（地方公共団体及地方公共団体及地方公共団体及地方公共団体及びびびび民間民間民間民間のののの団体団体団体団体にににに対対対対するするするする支援支援支援支援））））    

第第第第２０２０２０２０条条条条 国は、地方公共団体が実施する男女

共同参画社会の形成の促進に関する施策及び

民間の団体が男女共同参画社会の形成の促進

に関して行う活動を支援するため、情報の提

供その他の必要な措置を講ずるように努める

ものとする。 

 

第第第第３３３３章章章章    男女共同参画会議男女共同参画会議男女共同参画会議男女共同参画会議    

（（（（設置設置設置設置））））    

第第第第２１２１２１２１条条条条 内閣府に、男女共同参画会議（以下

「会議」という。）を置く。 

 

（（（（所掌事務所掌事務所掌事務所掌事務））））    

第第第第２２２２２２２２条条条条 会議は、次に掲げる事務をつかさど

る。 

一 男女共同参画基本計画に関し、第１３条

第３項に規定する事項を処理すること。 

二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣

又は関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参

画社会の形成の促進に関する基本的な方針、

基本的な政策及び重要事項を調査審議する

こと。 

三 前二号に規定する事項に関し、調査審議

し、必要があると認めるときは、内閣総理

大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べる

こと。 

四 政府が実施する男女共同参画社会の形

成の促進に関する施策の実施状況を監視

し、及び政府の施策が男女共同参画社会の

形成に及ぼす影響を調査し、必要があると

認めるときは、内閣総理大臣及び関係各大

臣に対し、意見を述べること。 

 

（（（（組織組織組織組織））））    

第第第第２３２３２３２３条条条条 会議は、議長及び議員 24 人以内を

もって組織する。 

 

（（（（議長議長議長議長））））    

第第第第２４２４２４２４条条条条 議長は、内閣官房長官をもって充て

る。 

２ 議長は、会務を総理する。 

 

（（（（議員議員議員議員））））    

第第第第２５２５２５２５条条条条 議員は、次に掲げる者をもって充て

る。 

 一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、

内閣総理大臣が指定する者 

 二 男女共同参画社会の形成に関し優れた識

見を有する者のうちから、内閣総理大臣が

任命する者 

２ 前項第二号の議員の数は、同項に規定する

議員の総数の１０分の５未満であってはなら

ない。 

３ 第１項第二号の議員のうち、男女のいずれ

か一方の議員の数は、同号に規定する議員の

総数の 10 分の４未満であってはならない。 

４ 第１項第二号の議員は、非常勤とする。 

 

（（（（議員議員議員議員のののの任期任期任期任期））））    

第第第第２６２６２６２６条条条条 前条第１項第二号の議員の任期は、

２年とする。ただし、補欠の議員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

２ 前条第１項第二号の議員は、再任されるこ

とができる。 

 

（（（（資料提出資料提出資料提出資料提出のののの要求等要求等要求等要求等））））    

第第第第２７２７２７２７条条条条 会議は、その所掌事務を遂行するた

めに必要があると認めるときは、関係行政機

関の長に対し、監視又は調査に必要な資料そ

の他の資料の提出、意見の開陳、説明その他

の必要な協力を求めることができる。 

２ 会議は、その所掌事務を遂行するために特

に必要があると認めるときは、前項に規定す

る者以外の者に対しても、必要な協力を依頼

することができる。 

 

（（（（政令政令政令政令へのへのへのへの委任委任委任委任））））    

第第第第２８２８２８２８条条条条 この章に定めるもののほか、会議の

組織及び議員その他の職員その他会議に関し

必要な事項は、政令で定める。 

 

附 則 （平成11年６月23日法律第78号） 抄 
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（（（（施行期日施行期日施行期日施行期日））））    

第第第第１１１１条条条条 この法律は、公布の日から施行する。

（平成 11 年６月 23 日公布） 

 

（（（（男女共同参画審議会設置法男女共同参画審議会設置法男女共同参画審議会設置法男女共同参画審議会設置法のののの廃止廃止廃止廃止））））    

第第第第２２２２条条条条 男女共同参画審議会設置法（平成９年

法律第 7 号）は、廃止する。 

 

附 則 （平成 11 年７月 16 日法律第 102 号） 

抄 

（（（（施行期日施行期日施行期日施行期日））））    

第第第第１１１１条条条条 この法律は内閣法の一部を改正する

法律（平成１１年法律第８８号）の施行の日

から施行する。〔後略〕 

 

附 則 （平成 11 年 12 月 22 日法律第 160 号） 

抄 

（（（（施行期日施行期日施行期日施行期日））））    

第第第第１１１１条条条条 この法律〔中略〕は、平成 13 年１月

６日から施行する。 

〔後略〕 
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８．配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律 

 

平成 13 年４月 13 日 法律第  31 号 

最終改正 平成 19年７月 11日 法律第 113 号 

 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重

と法の下の平等がうたわれ、人権の擁護と男女

平等の実現に向けた取組が行われている。 

ところが、配偶者からの暴力は、犯罪となる

行為をも含む重大な人権侵害であるにもかかわ

らず、被害者の救済が必ずしも十分に行われて

こなかった。また、配偶者からの暴力の被害者

は、多くの場合女性であり、経済的自立が困難

である女性に対して配偶者が暴力を加えること

は、個人の尊厳を害し、男女平等の実現の妨げ

となっている。 

このような状況を改善し、人権の擁護と男女

平等の実現を図るためには、配偶者からの暴力

を防止し、被害者を保護するための施策を講ず

ることが必要である。このことは、女性に対す

る暴力を根絶しようと努めている国際社会にお

ける取組にも沿うものである。 

ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、

保護、自立支援等の体制を整備することにより、

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図

るため、この法律を制定する。 

 

第第第第１１１１章章章章    総則総則総則総則    

（（（（定義定義定義定義））））    

第第第第１１１１条条条条 この法律において「配偶者からの暴

力」とは、配偶者からの身体に対する暴力（身

体に対する不法な攻撃であって生命又は身体

に危害を及ぼすものをいう。以下同じ。）又は

これに準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動

（以下この項において「身体に対する暴力等」

と総称する。）をいい、配偶者からの身体に対

する暴力等を受けた後に、その者が離婚をし、

又はその婚姻が取り消された場合にあっては、

当該配偶者であった者から引き続き受ける身

体に対する暴力等を含むものとする。 

２ この法律において「被害者」とは、配偶者

からの暴力を受けた者をいう。 

３ この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届

出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事

情にある者を含み、「離婚」には、婚姻の届出

をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情

にあった者が、事実上離婚したと同様の事情

に入ることを含むものとする。 

 

（（（（国及国及国及国及びびびび地方公共団体地方公共団体地方公共団体地方公共団体のののの責務責務責務責務））））    

第第第第２２２２条条条条 国及び地方公共団体は、配偶者からの

暴力を防止するとともに、被害者の自立を支

援することを含め、その適切な保護を図る責

務を有する。 

 

第第第第１１１１章章章章のののの２２２２    基本方針及基本方針及基本方針及基本方針及びびびび都道府県基本計画等都道府県基本計画等都道府県基本計画等都道府県基本計画等    

（（（（基本方針基本方針基本方針基本方針））））    

第第第第２２２２条条条条のののの２２２２ 内閣総理大臣、国家公安委員会、

法務大臣及び厚生労働大臣（以下この条及び

次条第五項において「主務大臣」という。）は、

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護の

ための施策に関する基本的な方針（以下この

条並びに次条第１項及び第３項において「基

本方針」という。）を定めなければならない。  

２ 基本方針においては、次に掲げる事項につ

き、次条第１項の都道府県基本計画及び同条

第３項の市町村基本計画の指針となるべきも

のを定めるものとする。  

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護に関する基本的な事項  

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護のための施策の内容に関する事項  

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護のための施策の実施に関する重要

事項  

３ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを

変更しようとするときは、あらかじめ、関係

行政機関の長に協議しなければならない。  

４ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを
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変更したときは、遅滞なく、これを公表しな

ければならない。  

 

（（（（都道府県基本計画等都道府県基本計画等都道府県基本計画等都道府県基本計画等））））        

第第第第２２２２条条条条のののの３３３３ 都道府県は、基本方針に即して、

当該都道府県における配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護のための施策の実施に関

する基本的な計画（以下この条において「都

道府県基本計画」という。）を定めなければな

らない。  

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる

事項を定めるものとする。  

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護に関する基本的な方針  

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護のための施策の実施内容に関する事項  

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護のための施策の実施に関する重要

事項  

３ 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基

本方針に即し、かつ、都道府県基本計画を勘

案して、当該市町村における配偶者からの暴

力の防止及び被害者の保護のための施策の実

施に関する基本的な計画（以下この条におい

て「市町村基本計画」という。）を定めるよう

努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画

又は市町村基本計画を定め、又は変更したと

きは、遅滞なく、これを公表しなければなら

ない。 

５ 主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、

都道府県基本計画又は市町村基本計画の作成

のために必要な助言その他の援助を行うよう

努めなければならない。 

 

第第第第２２２２章章章章    配偶者暴力相談支援配偶者暴力相談支援配偶者暴力相談支援配偶者暴力相談支援センターセンターセンターセンター等等等等    

（（（（配偶者暴力相談支援配偶者暴力相談支援配偶者暴力相談支援配偶者暴力相談支援センターセンターセンターセンター））））    

第第第第３３３３条条条条 都道府県は、当該都道府県が設置する

婦人相談所その他の適切な施設において、当

該各施設が配偶者暴力相談支援センターとし

ての機能を果たすようにするものとする。  

２ 市町村は、当該市町村が設置する適切な施

設において、当該各施設が配偶者暴力相談支

援センターとしての機能を果たすようにする

よう努めるものとする。 

３ 配偶者暴力相談支援センターは、配偶者か

らの暴力の防止及び被害者の保護のため、次

に掲げる業務を行うものとする。 

一 被害者に関する各般の問題について、相

談に応ずること又は婦人相談員若しくは

相談を行う機関を紹介すること。 

二 被害者の心身の健康を回復させるため、

医学的又は心理学的な指導その他の必要

な指導を行うこと。 

三 被害者（被害者がその家族を同伴する場

合にあっては、被害者及びその同伴する家

族。次号、第６号、第５条及び第８条の３

において同じ。）の緊急時における安全の

確保及び一時保護を行うこと。 

四 被害者が自立して生活することを促進

するため、就業の促進、住宅の確保、援護

等に関する制度の利用等について、情報の

提供、助言、関係機関との連絡調整その他

の援助を行うこと。 

五 第４章に定める保護命令の制度の利用

について、情報の提供、助言、関係機関へ

の連絡その他の援助を行うこと。 

六 被害者を居住させ保護する施設の利用

について、情報の提供、助言、関係機関と

の連絡調整その他の援助を行うこと。 

４ 前項第３号の一時保護は、婦人相談所が、

自ら行い、又は厚生労働大臣が定める基準を

満たす者に委託して行うものとする。 

５ 配偶者暴力相談支援センターは、その業務

を行うに当たっては、必要に応じ、配偶者か

らの暴力の防止及び被害者の保護を図るため

の活動を行う民間の団体との連携に努めるも

のとする。 

 

（（（（婦人相談員婦人相談員婦人相談員婦人相談員によるによるによるによる相談等相談等相談等相談等））））    

第第第第４４４４条条条条 婦人相談員は、被害者の相談に応じ、

必要な指導を行うことができる。 

（（（（婦人保護施設婦人保護施設婦人保護施設婦人保護施設におけるにおけるにおけるにおける保護保護保護保護））））    

第第第第５５５５条条条条 都道府県は、婦人保護施設において被

害者の保護を行うことができる。 
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第第第第３３３３章章章章    被害者被害者被害者被害者のののの保護保護保護保護    

（（（（配偶者配偶者配偶者配偶者からのからのからのからの暴力暴力暴力暴力のののの発見者発見者発見者発見者によるによるによるによる通報等通報等通報等通報等））））    

第第第第６６６６条条条条 配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者

であった者からの身体に対する暴力に限る。

以下この章において同じ。）を受けている者を

発見した者は、その旨を配偶者暴力相談支援

センター又は警察官に通報するよう努めなけ

ればならない。 

２ 医師その他の医療関係者は、その業務を行

うに当たり、配偶者からの暴力によって負傷

し又は疾病にかかったと認められる者を発見

したときは、その旨を配偶者暴力相談支援セ

ンター又は警察官に通報することができる。

この場合において、その者の意思を尊重する

よう努めるものとする。 

３ 刑法（明治 40 年法律第 45 号）の秘密漏示

罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規

定は、前２項の規定により通報することを妨

げるものと解釈してはならない。 

４ 医師その他の医療関係者は、その業務を行

うに当たり、配偶者からの暴力によって負傷

し又は疾病にかかったと認められる者を発見

したときは、その者に対し、配偶者暴力相談

支援センター等の利用について、その有する

情報を提供するよう努めなければならない。 

 

（（（（配偶者暴力相談支援配偶者暴力相談支援配偶者暴力相談支援配偶者暴力相談支援センターによるセンターによるセンターによるセンターによる保護保護保護保護にににに

ついてのついてのついてのついての説明等説明等説明等説明等））））    

第第第第７７７７条条条条 配偶者暴力相談支援センターは、被害

者に関する通報又は相談を受けた場合には、

必要に応じ、被害者に対し、第３条第３項の

規定により配偶者暴力相談支援センターが行

う業務の内容について説明及び助言を行うと

ともに、必要な保護を受けることを勧奨する

ものとする。 

 

（（（（警察官警察官警察官警察官によるによるによるによる被害被害被害被害のののの防止防止防止防止））））    

第第第第８８８８条条条条 警察官は、通報等により配偶者からの

暴力が行われていると認めるときは、警察法

（昭和 29 年法律第 162 号）、警察官職務執行

法（昭和 23 年法律第 136 号）その他の法令の

定めるところにより、暴力の制止、被害者の

保護その他の配偶者からの暴力による被害の

発生を防止するために必要な措置を講ずるよ

う努めなければならない。 

 

（（（（警察本部長等警察本部長等警察本部長等警察本部長等のののの援助援助援助援助））））    

第第第第８８８８条条条条のののの２２２２ 警視総監若しくは道府県警察本

部長（道警察本部の所在地を包括する方面を

除く方面については、方面本部長。第 15 条第

３項において同じ。）又は警察署長は、配偶者

からの暴力を受けている者から、配偶者から

の暴力による被害を自ら防止するための援助

を受けたい旨の申出があり、その申出を相当

と認めるときは、当該配偶者からの暴力を受

けている者に対し、国家公安委員会規則で定

めるところにより、当該被害を自ら防止する

ための措置の教示その他配偶者からの暴力に

よる被害の発生を防止するために必要な援助

を行うものとする。 

    

（（（（福祉事務所福祉事務所福祉事務所福祉事務所によるによるによるによる自立支援自立支援自立支援自立支援））））    

第第第第８８８８条条条条のののの３３３３ 社会福祉法（昭和 26 年法律第 45

号）に定める福祉に関する事務所（次条にお

いて「福祉事務所」という。）は、生活保護法

（昭和 25 年法律第 144 号）、児童福祉法（昭

和 22 年法律第 164 号）、母子及び寡婦福祉法

（昭和 39 年法律第 129 号）その他の法令の定

めるところにより、被害者の自立を支援する

ために必要な措置を講ずるよう努めなければ

ならない。 

 

（（（（被害者被害者被害者被害者のののの保護保護保護保護のためののためののためののための関係機関関係機関関係機関関係機関のののの連携協力連携協力連携協力連携協力））））    

第第第第９９９９条条条条 配偶者暴力相談支援センター、都道府

県警察、福祉事務所等都道府県又は市町村の

関係機関その他の関係機関は、被害者の保護

を行うに当たっては、その適切な保護が行わ

れるよう、相互に連携を図りながら協力する

よう努めるものとする。 

 

（（（（苦情苦情苦情苦情のののの適切適切適切適切かつかつかつかつ迅速迅速迅速迅速なななな処理処理処理処理））））        

第第第第９９９９条条条条のののの２２２２ 前条の関係機関は、被害者の保護

に係る職員の職務の執行に関して被害者から

苦情の申出を受けたときは、適切かつ迅速に

これを処理するよう努めるものとする。 
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第第第第４４４４章章章章    保護命令保護命令保護命令保護命令    

（（（（保護命令保護命令保護命令保護命令））））    

第第第第 10101010 条条条条 被害者（配偶者からの身体に対する

暴力又は生命等に対する脅迫（被害者の生命

又は身体に対し害を加える旨を告知してする

脅迫をいう。以下この章において同じ。）を受

けた者に限る。以下この章において同じ。）が、

配偶者からの身体に対する暴力を受けた者で

ある場合にあっては配偶者からの更なる身体

に対する暴力（配偶者からの身体に対する暴

力を受けた後に、被害者が離婚をし、又はそ

の婚姻が取り消された場合にあっては、当該

配偶者であった者から引き続き受ける身体に

対する暴力。第 12 条第１項第２号において同

じ。）により、配偶者からの生命等に対する脅

迫を受けた者である場合にあっては配偶者か

ら受ける身体に対する暴力（配偶者からの生

命等に対する脅迫を受けた後に、被害者が離

婚をし、又はその婚姻が取り消された場合に

あっては、当該配偶者であった者から引き続

き受ける身体に対する暴力。同号において同

じ。）により、その生命又は身体に重大な危害

を受けるおそれが大きいときは、裁判所は、

被害者の申立てにより、その生命又は身体に

危害が加えられることを防止するため、当該

配偶者（配偶者からの身体に対する暴力又は

生命等に対する脅迫を受けた後に、被害者が

離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合

にあっては、当該配偶者であった者。以下こ

の条、同項第３号及び第４号並びに第 18 条第

１項において同じ。）に対し、次の各号に掲げ

る事項を命ずるものとする。ただし、第２号

に掲げる事項については、申立ての時におい

て被害者及び当該配偶者が生活の本拠を共に

する場合に限る。 

一 命令の効力が生じた日から起算して６

月間、被害者の住居（当該配偶者と共に生

活の本拠としている住居を除く。以下この

号において同じ。）その他の場所において

被害者の身辺につきまとい、又は被害者の

住居、勤務先その他その通常所在する場所

の付近をはいかいしてはならないこと。 

二 命令の効力が生じた日から起算して２

月間、被害者と共に生活の本拠としている

住居から退去すること及び当該住居の付

近をはいかいしてはならないこと。 

２ 前項本文に規定する場合において、同項第

１号の規定による命令を発する裁判所又は発

した裁判所は、被害者の申立てにより、その

生命又は身体に危害が加えられることを防止

するため、当該配偶者に対し、命令の効力が

生じた日以後、同号の規定による命令の効力

が生じた日から起算して６月を経過する日ま

での間、被害者に対して次の各号に掲げるい

ずれの行為もしてはならないことを命ずるも

のとする。 

一 面会を要求すること。 

二 その行動を監視していると思わせるよう

な事項を告げ、又はその知り得る状態に置

くこと。  

三 著しく粗野又は乱暴な言動をすること。 

四 電話をかけて何も告げず、又は緊急やむ

を得ない場合を除き、連続して、電話をか

け、ファクシミリ装置を用いて送信し、若

しくは電子メールを送信すること。 

五 緊急やむを得ない場合を除き、午後 10

時から午前６時までの間に、電話をかけ、

ファクシミリ装置を用いて送信し、又は電

子メールを送信すること。 

六 汚物、動物の死体その他の著しく不快又

は嫌悪の情を催させるような物を送付し、

又はその知り得る状態に置くこと。 

七 その名誉を害する事項を告げ、又はその

知り得る状態に置くこと。 

八 その性的羞恥心を害する事項を告げ、若

しくはその知り得る状態に置き、又はその

性的羞恥心を害する文書、図画その他の物

を送付し、若しくはその知り得る状態に置

くこと。 

３ 第１項本文に規定する場合において、被害

者がその成年に達しない子（以下この項及び

次項並びに第 12 条第１項第３号において単

に「子」という。）と同居しているときであっ

て、配偶者が幼年の子を連れ戻すと疑うに足

りる言動を行っていることその他の事情があ

ることから被害者がその同居している子に関
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して配偶者と面会することを余儀なくされる

ことを防止するため必要があると認めるとき

は、第１項第１号の規定による命令を発する

裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立て

により、その生命又は身体に危害が加えられ

ることを防止するため、当該配偶者に対し、

命令の効力が生じた日以後、同号の規定によ

る命令の効力が生じた日から起算して６月を

経過する日までの間、当該子の住居（当該配

偶者と共に生活の本拠としている住居を除く。

以下この項において同じ。）、就学する学校そ

の他の場所において当該子の身辺につきまと

い、又は当該子の住居、就学する学校その他

その通常所在する場所の付近をはいかいして

はならないことを命ずるものとする。ただし、

当該子が 15 歳以上であるときは、その同意が

ある場合に限る。 

４ 第１項本文に規定する場合において、配偶

者が被害者の親族その他被害者と社会生活に

おいて密接な関係を有する者（被害者と同居

している子及び配偶者と同居している者を除

く。以下この項及び次項並びに第 12 条第１項

第４号において「親族等」という。）の住居に

押し掛けて著しく粗野又は乱暴な言動を行っ

ていることその他の事情があることから被害

者がその親族等に関して配偶者と面会するこ

とを余儀なくされることを防止するため必要

があると認めるときは、第１項第１号の規定

による命令を発する裁判所又は発した裁判所

は、被害者の申立てにより、その生命又は身

体に危害が加えられることを防止するため、

当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以

後、同号の規定による命令の効力が生じた日

から起算して６月を経過する日までの間、当

該親族等の住居（当該配偶者と共に生活の本

拠としている住居を除く。以下この項におい

て同じ。）その他の場所において当該親族等の

身辺につきまとい、又は当該親族等の住居、

勤務先その他その通常所在する場所の付近を

はいかいしてはならないことを命ずるものと

する。  

５ 前項の申立ては、当該親族等（被害者の 15

歳未満の子を除く。以下この項において同

じ。）の同意（当該親族等が 15 歳未満の者又

は成年被後見人である場合にあっては、その

法定代理人の同意）がある場合に限り、する

ことができる。 

 

（（（（管轄裁判所管轄裁判所管轄裁判所管轄裁判所））））    

第第第第 11111111 条条条条 前条第１項の規定による命令の申立

てに係る事件は、相手方の住所（日本国内に

住所がないとき又は住所が知れないときは居

所）の所在地を管轄する地方裁判所の管轄に

属する。  

２ 前条第１項の規定による命令の申立ては、

次の各号に掲げる地を管轄する地方裁判所に

もすることができる。 

一 申立人の住所又は居所の所在地  

二 当該申立てに係る配偶者からの身体に対

する暴力又は生命等に対する脅迫が行われ

た地  

 

（（（（保護命令保護命令保護命令保護命令のののの申立申立申立申立てててて））））        

第第第第 12121212 条条条条 第 10 条第１項から第４項までの規定

による命令（以下「保護命令」という。）の申

立ては、次に掲げる事項を記載した書面でし

なければならない。 

一 配偶者からの身体に対する暴力又は生命

等に対する脅迫を受けた状況  

二 配偶者からの更なる身体に対する暴力

又は配偶者からの生命等に対する脅迫を

受けた後の配偶者から受ける身体に対す

る暴力により、生命又は身体に重大な危害

を受けるおそれが大きいと認めるに足り

る申立ての時における事情  

三 第 10 条第３項の規定による命令の申立

てをする場合にあっては、被害者が当該同

居している子に関して配偶者と面会する

ことを余儀なくされることを防止するた

め当該命令を発する必要があると認める

に足りる申立ての時における事情 

四 第 10 条第４項の規定による命令の申立

てをする場合にあっては、被害者が当該親

族等に関して配偶者と面会することを余

儀なくされることを防止するため当該命

令を発する必要があると認めるに足りる
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申立ての時における事情  

五 配偶者暴力相談支援センターの職員又

は警察職員に対し、前各号に掲げる事項に

ついて相談し、又は援助若しくは保護を求

めた事実の有無及びその事実があるとき

は、次に掲げる事項 

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は

当該警察職員の所属官署の名称 

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求め

た日時及び場所 

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内

容 

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られ

た措置の内容 

２ 前項の書面（以下「申立書」という。）に同

項第５号イからニまでに掲げる事項の記載が

ない場合には、申立書には、同項第１号から

第４号までに掲げる事項についての申立人の

供述を記載した書面で公証人法（明治 41 年法

律第 53 号）第 58 条の２第１項の認証を受け

たものを添付しなければならない。 

 

（（（（迅速迅速迅速迅速なななな裁判裁判裁判裁判））））        

第第第第 13131313 条条条条 裁判所は、保護命令の申立てに係る

事件については、速やかに裁判をするものと

する。  

 

（（（（保護命令事件保護命令事件保護命令事件保護命令事件のののの審理審理審理審理のののの方法方法方法方法））））    

第第第第 14141414 条条条条 保護命令は、口頭弁論又は相手方が

立ち会うことができる審尋の期日を経なけれ

ば、これを発することができない。ただし、

その期日を経ることにより保護命令の申立て

の目的を達することができない事情があると

きは、この限りでない。 

２ 申立書に第 12 条第１項第５号イからニま

でに掲げる事項の記載がある場合には、裁判

所は、当該配偶者暴力相談支援センター又は

当該所属官署の長に対し、申立人が相談し又

は援助若しくは保護を求めた際の状況及びこ

れに対して執られた措置の内容を記載した書

面の提出を求めるものとする。この場合にお

いて、当該配偶者暴力相談支援センター又は

当該所属官署の長は、これに速やかに応ずる

ものとする。 

３ 裁判所は、必要があると認める場合には、

前項の配偶者暴力相談支援センター若しくは

所属官署の長又は申立人から相談を受け、若

しくは援助若しくは保護を求められた職員に

対し、同項の規定により書面の提出を求めた

事項に関して更に説明を求めることができる。  

 

（（（（保護命令保護命令保護命令保護命令のののの申立申立申立申立てについてのてについてのてについてのてについての決定等決定等決定等決定等））））        

第第第第 15151515 条条条条 保護命令の申立てについての決定に

は、理由を付さなければならない。ただし、

口頭弁論を経ないで決定をする場合には、理

由の要旨を示せば足りる。  

２ 保護命令は、相手方に対する決定書の送達

又は相手方が出頭した口頭弁論若しくは審尋

の期日における言渡しによって、その効力を

生ずる。  

３ 保護命令を発したときは、裁判所書記官は、

速やかにその旨及びその内容を申立人の住所

又は居所を管轄する警視総監又は道府県警察

本部長に通知するものとする。  

４ 保護命令を発した場合において、申立人が

配偶者暴力相談支援センターの職員に対し相

談し、又は援助若しくは保護を求めた事実が

あり、かつ、申立書に当該事実に係る第 12

条第１項第５号イからニまでに掲げる事項の

記載があるときは、裁判所書記官は、速やか

に、保護命令を発した旨及びその内容を、当

該申立書に名称が記載された配偶者暴力相談

支援センター（当該申立書に名称が記載され

た配偶者暴力相談支援センターが２以上ある

場合にあっては、申立人がその職員に対し相

談し、又は援助若しくは保護を求めた日時が

最も遅い配偶者暴力相談支援センター）の長

に通知するものとする。  

５ 保護命令は、執行力を有しない。  

 

（（（（即時抗告即時抗告即時抗告即時抗告））））        

第第第第 16161616 条条条条 保護命令の申立てについての裁判に

対しては、即時抗告をすることができる。  

２ 前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響

を及ぼさない。  

３ 即時抗告があった場合において、保護命令
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の取消しの原因となることが明らかな事情が

あることにつき疎明があったときに限り、抗

告裁判所は、申立てにより、即時抗告につい

ての裁判が効力を生ずるまでの間、保護命令

の効力の停止を命ずることができる。事件の

記録が原裁判所に存する間は、原裁判所も、

この処分を命ずることができる。  

４ 前項の規定により第 10 条第１項第１号の

規定による命令の効力の停止を命ずる場合に

おいて、同条第２項から第４項までの規定に

よる命令が発せられているときは、裁判所は、

当該命令の効力の停止をも命じなければなら

ない。  

５ 前２項の規定による裁判に対しては、不服

を申し立てることができない。  

６ 抗告裁判所が第 10 条第１項第１号の規定

による命令を取り消す場合において、同条第

２項から第４項までの規定による命令が発せ

られているときは、抗告裁判所は、当該命令

をも取り消さなければならない。  

７ 前条第４項の規定による通知がされている

保護命令について、第３項若しくは第４項の

規定によりその効力の停止を命じたとき又は

抗告裁判所がこれを取り消したときは、裁判

所書記官は、速やかに、その旨及びその内容

を当該通知をした配偶者暴力相談支援センタ

ーの長に通知するものとする。  

８ 前条第３項の規定は、第３項及び第４項の

場合並びに抗告裁判所が保護命令を取り消し

た場合について準用する。  

 

（（（（保護命令保護命令保護命令保護命令のののの取消取消取消取消しししし））））        

第第第第 17171717 条条条条 保護命令を発した裁判所は、当該保

護命令の申立てをした者の申立てがあった場

合には、当該保護命令を取り消さなければな

らない。第 10 条第１項第１号又は第２項から

第４項までの規定による命令にあっては同号

の規定による命令が効力を生じた日から起算

して３月を経過した後において、同条第１項

第２号の規定による命令にあっては当該命令

が効力を生じた日から起算して２週間を経過

した後において、これらの命令を受けた者が

申し立て、当該裁判所がこれらの命令の申立

てをした者に異議がないことを確認したとき

も、同様とする。  

２ 前条第６項の規定は、第 10 条第１項第１号

の規定による命令を発した裁判所が前項の規

定により当該命令を取り消す場合について準

用する。  

３ 第 15 条第３項及び前条第７項の規定は、前

２項の場合について準用する。  

 

（（（（第第第第 10101010 条第条第条第条第１１１１項第項第項第項第２２２２号号号号のののの規定規定規定規定によるによるによるによる命令命令命令命令のののの再再再再

度度度度のののの申立申立申立申立てててて））））    

第第第第 18181818 条条条条 第 10 条第１項第２号の規定による命

令が発せられた後に当該発せられた命令の申

立ての理由となった身体に対する暴力又は生

命等に対する脅迫と同一の事実を理由とする

同号の規定による命令の再度の申立てがあっ

たときは、裁判所は、配偶者と共に生活の本

拠としている住居から転居しようとする被害

者がその責めに帰することのできない事由に

より当該発せられた命令の効力が生ずる日か

ら起算して２月を経過する日までに当該住居

からの転居を完了することができないことそ

の他の同号の規定による命令を再度発する必

要があると認めるべき事情があるときに限り、

当該命令を発するものとする。ただし、当該

命令を発することにより当該配偶者の生活に

特に著しい支障を生ずると認めるときは、当

該命令を発しないことができる。 

２ 前項の申立てをする場合における第 12 条

の規定の適用については、同条第１項各号列

記以外の部分中「次に掲げる事項」とあるの

は「第１号、第２号及び第５号に掲げる事項

並びに第 18 条第１項本文の事情」と、同項第

５号中「前各号に掲げる事項」とあるのは「第

１号及び第２号に掲げる事項並びに第 18 条

第１項本文の事情」と、同条第２項中「同項

第１号から第４号までに掲げる事項」とある

のは「同項第１号及び第２号に掲げる事項並

びに第 18 条第１項本文の事情」とする。 

 

（（（（事件事件事件事件のののの記録記録記録記録のののの閲覧等閲覧等閲覧等閲覧等））））    

第第第第 19191919 条条条条 保護命令に関する手続について、当

事者は、裁判所書記官に対し、事件の記録の
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閲覧若しくは謄写、その正本、謄本若しくは

抄本の交付又は事件に関する事項の証明書の

交付を請求することができる。ただし、相手

方にあっては、保護命令の申立てに関し口頭

弁論若しくは相手方を呼び出す審尋の期日の

指定があり、又は相手方に対する保護命令の

送達があるまでの間は、この限りでない。  

 

（（（（法務事務官法務事務官法務事務官法務事務官によるによるによるによる宣誓認証宣誓認証宣誓認証宣誓認証））））    

第第第第 20202020 条条条条 法務局若しくは地方法務局又はその

支局の管轄区域内に公証人がいない場合又は

公証人がその職務を行うことができない場合

には、法務大臣は、当該法務局若しくは地方

法務局又はその支局に勤務する法務事務官に

第 12 条第２項（第 18 条第２項の規定により

読み替えて適用する場合を含む。）の認証を行

わせることができる。  

 

（（（（民事訴訟法民事訴訟法民事訴訟法民事訴訟法のののの準用準用準用準用））））    

第第第第 21212121 条条条条 この法律に特別の定めがある場合を

除き、保護命令に関する手続に関しては、そ

の性質に反しない限り、民事訴訟法（平成８

年法律第 109 号）の規定を準用する。  

 

（（（（最高裁判所規則最高裁判所規則最高裁判所規則最高裁判所規則））））        

第第第第 22222222 条条条条 この法律に定めるもののほか、保護

命令に関する手続に関し必要な事項は、最高

裁判所規則で定める。  

 

第第第第５５５５章章章章    雑則雑則雑則雑則        

（（（（職務関係者職務関係者職務関係者職務関係者によるによるによるによる配慮等配慮等配慮等配慮等））））    

第第第第 23232323 条条条条 配偶者からの暴力に係る被害者の保

護、捜査、裁判等に職務上関係のある者（次

項において「職務関係者」という。）は、その

職務を行うに当たり、被害者の心身の状況、

その置かれている環境等を踏まえ、被害者の

国籍、障害の有無等を問わずその人権を尊重

するとともに、その安全の確保及び秘密の保

持に十分な配慮をしなければならない。  

２ 国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、

被害者の人権、配偶者からの暴力の特性等に

関する理解を深めるために必要な研修及び啓

発を行うものとする。  

（（（（教育及教育及教育及教育及びびびび啓発啓発啓発啓発））））    

第第第第 24242424 条条条条 国及び地方公共団体は、配偶者から

の暴力の防止に関する国民の理解を深めるた

めの教育及び啓発に努めるものとする。  

 

（（（（調査研究調査研究調査研究調査研究のののの推進等推進等推進等推進等））））    

第第第第 25252525 条条条条 国及び地方公共団体は、配偶者から

の暴力の防止及び被害者の保護に資するため、

加害者の更生のための指導の方法、被害者の

心身の健康を回復させるための方法等に関す

る調査研究の推進並びに被害者の保護に係る

人材の養成及び資質の向上に努めるものとす

る。  

    

（（（（民間民間民間民間のののの団体団体団体団体にににに対対対対するするするする援助援助援助援助））））        

第第第第 26262626 条条条条    国及び地方公共団体は、配偶者から

の暴力の防止及び被害者の保護を図るための

活動を行う民間の団体に対し、必要な援助を

行うよう努めるものとする。  

 

（（（（都道府県及都道府県及都道府県及都道府県及びびびび市市市市のののの支弁支弁支弁支弁））））        

第第第第 27272727 条条条条 都道府県は、次の各号に掲げる費用

を支弁しなければならない。  

一 第３条第３項の規定に基づき同項に掲

げる業務を行う婦人相談所の運営に要す

る費用（次号に掲げる費用を除く。）  

二 第３条第３項第３号の規定に基づき婦

人相談所が行う一時保護（同条第４項に規

定する厚生労働大臣が定める基準を満た

す者に委託して行う場合を含む。）に要す

る費用  

三 第４条の規定に基づき都道府県知事の委

嘱する婦人相談員が行う業務に要する費用  

四 第５条の規定に基づき都道府県が行う

保護（市町村、社会福祉法人その他適当と

認める者に委託して行う場合を含む。）及

びこれに伴い必要な事務に要する費用  

２ 市は、第４条の規定に基づきその長の委嘱

する婦人相談員が行う業務に要する費用を支

弁しなければならない。  

 

（（（（国国国国のののの負担及負担及負担及負担及びびびび補助補助補助補助））））        

第第第第 28282828 条条条条 国は、政令の定めるところにより、
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都道府県が前条第１項の規定により支弁した

費用のうち、同項第１号及び第２号に掲げる

ものについては、その 10 分の５を負担するも

のとする。  

２ 国は、予算の範囲内において、次の各号に

掲げる費用の 10 分の５以内を補助すること

ができる。 

一 都道府県が前条第１項の規定により支

弁した費用のうち、同項第３号及び第４号

に掲げるもの 

二 市が前条第２項の規定により支弁した費

用 

 

第第第第６６６６章章章章    罰則罰則罰則罰則        

第第第第 29292929 条条条条 保護命令に違反した者は、１年以下

の懲役又は百万円以下の罰金に処する。  

 

第第第第 30303030 条条条条 第 12 条第１項（第 18 条第２項の規

定により読み替えて適用する場合を含む。）の

規定により記載すべき事項について虚偽の記

載のある申立書により保護命令の申立てをし

た者は、十万円以下の過料に処する。 

 

附則附則附則附則    〔〔〔〔抄抄抄抄〕〕〕〕    

（（（（施行期日施行期日施行期日施行期日））））    

第第第第１１１１条条条条 この法律は、公布の日から起算して６

月を経過した日から施行する。ただし、第２

章、第６条（配偶者暴力相談支援センターに

係る部分に限る。）、第７条、第９条（配偶者

暴力相談支援センターに係る部分に限る。）、

第 27 条及び第 28 条の規定は、平成 14 年４月

１日から施行する。  

 

（（（（経過措置経過措置経過措置経過措置））））    

第第第第２２２２条条条条 平成 14 年３月 31 日までに婦人相談所

に対し被害者が配偶者からの身体に対する暴

力に関して相談し、又は援助若しくは保護を

求めた場合における当該被害者からの保護命

令の申立てに係る事件に関する第 12 条第１

項第４号並びに第 14 条第２項及び第３項の

規定の適用については、これらの規定中「配

偶者暴力相談支援センター」とあるのは、「婦

人相談所」とする。  

（（（（検討検討検討検討））））    

第第第第３３３３条条条条 この法律の規定については、この法律

の施行後３年を目途として、この法律の施行

状況等を勘案し、検討が加えられ、その結果

に基づいて必要な措置が講ぜられるものとす

る。  

 

附則附則附則附則（（（（平成平成平成平成 16161616 年年年年６６６６月月月月２２２２日法律第日法律第日法律第日法律第 64646464 号号号号））））    

（（（（施行期日施行期日施行期日施行期日））））    

第第第第１１１１条条条条 この法律は、公布の日から起算して６

月を経過した日から施行する。  

 

（（（（経過措置経過措置経過措置経過措置））））    

第第第第２２２２条条条条 この法律の施行前にしたこの法律に

よる改正前の配偶者からの暴力の防止及び被

害者の保護に関する法律（次項において「旧

法」という。）第 10 条の規定による命令の申

立てに係る同条の規定による命令に関する事

件については、なお従前の例による。  

２ 旧法第 10 条第２号の規定による命令が発

せられた後に当該命令の申立ての理由となっ

た身体に対する不法な攻撃であって生命又は

身体に危害を及ぼすものと同一の事実を理由

とするこの法律による改正後の配偶者からの

暴力の防止及び被害者の保護に関する法律

（以下「新法」という。）第 10 条第１項第２

号の規定による命令の申立て（この法律の施

行後最初にされるものに限る。）があった場合

における新法第 18 条第１項の規定の適用に

ついては、同項中「２月」とあるのは、「２週

間」とする。  

 

（（（（検討検討検討検討））））    

第第第第３３３３条条条条 新法の規定については、この法律の施

行後３年を目途として、新法の施行状況等を

勘案し、検討が加えられ、その結果に基づい

て必要な措置が講ぜられるものとする。  

 

附則附則附則附則（（（（平成平成平成平成 19191919 年年年年７７７７月月月月 11111111 日法律第日法律第日法律第日法律第 113113113113 号号号号））））    〔〔〔〔抄抄抄抄〕〕〕〕    

（（（（施行期日施行期日施行期日施行期日））））    

第第第第１１１１条条条条 この法律は、公布の日から起算して６

月を経過した日から施行する。  
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（（（（経過措置経過措置経過措置経過措置））））    

第第第第２２２２条条条条 この法律の施行前にしたこの法律に

よる改正前の配偶者からの暴力の防止及び被

害者の保護に関する法律第 10 条の規定によ

る命令の申立てに係る同条の規定による命令

に関する事件については、なお従前の例によ

る。 
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９．用語説明索引 

 

か行 

 

家族経営協定 ....................................................................... 17 

家族農業経営にたずさわる各世帯員が、意欲とやりがいを持って経営に参画できる魅力的な農業

経営をめざし、経営方針や役割分担、家族みんなが働きやすい就業環境などについて、家族間で

十分に話し合って取り決める協定です。 

 

家庭教育指導者 ..................................................................... 16 

家庭教育のリーダーとして栃木県教育委員会主催の研修を受けた人で、家庭教育や子育てについ

て講座や相談活動を行うなど、地域に根ざした家庭教育支援を行います。 

 

クォータ制 ......................................................................... 52 

積極的に性差別をなくすために暫定的にとられる制度です。女性問題では、政策決定機関での男

女間の格差を積極的に是正するための方策で、「割り当て制」といい、審議会・委員会等で任命・

選挙を問わず、一方の性が 40％を下回らないようにすることです。 

 

合計特殊出生率 ..................................................................... 10 

15 歳から 49 歳までの女性の年齢別出産率を合計したもので、１人の女性が仮にその年次の年齢

別出生率で一生の間に子どもを産むとした場合の平均の子どもの数です。 

 

 

さ行 

 

市民活動支援センター ............................................................... 18 

『市民が主役のまちづくり』を担うボランティアや市民活動団体の拠点施設として日光市が設置

しています。 

主に、市民活動団体等の活動への助言・支援・市民活動のリーダー養成・ＮＰＯ設立支援 ・市民

活動及びボランティア団体の交流の推進等を行います。 

 

女性に対する暴力をなくす運動 ....................................................... 24 

女性の人権の尊重のための意識啓発や教育の充実を図るために、国が平成 12 年度から実施してい

ます。11 月 25 日（国連で採択された「女性に対する暴力撤廃国際日」）を最終日とする２週間で

す。 

 

女性の労働力率 ..................................................................... 12 

人口（日本では 15 歳以上）に対する労働力人口の比率。労働力人口とは、就業者に完全失業者を

加えた人数で、15 歳以上で働いている人と働く意欲のある人がどれくらいいるかを示すものです。 

 

セクシュアル・ハラスメント ......................................................... 23 

性的いやがらせのことをいいます。雇用の場においては、「相手の意に反した性的な言動を行い、

それに対する対応によって、仕事をする上で一定の不利益を与えたり、またはそれを繰り返すこ

とによって就業環境を著しく悪化させること」と考えられています。 
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た行 

 

地域包括支援センター ............................................................... 39 

地域住民の心身の健康保持と生活安定のために必要な援助を行い、保健医療の向上・福祉の増進

を包括的に支援することを目的とする施設です。 

 

デートＤＶ ......................................................................... 23 

恋人や交際相手などの親密な関係にある者（配偶者等を除く）の一方から他方に対してふるわれ

る身体的、精神的及び性的暴力のことです。 

 

栃木県男女共同参画地域推進員 ....................................................... 53 

男女共同参画社会の実現をめざし、男女共同参画の推進と女性問題の課題解決を図るため、男女

共同参画の推進の担い手として、地域において活動するボランティアで、栃木県によって委嘱さ

れています。 

 

トライアル雇用 ..................................................................... 46 

業務を行うための適性や能力などを見極め、その後の常用雇用への移行や雇用のきっかけとする

ため、職業経験、技能、知識等により、就職が困難な求職者を試行的に短期間雇用（原則３ヶ月）

することです。 

 

 

な行 

 

日光市特定事業主行動計画 ........................................................... 46 

次世代育成支援対策推進法に基づき、国や地方公共団体が、職員を雇用する事業主の立場から、

職員の仕事と家庭の両立に関して講じる措置の内容を記載した計画で、策定が義務付けられてい

ます。 

 

認定農業者 ......................................................................... 17 

魅力ある農業経営をめざす農業者が、自らの経営を改善するために作成した「農業経営改善計画」

を、市町村が認定した農業者です。経営規模拡大や生産方式の合理化、経営管理の合理化、従事

態様の改善をめざします。 
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は行 

 

配偶者暴力相談支援センター ......................................................... 23 

配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護を図るため、相談や相談機関の紹介、カウンセリン

グ、被害者及びその同伴家族の一時保護、被害者の自立生活促進・保護命令制度・保護施設利用

などの援助を行う機関です。 

 

ファミリーサポートセンター ......................................................... 43 

地域において、病児・病後児の預かりや緊急時の預かりなど、援助を行いたい人と受けたい人が

会員となって相互に支え合う事業です。 

 

プレママ ........................................................................... 36 

プレ（pre）とは、「以前の」という意味で、ママになる以前＝妊娠中の女性を指します。 

 

保護命令 ........................................................................... 24 

地方裁判所が被害者からの申立てにより、身体に対する暴力や生命等に対する脅迫を受ける恐れ

が大きい時、加害者に対し発する命令です。「接近禁止命令」と「退去命令」があり、加害者が保

護命令に違反すると、刑事罰（１年以下の懲役又は 100 万円以下の罰金）に処せられます。 

 

 

わ行 

 

ワーク・ライフ・バランス ............................................................ 3 

「仕事」と子育てや地域活動など「仕事以外の活動」を組み合わせ、バランスのとれた働き方を

選択できるようにすることです。「仕事と家庭の両立」よりも広い概念で、企業にとっては、ワー

ク・ライフ・バランスを推進することにより、従業員がやりがいのある仕事と充実した私生活の

健康的なバランスをとり、個人の能力を最大限発揮できるようにすることで、生産性・業績を上

げる効果があると言われています。 
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